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研究要旨：  
 本研究では感染症サーベイランスシステム（NESID）データ、検査機関におけ

るアクティブサーベイランスデータ、食中毒を疑わせる事例の疫学調査データ、環

境中のウイルスのデータ等を活用することで、散発事例も含めた食品媒介感染症被

害実態の推計方法を検討した。複数年度にわたる推計を行うことで食品由来感染症

被害の発生動向の把握を可能とし、食中毒対策の検討やその効果の評価に活用する

手法とそれに使用する指標や基礎的なデータを精査することで、食品衛生行政での

活用方法を検討した。またWHOや他の各国の食品由来疾患被害実態推計研究との

情報交換を行うことで研究の推進および国際対応への準備を行った（全体）。 
宮城県および全国における積極的食品由来感染症病原体サーベイランスならびに

下痢症疾患の実態把握では、令和 5～7年度にわたり、宮城県における 2022～2024
年の病原菌検出状況の詳細解析および被害実態の推定を行った。臨床検査機関を対

象としたアクティブサーベイランスデータを用い、検査機関の住民カバー率、およ

び宮城県で以前に行った夏期および冬期の 2 回の電話住民調査の結果から求めた

検便実施率および医療機関受診率を推定モデルに導入することで、

Campylobacter、Salmonella、Vibrio parahaemolyticusの 3菌について、モンテ

カルロシミュレーション法により宮城県における当該菌による食品由来下痢症実

患者数の推定を行なった。これらの推定値から、全国での当該菌による食品由来下

痢症患者の発生率が宮城県での発生率と同じであると仮定した時の全国の当該菌

による食品由来下痢症患者の数を推定した。2011 年からはさらに全国を対象とし

た民間検査会社 3 社から（2021 年より 2 社）全国についての 2006 年以降の病原
菌検出数データを収集している。本研究で 2022～2024年 3年連続でのデータを収

集し、全国における食品由来下痢症実患者数の推定を行い、宮城県データからの全

国推定値との比較を行った（窪田）。 
ウイルス性食中毒を疑わせる事例の疫学調査データ等からの詳細な実態把握手法

等の研究では、令和 5年度は、協力自治体 Aにおいて、2018年から 2022年 8月
までに発生した感染性胃腸炎集団感染 63 事例を対象に記述疫学的検討を行った。

その結果、行政的に食中毒と認定された事例は 1 事例であり、食中毒寄与割合は
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1.2％であった。一方、当初食中毒がより疑われた事例を含めると 5 事例であり、
食中毒疑い寄与割合は 7.9％であった。令和 6年度は、協力自治体 Bにおいて、2015
年 9月から 2022年 8月までの感染性胃腸炎集団感染 122例を解析した。感染症と

判断された事例は 91％、ノロウイルスを原因とした事例は 88％、施設別では保育

園・幼稚園が 61％で最多であった。また、定点報告数と集団感染報告数には正の

相関が認められ、ノロウイルスに限ると相関係数は 0.81 であった。さらに、同期
間のノロウイルス起因食中毒事例 25 例を踏まえ、感染症事例：食中毒事例の比は

4：1 と整理された。令和 7 年度は、これらの成果を踏まえ、ノロウイルス感染症

の疾病負荷を、死亡、入院、外来受診、集団感染、未受診例、休業・欠席等を含む

疾病負荷ピラミッドとして把握するための基礎的情報収集に着手した。ただし、協

力自治体及び医療機関を巻き込んだ前方視的情報収集体制の構築には実務的制約

があり、また予定したインターネット調査による補完は実施に至らなかった（砂

川）。広域に発生する主に細菌性疾患の疫学情報とゲノム情報の分析と監視に基づ

く疾病負荷軽減策の検討では初年度は共通化した疫学調査情報、感染症発生動向調

査情報、食中毒調査支援システム情報を比較し、共通調査票による情報収集は迅速

性の点で有用であった。一方で、データ集約・解析の効率化が課題であることを示

した。2年目はMLVA法により同一分子タイプとされた EHEC O157VT1VT2 症例

37 例を対象に、焼肉店の利用を曝露因子として自己対照ケースシリーズ法

（Self-Controlled Case Series法：SCCS法）による解析を行った。SCCS法によ
る罹患率比（Incidence Rate Ratio：IRR）は 32.0（95％信頼区間：12.5–82.1）で
あった。3年目はこの IRRを用いて寄与リスク割合（Attributable Risk Percent：
ARP）を算出し、ARPは 96.9％（95％信頼区間：92.0–98.8％）であった。以上よ

り、広域食品媒介感染症において、疫学情報と病原体のゲノム情報を統合し、SCCS
法を用いることで、症例のみの情報からリスク推定および疾病負荷の相対的評価を

行える可能性が示された（八幡）。国内で報告される食中毒患者数は、COVID-19
の影響もあり 2022年には年間 6,856 人まで減少したものの、その後増加傾向を見

せ、2023年、2024年、2025年はそれぞれ 11,803 人、14,229 人、24,727 人と急

増し、そのうちノロウイルスが原因として報告される患者数は 2023年、2024年、
2025年はそれぞれ 5,502 人、8,656 人、18,566 人である。ノロウイルスによる胃

腸炎は食品を介する食中毒や食品を介さずにヒトーヒト間の伝播による感染性胃

腸炎として経験するが、食中毒としての報告は医療機関で食中毒として診断された

場合に限られ、感染性胃腸炎は小児科定点からの報告数に限られているほか、不顕

性感染者も存在するため、全年齢層をカバーするノロウイルスの感染実態は不明で

ある。本分担研究では、大量調理施設衛生管理マニュアルで推奨される調理従事者

等を対象としたノロウイルス便検査のデータや、下水から検出されるノロウイルス

遺伝子のデータを元に、状態空間モデルにより、年間のノロウイルス感染者数の推
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定を試みた。また、地域のノロウイルスの感染流行状況を探知する手段として河川

生息二枚貝を採取し、ノロウイルス遺伝子の検索を実施し、リアルタイム PCR に
よるノロウイルス陽性数の変化と感染性胃腸炎の増減トレンドの比較を行った（上

間）。食品媒介感染症被害実態の推計に基づく施策評価のための研究では、令和 5
年度は国内外における食品由来感染症への対策に関する情報を収集し、整理、分析

し、欧米では全ゲノムシークエンシング法（WGS 法）が導入され、食品由来感染

疾患のアウトブレイクの調査における原因食品の特定に有用であることが確認さ

れた。令和 6年度は 2018年から 2023年の医科レセプトデータを用いた食品由来

感染症(7 種)の実被害患者数を推計し、その実行可能性を検証するとともに、医科

レセプトデータ活用における課題を抽出した。また、食品由来感染症被害対策評価

において消費者の食品安全意識や知識の活用手法を検討し、HACCPによる衛生管

理の知識や経験が HACCP による衛生管理に取り組んでいる飲食店の評価額に影

響を与えていることを確認した。令和 7年度は医科レセプトデータを用いた食品由

来感 染 症 (病原体： enterohemorrhagic Escherichia coli、 Campylobacter 
Jejuni/coli、Salmonella SPP.、Norvirus、ロタウイルス感染症)、及びギランバレ

ー症候群について年齢別・性別の発生状況を検証できることを確認するとともに、

検査実施率を考慮した推計の実行可能性を確認した。さらに、食中毒統計では確認

できないロタウイルスなどのウイルス感染による食品由来感染症の実被害患者数

の推計の実行可能性を確認した（熊谷）。より現場で活用しやすく、また一般に理

解が得られやすい指標の検討では Disability-adjusted Life Years (DALYs)に代わ

る、分かりやすい新たな指標策定を検討するために、従来の評価指標である DALYs
の導出計算過程に着目して、日本国民の労働生産性 と YLD (Years Lived with 
Disability) を導出するための平均治療期間（L）と障害の重み付（W）とを考慮し
て、労働生産性の損失を導出する方法を考案した。この方法であれば、従来の

DALYs を活用して、労働生産性の損失といった経済的な指標へと無理なく変換す

ることができる。一例として、カンピロバクター食中毒による推計患者数約 16 万
人／年から労働生産性の損失額を導出すると日本全体で年間約1,800億円の損失が
生じることを推定した（小関）。 
本研究全体として WHO における被害実態推定と連携し、当研究班において検討

している各種推定手法を検討することで、各種データの整理およびそれぞれの特徴

を把握することができた。より効果的かつ一般の人に理解がしやすい、同時に負担

が少ない推定手法を今後も精査する必要が求められた。さらに行政施策に具体的に

効果的に反映する指標や手段の検討をはじめ、蓄積が進んでいる食中毒事件調査結

果詳報をはじめとする行政データベース情報の活用も有効であることが確認され

た（全体）。 
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A. 研究目的 
 
A-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
 我が国では食品由来感染症の患者数は食

品衛生法および感染症法にもとづいて報告

されている。散発事例は食中毒事例として

報告されない場合が多く、そのため食中毒

統計等だけでは食品由来感染症・下痢症の

患者数が正確に把握されていないことが示

唆される。特に最近では広域散発事例によ

る被害も報告されており、食品衛生行政に

おける対策等の検討のためには、それらの

事例も含めた被害実態の全容を把握するこ

とが重要と考えられる。2022～2024年のア
クティブサーベイランスを行った。（１）

2005 年から継続している宮城県における

アクティブサーベイランス、およびそれに

よる宮城県の被害実態の推定を引き続き行

った。また、（２）2011 年からは民間検査

会社 3 社（2021～2024 年は 2 社）の協力

で全国についての病原菌検出データを収集

し、それらをもとに全国における被害実態

の推定を行っているが、研究期間中もこれ

を継続し、これらの結果を上記の宮城県デ

ータからの全国推定結果と比較することで

本研究における推定手法の妥当性の検討を

継続して行うこととした。 
 
A-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
本分担研究グループでは、ウイルスを主

とする食中毒疑い事例について、疫学調査

データ、感染症発生動向調査データ、食中

毒事例情報等を活用し、食品媒介感染症の

被害実態をより詳細に把握するための手法

を検討した。 

ノロウイルス等による感染性胃腸炎は、

国内で集団感染を引き起こす主要な病原体

であり、食品衛生行政上も重要な疾患であ

る。しかし、食品衛生法に基づく食中毒統

計のみでは、散発例、未受診例、食中毒と

して認定されない事例、感染経路が明確で

ない事例を十分に把握できない可能性があ

る。また、感染症発生動向調査に基づく患

者数推計は有用であるが、成人を含む全年

齢での患者数、入院・死亡、未受診例、休

業・欠席等の社会的負荷を含めた疾病負荷

の把握には限界がある。 

本研究では、感染性胃腸炎集団感染事例を

1 イベントとして捉え、ノロウイルスによ

るイベントに占める食中毒事例又は食中毒

疑い事例の割合を整理することで、人口ベ

ースの被害実態推計に用いる外挿情報を検

討した。さらに、3 年間の成果を踏まえ、

外来患者数推計に加え、死亡、入院、未受

診例、休業・欠席等を含む疾病負荷ピラミ

ッド作成に向けた基礎的検討を行った。 
 
A-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
食品媒介感染症のアウトブレイクは事例

によって重症度が高く、広域に発生する場

合がある[1,2]。広域に発生する食品媒介感

染症では、複数自治体にまたがる症例情報

を迅速に把握し、疫学情報と病原体の分子

タイピング情報またはゲノム情報を統合し
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て解析することが重要である。しかし、国

内では、広域食品媒介感染症の探知、疫学

情報の系統的な収集、原因食品・感染源の

推定、公衆衛生上の負荷評価に関する方法

は十分に確立されていない。 
食品媒介感染症の疾病負荷を評価するた

めには、従来、コホート研究や症例対照研

究など、比較群を設定した調査デザインが

用いられてきた[3]。しかし、比較群への調
査には多くのマンパワーや費用を要するた

め、広域事例において迅速に実施すること

が困難な場合がある。このため、比較群を

設定せず、症例のみの情報を用いてリスク

推定や疾病負荷評価を行う方法の検討が求

められる。 
本研究は広域に発生する主に細菌性食品

媒介感染症について、疫学情報と病原体の

ゲノム情報を統合的に活用し、広域事例の

探知、疫学情報収集、リスク評価および疾

病負荷評価に資する方法を検討することを

目的とした。 
具体的には、初年度に広域食品媒介感染

症における疫学情報収集方法を検討し、国

内外の情報収集・活用方法を整理した。2
年目には、MLVA 法による同一分子タイプ

の腸管出血性大腸菌感染症例を対象として、

Riaらの報告[4]を参照し、SCCS法による
IRR 算出の実施可能性を検討した。3 年目
には、SCCS法により得られた IRRを用い
て、疾病負荷指標の一つである ARPの算出
可能性を検討した。 
 
A-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 
国内で報告される食中毒患者数は、

COVID-19 の影響もあり 2022 年には年間

6,856 人まで減少したものの、その後増加

傾向を見せ、2023年、2024年、2025年は
それぞれ 11,803 人、14,229 人、24,727 人

と急増し、そのうちノロウイルスが原因と

して報告される患者数は 2023年、2024年、
2025 年はそれぞれ 5,502 人、8,656 人、

18,566 人である。特に 2024 年から 2025
年の食中毒患者が約 1 万人増加したが、ノ

ロウイルスによる食中毒患者も同様に約 1
万人増加しており、食中毒患者の増減傾向

にノロウイルスによる食中毒は大きな影響

を与えている。 
ノロウイルスなどによる感染性胃腸炎は、

感染者の年齢や免疫状態によって症状が大

きく異なることが知られている。また、感

染して症状が出ても病院を受診しない人も

多く、感染性胃腸炎の報告者数は実際の感

染者数を比べ過小であると考えられている。

本研究では、時系列データを扱う統計モデ

ルの１つである状態空間モデルを適用する

ことで、潜在的な総感染者数を推定するこ

とを試みた。 
状態空間モデルとは、過去の傾向を活用

して将来の値を予測する時系列データの動

的システムをモデル化する手法である。状

態空間モデルは、状態方程式と観測方程式

の 2 つの要素から構成される。状態方程式

は、観測データを生成する仮想的な値を表

し、観測方程式は実際に得られるデータに

対応する。今年度は、感染性胃腸炎報告症

例数と未処理下水中のノロウイルス濃度を

用いて、感染性胃腸炎の潜在的感染者数の

推定を行った。 
また、河川生息二枚貝からのノロウイル

ス遺伝子検出状況を地域の感染状況の探知

手段として捉え、2021年から 2026年まで
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の、多摩川河口域（川崎市側）で採取した

二枚貝からのノロウイルス遺伝子検出を行

った。 

 
A-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 

日本では食品リスク分析手法を用いて食

品安全行政を推進している。食品リスク分

析は食品中のハザードによる健康被害の実

態を把握することから始まる。食品由来感

染症事例のうち発症者が数人の散発事例は

食中毒事例として報告されない場合が多く、

そのため食品衛生法等に基づく食中毒統計

等だけでは食品由来感染症による患者数が

正確に把握されていない場合があることが

示唆される。特に最近では広域散発事例に

よる被害も報告されており、食品衛生行政

における対策等の検討やその効果の評価の

ためには、それら食中毒統計に報告されて

いない事例も含めた食品由来感染症被害実

態の全容を把握することが重要である。そ

こで、本研究では国際的な動向を踏まえた

食品安全行政を推進するために、散発事例

も含めた食品由来感染症の被害実態を継続

的に把握するシステムを構築するとともに、

食品由来感染症被害対策の評価手法を検討

することを目的としている。 
 
A-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
 食品由来疾患の被害実態の推計が行われ

ており、Disability-adjusted Life Years 
(DALYs)等の指標が国際的にも比較可能な

ものとして用いられている。しかし、一方

で DALYs は直感的に理解しにくい指標で

あることから、現場での利用や一般の人々

への理解が深まらない問題がある。 
そこで、DALYsに代わる、分かりやすい

新たな指標策定の必要性が世界的にも求め

られており、検討が進められつつある。そ

こで本年度の研究では、世界での現在の最

新の取り組みを調査し、現状を把握すると

ともに課題点を抽出することを目的とした。 
 さらに本研究では、従来の評価指標であ

る DALYs の導出計算過程に着目して、日
本国民の労働生産性 と YLD (Years Lived 
with Disability) を導出するための平均治

療期間（L）と障害の重み付（W）とを考慮
して、労働生産性の損失を導出する方法を

考案し、その妥当性について検討した。 
 
 
B. 研究方法 
 
B-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
下痢症患者の原因病原体のアクティブサ

ーベイランスを行うために、宮城県内で医

療機関の医師が便検査を依頼している検査

機関に協力を依頼し、その機関からのデー

タ収集を継続して行っている。また 2011
年からは民間検査会社 3 社（2021～2024
年は 2 社）より全国の菌検出数データを収

集している。それらのアクティブサーベイ

ランスデータを元に推定を行った。 
宮城県および全国の有症者（定義は窪田分

担報告書１− ３参照）の医療機関受診率お

よび受診者の検便実施率は、以前に行った

電話住民調査の結果より推定された値を用
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いた。 
 
B-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
令和 5 年度は、協力自治体 A において、

2018 年から 2022 年 8 月までに同市内で発

生し、調査対象となった感染性胃腸炎集団

感染事例について、個人情報を含まない事

例概要を用いて後方視的に記述疫学を実施

した。事例単位で、疫学情報、ウイルス学

的情報、共通曝露、流行曲線の形状、食中

毒認定の有無等を整理し、食中毒寄与割合

及び食中毒疑い寄与割合を算出した。 

令和 6 年度は、協力自治体 B において、

2015 年 9 月から 2022 年 8 月までの感染性

胃腸炎集団感染事例を対象に、発生時期、

施設種別、病原体、集団感染報告数、定点

報告数との関係等を記述疫学的に分析した。

また、同地域のノロウイルス起因食中毒事

例数を整理し、感染症事例と食中毒事例の

比を算出した。感染症事例と食中毒事例の

厳密な突合は困難であったため、割合では

なく比として整理した。 

令和 7年度は、令和 5年度及び令和 6年

度の成果を踏まえ、ノロウイルス感染症の

疾病負荷ピラミッド作成に必要な情報項目

を整理した。具体的には、死亡者、入院患

者、外来受診患者、集団感染事例、未受診

例、休業・欠席例を想定し、それぞれの情

報源、収集可能性、協力自治体及び医療機

関における実務負荷を検討した。また、未

受診例や経済的損失を把握するためのイン

ターネット調査について、質問項目案及び

調査設計上の課題を検討した。 
 

B-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
 
B-3-1．広域食品媒介感染症における疫学情

報収集方法の検討 
広域食品媒介感染症事例の疫学情報収集

方法を検討するため、協力自治体から得ら

れた疫学調査情報、感染症発生動向調査情

報、食中毒調査支援システムに登録された

情報を収集し、分子タイピング情報と疫学

情報の結合可能性、疫学情報の適時性、正

確性、データの質について検討した。対象

疾患は、腸管出血性大腸菌感染症を中心と

した細菌性食品媒介感染症とした。 
また、国外における広域食品媒介感染症

の疫学情報収集方法を把握するため、米国

における広域食品媒介感染症のアウトブレ

イク探知、疫学情報収集、データ集約、情

報還元の方法について情報収集を行った。

特 に 、 National Outbreak Reporting 
System（NORS）、Research Electronic 
Data Capture（REDCap）、レシート情報

の活用、リスクコミュニケーションにおけ

るフォーカスグループインタビュー等につ

いて整理した。 
 
B-3-2．病原体のゲノム情報と疫学情報を用

いた SCCS法による IRR算出の試行 
過去に報告された広域事例のうち、2021
年6月1日から2022年12月31日にEHEC 
O157VT1VT2 と診断された者を対象とし

た。このうち、MLVA 法により同一分子タ

イプとされた 37例を抽出し、分子タイピン

グ情報と疫学情報を結合した。 
解析には SCCS法を用いた。曝露因子は
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SCCS法の前提条件[5]を満たすと考えられ
る「焼肉店の利用」とし、アウトカムは「同

一分子タイプの腸管出血性大腸菌感染」と

した。発症日および曝露日の情報を用い、

リスク期間を 1〜7 日として、IRR および
95％信頼区間を算出した。解析には、SCCS
法に関する SAS用マクロを用いた。 
 
B-3-3．SCCS 法により得られた IRR を用
いた疾病負荷指標の検討 

SCCS 法の前提条件を満たすと考えられ

る焼肉店の利用について、SCCS 法により
推定された IRRを用い、疾病負荷指標の一

つである ARPを算出した。 
ARPは以下の式により算出した。 

 

 
 
また、SCCS法により得られる IRRおよ
び ARPの解釈可能性、絶対リスク評価への

応用可能性、個別食品・食材を曝露因子と

した場合の適用可能性について、既存文献

に基づき検討した。 
 
B-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 
B-4-1. 感染者推計 
B-4-1-1. データ 
 2020年から 2025年の宮城県内における

感染性胃腸炎報告症例数の公開データをウ

ェ ブ 上 か ら 取 得 し た

（ https://www.pref.miyagi.jp/site/hokans/
surveypdf-shuho.html）。仙台市では、2020
年から 2024 年までは下水処理場へ流入す

る下水試料が毎週採取され、測定・記録さ

れた未処理下水中のノロウイルス GII 濃度 
[genome copies/L]のデータを取得した。保

育園や食料品販売店等の施設の従業員に対

して行われたノロウイルス感染調査結果に

ついて、仙台市における月別陽性率を抽出

したデータを株式会社日本環境衛生研究所

から提供を受けた。 
B-4-1-2. 状態空間モデル（Model 1） 
 感染性胃腸炎の潜在的な総感染者数を推

定するために状態空間モデルの適用を試み

た。データとして取得可能な報告症例数は

報告率（軽症のため受診しない等）や不顕

性感染率によって総感染者数の一部を示し

ているに過ぎないという仮定のもと、状態

空間モデルにおける“状態”を潜在総感染

者数 Yt、“観測”を報告症例数 ytとした。

状態空間モデルの考え方は、過去から現在

に向かって実際に推移しているのは“状態”

であって、データとして観測される“観測”

は観測誤差を伴って”状態”から生成される

ということを想定したものである。 
 図１に示すように、Model 1では、時点 t
における潜在総感染者数 Ytは、1時点前 t-1
の ” 状 態 ”Yt-1 か ら 過 程 誤 差

（ : 分散）によって
変動する（状態方程式）。 

 （１） 
時点 tにおいて観測される報告症例数 ytは

時点 t の総感染者数 Yt から観測誤差
（θ: 形状母数）を伴

って生成される。これはつまり報告症例数

は負の二項分布にしたがうことを想定して

いるが、疫学データに一般的に見られる傾

向である症例数の大きな日変動に対応する

ためである。報告症例数は不顕性感染率及

び報告率によって説明されると仮定し、本
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研究では不顕性感染率及び報告率を考慮し

た制約係数bt (< 1)を定式化し、観測方程式

を構築した。 
 （２） 

bt は”状態”と”観測”の差異に影響を与える

要因（例：通院しなかった感染者の発生な

ど）を反映するものである。報告症例数Nr

は顕性感染 Ns及び不顕性感染 Naを考慮す

ると以下の式で表現される。 
 （３） 

ここで rsは顕性感染の報告率、raは不顕性

感染の報告率である。不顕性感染率を pa、

潜在総感染者数をNTとして整理すると、 
 （４） 

と表現される。式４の右辺の係数が制約係

数に相当するものである。ノロウイルス感

染実態調査は、医療機関における定点観測

とは独立して PCR 検査を実施したもので

あるから、陽性者は未報告の不顕性感染者

として扱うことができるとした。つまり、

このノロウイルス感染調査において示され

た陽性率 Pは、陽性者はすべて無症状との

仮定の下では、式５のように表現できる。 
 （５） 

症状を呈しかつその報告率が Pより十分低

いと仮定できる場合、式４は と

整 理 さ れ 、 未 報 告 症 例 数 は

であるから、制約係

数は簡易的に式６のように表現される。 
 （６） 

 
B-4-1-3. 下水データを活用した状態空間モ

デル（Model 2） 
 感染者数予測に対する下水データの有効

性を把握するため、下水中の胃腸炎ウイル

ス濃度の時間変化を考慮した多変量状態空

間モデルを構築した（Model 2）。2-2 節と
同様に潜在的なウイルス濃度の一部がデー

タとして観測されることを想定した。時点

tにおける対数潜在ウイルス濃度 Xtは同時
点における潜在総感染者 Yt から排出され
るため、式７のように示される。 

 （７） 
 （８） 

（ : 分散）であり、
潜在ウイルス濃度は正規分布に従い変動す

ると仮定した。ηは感染者数をウイルス濃

度に変換する非負の係数とした。式８は観

測方程式である。感染してから発症の期間

においても感染者からウイルスは排出され

るため、下水中のウイルス濃度は 1 時点未
来の感染者数の予測に活用できる可能性が

ある。したがって、潜在総感染者数を式９

のように表現した。 
 （９） 

φ はウイルス濃度を感染者数に変換する非

負の係数とした 
 
B-4-2. 河川生息二枚貝からのノロウイル

ス遺伝子モニタリング 
B-4-2-1. 二枚貝の採取地域として、流域

関連人口が大きいことから、ノロウイルス

感染者も多いことが期待され、かつ比較的

サンプル採取が容易な多摩川河口域（川崎

市側）を選定した。毎月、午前中に大きく

潮が引く日時を 1 日選定して、二枚貝を採

取した。二枚貝は採取当日にむき身の状態

にして冷凍保存した。午前中に潮目が合わ

ない場合は採取を実施しなかった。 
 B-4-2-2. 検体の処理 
 ISO15216-11)の手順に従い、二枚貝 1粒
に対して水および proteinase K を加えて
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37℃で 1時間消化後に、60℃15 分の加熱後

に 5,000rpm、10 分、4℃で遠心し、上清を

RNA抽出に供した。 
B-4-2-3. ウイルス RNA抽出法 
 ウイルス RNA の抽出は磁気ビース法

Maxwell RSC Virus Total Nucleic Acid 
Purification kit (Promega 社、機械自動抽

出)を用いた。 
B-4-2-4. 遺伝子検出 
 抽出 RNAを用いて、ISO15216-1に記載
されているプライマー、プローブを用いて

ノロウイルスの遺伝子検出を 1 Step 
RT-qPCRにて実施した。 
 1 Step RT-qPCR 試薬として TaqMan 
Fast virus 1-Step Master Mix 
(Thermofisher Scientific)を使用した。 

 
B-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 

令和 5年度 

 １．日本における食品由来感染症対策に

ついて 

厚生労働省に設置されている医薬食品衛

生審議会食品衛生分科会食中毒部会の資料

１）(2006年以降)、食中毒統計２）(1996年以

降)、厚生労働省食品政策分野ホームーペー

ジ３）、国立感染症研究所感染症発症動向調

査 4)などを調査し、1996年以降の主な食中

毒事例および食中毒原因物質に対する施策

等を整理した。また、医科レセプト情報 5）

を活用した食品由来疾患実被害患者数推計

手法を検討するために、医科レセプト情報

に関する情報を収集した。 

２．諸外国における食品由来感染症対策に

ついて 

国立医薬品食品衛生研究所「食品安全情

報」 6 ）、世界保健機関 (World Health 

Organization)7)、コーデックス委員会 8）、

米国疾病予防管理センター (Center for 

Disease Control Center of United States 

America)9） , 欧州予防疾病管理センター

(European Center for Disease Control 

Center)10 ）、および欧州食品安全機関

(Europe Food Safety Authority)11）などの

情報を収集し、欧米諸国において全ゲノム

解析により対応した主な食中毒事例を整理

した。 

３．食品安全対策の優先順位付けに用いら

れる指標について 

文献検索により、食品全行政施策評価に関

する情報を収集し、整理した。 

令和 6年度 

１．食品由来感染症の実被害患者の推計に

ついて 

（１）医科レセプト情報 1）について 

医科レセプト情報による推計の可能性を

検証するため、2018年 1月から 2023年 12

月の食品由来疾患（63疾患）に関する匿名

医療保険等関連情報データベースの利用申

請行い、食品由来感染症に関連する医科レ

セプト情報を入手した。 

 

（２）食品由来感染症の実被害患者の推計

について 

１）食品由来感染症の選定 

医科レセプトデータから推計可能な病原
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体を選定し、以下の７種類の病原体

(enterohemorrhagic Escherichia coli, 

Listeria spp., Campylobacter Jejuni/coli, 

Salmonella SPP., Clostridium Perfringens, 

Vibrio Parahaemolyticus, Norvirus)につい

て推計することとした。 

 

２）選定した病原体による食品由来感染症

実被害患者数の推計 

<レセプト情報からの患者数について＞ 

2018年から 2023年のレセプトデータか

ら、病原体ごとに、病原体由来の疾患の患

者数(enterohemorrhagic Escherichia coli (Peh), 
Listeria spp.(Pl), Campylobacter Jejuni/coli(Pc), 

Salmonella SPP. (Ps), Clostridium Perfringens 

(Pw), Vibrio Parahaemolyticus (Pv), Norvirus 

(Pn))の合計を年ごとに算出した。 

 

<医療機関受診率について＞ 

全ての患者が医療機関を受診している

のではないことを念頭に置き、各年の患者

数に医療機関受診率（D）の逆数を乗じた。

D のデータについては、(enterohemorrhagic 

Escherichia coli (Peh)と Listeria spp.(Ps)以外

は、窪田・春日らが実施した電話住民調査

（全国（2009 年冬、2013 年冬）と宮城県

（ 2006 年 冬 ） の 結 果 2-3 ） か ら 、

enterohemorrhagic Escherichia coli (Peh)につ

いては、感染症情報 4）データから、Listeria 

spp.(Ps)については 2001年のリステリア症

の国内発生事例 5)から、統計解析ソフト

R(4.4.2)によりベータ分布を用いた推定に

よって算出した。 

 

＜食品寄与率について＞ 

食品由来感染症の病原体の感染経路は複

数あるが、食品に由来する割合を食品の感

染源寄与率(source attribution)をいう。各

食 品由来感 染 症の病原体の寄与率

(enterohemorrhagic Escherichia coli (Feh), 
Listeria spp.(Fs), Campylobacter 

Jejuni/coli(Fc), Salmonella SPP. (Fs), 

Clostridium Perfringens (Fw), Vibrio 

Parahaemolyticus (Fv), Norvirus (Fn))は、

2012年に実施した専門家調査の結果 6)を用

いた。 

 

＜実被害患者数の推計について＞ 

実被害患者数は、ベイズ統計学の考え方

に基づき、P と D、F の三つの比率をベー

タ分布に従う確率変数と考え、互いに独立

と仮定し、数理統計学の基本的な公式を使

って PとDの積、および 3つの積（P×D×F）

が従う確率分布を求めた。実被害患者数の

推計は、データ解析環境 R(4.4.2)の”mc2d

パッケージ”を用いて、モンテカルロ法によ

り確率的に不規則な現象をコンピューター

上で再現させ、乱数を発生させ、推計した。 

 

各病原因子の食品由来感染症の実被害患

者数(Xeh, Xl, Xc, Xs, Xw, Xv, Xn)の推定課

程を定式化すると、下記のとおりである。 

 

●enterohemorrhagic Escherichia coli 
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Xeh = Peh x Deh-1 x Feh 

●Listeria spp. 

Xl = Pl x Dl-1 x Fl 

●Campylobacter Jejuni/coli 

 Xc = Pc x Dc-1 x Fc 

●Salmonella SPP. 

 Xs = Ps x Ds-1 x Fs 

●Clostridium Perfringens 

 Xw = Pw x Dw-1 x Fw 

●Vibrio Parahaemolyticus 

 Xv = Pv x Dv-1 x Fv 

●Norvirus 

 Xn = Pn x Dn-1 x Fn 

 

２．消費者の食品安全意識や知識の活用手

法について 

2025年2月に株式会社日本リサーチセン

ターのモニターパネルより、以下の条件を

設定し、性別、年齢、居住地域が均等割と

なるように 1000名抽出し、インターネット

上で調査を実施した。（表１） 

 

1).年齢・性別：20 代、30 代、40 代、５0

代、60 代以上、各世代 200 人(男性 100 人、

女性 100 人) 

2).居住地域：北海道・東北地区、関東地区、

中部・北陸地区、近畿地区、中国・四国地

区、九州・沖縄地区 

3).その他：月 2回以上、外食をする消費者

を対象とする。 

 

<調査項目＞ 

（１）食品安全の意識に関する調査項目 

「強くそう思う」、「そう思う」、「どちら

かというとそう思う」、「どちらかというと

そう思わない」、「そう思わない」、「まった

くそう思わない」の 6件法で質問した。 

①消費者にとって望ましい遺伝子組み換え

技術（アレルギー対策・栄養強化等）は推

進するべきだと思う 

②値段が高くても、少しでも安全性の高い

食品を買いたい 

③飲食店で提供されている食品は安全だと

思う 

④農薬や化学肥料を使わない食品の方が安

全だと思う 

⑤添加物を使用していない食品の方が安心

だ 

⑥輸入食品より、国産の食品の方が安全だ

と思う。 

 

（２）食品安全の行動に関する調査項目 

「いつもそうする」、「普段はそうする」、

「半々くらいそうする」、「時々そうする」、

「めったにそうしない」、「一度もそうした

ことはない」の 6件法で質問した。 

①栄養不足が気になるので、健康食品を利

用している 

②栄養が偏らないようにバラエティーに富

んだ食品を食べるようにしている 

③健康を維持するために、カロリーや塩

分・糖分の取りすぎに気をつけている 

④肉を切ったまな板で、サラダ用(生食用）

の野菜や果物は切らない 
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⑤鶏肉は調理する前に洗う 

⑥要冷蔵・冷凍の食品を購入したら、でき

るだけ急いで帰宅し冷蔵庫に保存する 

⑦お肉は中心部まで十分に加熱して食べる

ようにしている 

⑧消費期限を少しでも超えたものは食べな

いで、廃棄する 

⑨食品安全に関する情報を積極的に入手す

る。 

⑩感染症予防のために、帰宅後は、うがい・

手洗いをする 

 

（３）食品安全の知識に関する調査項目 

選択肢として、「正しい」、「間違っている」、

「わからない」をおき、質問した。 

①野菜による腸管出血性大腸菌食中毒が発

生している 

②鳥刺しによるカンピロバクター食中毒が

発生している 

③カンピロバクター食中毒の後遺症で、ギ

ランバレー症候群を発症することがある。 

④HACCP による衛生手法の考え方を導入

していない飲食店がある 

⑤賞味期限は食品の安全性を判断するため

のものである 

 

また、2018年の食品衛生法改正において

食品衛生管理手法として法的に義務化され、

2021年6月に完全施行されたHACCPによ

る衛生管理手法について、「聞いたことがな

い」、「聞いたことはあるが内容は知らない」、

「内容は知っている」、「HACCP プランに

沿って仕事をしたことがある」、「HACCP

プランを作成したことがある」という選択

肢をおき、質問した。 

 

（４）食中毒経験について 

食中毒経験について、差昨年 1 年間で食

中毒症状を示したことがあるか、また、食

中毒症状を示した際に医療機関を受診した

ことがあるか、さらに、医療機関を受診し

た際に検便を実施したかについて質問した。 

 

（５）「鳥刺し」の食行動に関する調査 

鳥刺しの食行動について、昨年 1 年間で

食した回数を「毎日」、「週 5から 6回」、「週

３から 4回」、「週 1から 2回」、「月に 2か

ら 3回」、「月に 1回」、「それ以下」の選択

肢をおき、質問した。また、国が示したガ

イドラインに従って衛生的に製造されてい

ることが表示されている場合に、いくらま

でなら鳥刺しを買っても良いと思うかにつ

いて、「通常価格の５０％ならば半額、２０

０％ならば２倍です。」と提示し、０％から

200%までをプルダウンで作成し、一つを選

択させ、「鳥刺し」に関する支払意思額を調

査した。 

 

（６）選択型コンジョイント分析に関する

調査項目 

食中毒に関する情報(参考１)提示するグ

ループと提示しないグループに分け、一人

当たり、計 9 回実施する。3 つのコンジョ

イントプロファイルと「どちらも選択しな
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い」を加えた 4 つの選択肢とする。8 回ま

での組み合わせはコンジョイントプロファ

イルからランダムに実施し、9 回目は 4 回

目提示及び 5 回目提示と同じプロファイル

を 1/2 の確率で出現するようにランダムに

提示する。 

コンジョイントプロファイルは、4属性、

8 水準(最大)として実施した。 

１）最寄駅からの距離(徒歩、1 分以内、5

分以内、10 分以内、20 分以内) 

２）コース料理の価格（3,000円から 10,000

円まで、1,000円間隔で提示） 

３）HACCPによる衛生管理の提示有無 

４）フードロス対策の提示の有無) 

 

<調査結果の分析手法＞ 

（１）から（５）の調査結果の分析は、

SPSS.ver.28を用いて実施した。 

選択型コンジョイントによる HACCPに

よる衛生管理手法の評価に関する分析は、

条件付きロジット・モデル (conditional 

logit model)7)により行い、データ解析環境

R(4.4.2)の sirvoval パッケージに含まれる

関数 clogit( )(Lumley 2006)を用いた。選択

肢集合において、「どちらも選ばない」選択

肢の確定効用 Vd を基準（Vd=0）として、

選択肢 Aと選択肢 B、選択肢 Cの各確定効

用 Va、Vb、Vcは以下のように設定する。 

 

VA = ASC + BpPRICEA + BwWALKA 

+BhHACCPA +BlLOSSA 

VB = ASC + BpPRICEB + BwWALKB 

+BhHACCPB +BlLOSSB 

VC = ASC + BpPRICEC + BwWALKC 

+BhHACCPC +BlLOSSC 

 

PRICEi (i=A,B,C)と Bpはコース料理の価

格（円）とその係数、WALKi (i=A,B,C)と

Bw は駅からの徒歩の時間（分）とその係

数、 HACCPi (i=A,B,C)と Bh は HACCP

対応表示の有無を表すダミー変数(1:あり、

2:なし)とその係数、LOSSi (i=A,B,C)と Bl

は食品ロス対策の有無を表すダミー変数(1:

あり、2:なし)とその係数である。選択肢 A，

B，C は、価格、駅からの徒歩の時間、

HACCP 対応の表示の有無、食品ロス対策

の有無以外の点では同等と仮定する。その

ため、選択肢 A，B，Cで価格、駅からの徒

歩の時間、HACCP 対応の表示の有無、食

品ロス対策の有無に対する消費者の評価が

変化するとは考えられず、ここでは選択肢

１，２，３で共通する変数の係数は等しい

という制約を課す。 

変数 ASC は選択肢固有定数であり、「どち

らも選択しない」を選んだ時を基準（０）

として、選択肢 A，B，Cの時に「１」の値

をとるように設定している。 

 

また、非価格属性が回答者からみてどの

程度の経済価値を持つかを貨幣単位であら

わした限界支払意思額を算出した。非価格

属性変数の限界支払意思額は、非価格属性

変数が 1 単位変化した時の評価額を表し、

非価格属性変数の係数推定値を価格属性変
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数の係数推定値で除して「-1」を乗ずるこ

とで得られる。非価格属性として HACCP

による衛生管理の提示に対する消費者の評

価額は以下のとおりである。 

 

HACCP提示による消費者評価額 

= -1 x（HACCPの係数/価格の係数） 

 

さらに、確定効用を導き出すモデルの尤

もらしさを確認するために、「すべての係数

推定値が０である」を帰無仮説とした尤度

比検定(Likelihood ratio test)を行った。有

意水準を5%とした場合、p≦0.05であれば、

帰無仮説は棄却できる。 

 

令和 7年度 

１．食品由来感染症の実被害患者の推計に

ついて 

（１）医科レセプト情報 1）について 

医科レセプト情報による推計の可能性を

検証するため、2018年 1月から 2023年 12

月の食品由来疾患（63疾患）に関する匿名

医療保険等関連情報データベースの利用申

請行い、食品由来感染症に関連する医科レ

セプト情報を入手した。 

 

（２）医科レセプト情報における食品由来

感染症の特徴について 

１）食品由来感染症の選定 

2018年から 2023年の医科レセプトデー

タを用いた食品由来感染症 (病原体：

enterohemorrhagic Escherichia coli 、

Campylobacter Jejuni/coli、 Salmonella 

SPP.、Norvirus、ロタウイルス)、及びギラ

ンバレー症候群(カンピロバクター感染後

に 0.03%(95%UI:0.02-0.06%)の割合で発症

すると報告 2)されているギランバレー症候

群について、性別、年齢別の患者状況を分

析することとした。 

 

２）医療機関における検査実施率について 

医科レセプトデータの疑い事例で報告され

ている患者数から、医療機関における検査

実施率を検証した。 

 

４）調査結果の分析手法 

データ解析は、SPSS.ver.30と Excel for 

microsoft365を用いて実施した。 
 
B-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
（1）諸外国での取り組みの調査 
 各種の文献情報を精査するとともに、国

内外の学会等で情報を収集した。さらに、

海外の研究者へ直接連絡を取り、現状の取

り組みについて聞き取りを行なった。 
 ま た 、 Food Safety Regulatoly 
Economics Working Group (FSREWG) と
International Social Science Liaison 
Group (ISSLG) と呼ばれる経済コスト面

からの食中毒被害実態推定を検討するワー

キンググループの合同会議へオブザーバー

参加し、最新の研究情報を入手するととも

に、実際に研究を進めている研究者らとの

意見交換を行なった。 
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（2）DALYs 算出過程に注目した評価手法
の開発 
 従来の評価指標である DALYs の導出計
算過程に着目して、日本国民の労働生産性 
と YLD (Years Lived with Disability) を
導出するための平均治療期間（L）と障害の
重み付（W）とを考慮して、労働生産性の

損失を導出する方法を考案した。 
具体的には以下の計算式で導出する。 
 
労働生産性の損失 =  
労働生産性 (??USD/年) × 治療期間（L 年）
× 障害の重み（W） 
 
ここで、労働生産性の情報は OECD データ

に基づく算定値、治療期間（L）と障害の重

み（W、0~1の値をとる）は各疾病の YLD
を算出する際に用いる値で、疾病毎に報告

されているものを用いる。 
 本研究では日本でのカンピロバクター食

中毒による労働生産性の損失を、熊谷ら

(2018、厚労科研報告書)で報告されている

DALYsの推定情報を用いて算出した。 
 
 
C. 結果 
 
C-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
  宮城県データから推定した全国におけ

る下痢症の食品由来実患者数の平均値は

2022 年は Campylobacter が 661,084、
Salmonella が 206,413 人 、 Vibrio 
parahaemolyticus が 2,328 人であった。

2023 年は Campylobacter が 444,548、

Salmonella が 101,501 人 、 Vibrio 
parahaemolyticus が 0 人であった。2024
年 は Campylobacter が 447,959 、
Salmonella が 145,729 人 、 Vibrio 
parahaemolyticusが 4,656 人であった。全

国データからの食品由来実患者数の推定値

の平均値は、2022 年は Campylobacter が
3,851,185人、Salmonellaが1,146,942人、

Vibrio parahaemolyticus が 10,789 人、

2023年はCampylobacterが 2,797,912 人、

Salmonella が 812,119 人 、 Vibrio 
parahaemolyticus が 13,022 人であった、

2024年はCampylobacterが 2,431,346 人、

Salmonella が 787,975 人 、 Vibrio 
parahaemolyticusが 8,947 人であった。 
食中毒統計資料によると、全国における

2022～2024 年の厚生労働省への食中毒患

者報告数は 2022 年は Campylobacter が
822 人、Salmonella が 698 人、Vibrio 
parahaemolyticus が 0 人であった。2023
年 は Campylobacter が 2,089 人 、

Salmonella が 655 人 、 Vibrio 
parahaemolyticus が 9 人であった。2024
年 は Campylobacter が 1,199 人 、

Salmonella が 384 人 、 Vibrio 
parahaemolyticusが 1 人であった。いずれ

の年も推定患者数より大幅に少なく、また

推定患者数と方向患者数の変動の傾向は過

去のサーベイランス結果も含めて必ずしも

一致していなかった。 

 
C-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
令和5年度は、協力自治体Aにおいて、2018

年から 2022年 8月までに症例定義を満たし
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た感染性胃腸炎事例 63事例を解析した。行

政的に食中毒と認定された事例は 1 事例で

あり、食中毒寄与割合は 1.2％であった。

一方、当初食中毒がより疑われた事例を含

めると 5 事例であり、食中毒疑い寄与割合

は 7.9％であった。また、多くの事例で一

峰性の流行曲線が認められ、嘔吐物等を契

機とした一点曝露を含む多様なポイントソ

ース事例は、食品由来に限らず存在する可

能性が示唆された。 

令和6年度は、協力自治体Bにおいて、2015

年から 2022年の集団感染報告 122例を解析

した。感染症と判断された事例は 111 例、

ノロウイルスを原因とした事例は 107 例で

あり、施設別では保育園・幼稚園が 74例で

最多であった。定点報告数と集団感染報告

数には相関が認められ、ノロウイルスに限

った場合には相関がより強くなった。また、

保健所によって定点報告数と集団感染報告

数の相関に違いがあり、学校等欠席者・感

染症情報システム等を活用した集団感染探

知の可能性が示唆された。さらに、同自治

体における 2015 年度から 2022 年度までの

ノロウイルス起因食中毒事例は 25 例であ

り、感染症事例：食中毒事例の比は 4：1と

整理された。 

令和 7 年度は、これらの成果を踏まえ、ノ

ロウイルス感染症の疾病負荷を把握するた

め、死亡、入院、外来受診、集団感染、未

受診例、休業・欠席等を含む疾病負荷ピラ

ミッドの構成要素を整理した。死亡及び入

院の実数把握、感染症発生動向調査に基づ

く外来患者数推計、アウトブレイク事例の

精査による食品寄与割合の推定、未受診例

及び社会的損失の把握を組み合わせる必要

があることを確認した。一方、協力自治体

及び医療機関の負荷、食品検査の実施困難

性、感染症事例と食中毒事例の突合困難性、

インターネット調査の設計及び倫理審査上

の課題が残った。 

 
C-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
 
C-3-1-1．広域食品媒介感染症における疫学

情報収集方法の課題 
広域事例の可能性がある分子タイピング

情報をもとに、協力自治体から共通化した

疫学調査情報を収集し、感染症発生動向調

査情報および食中毒調査支援システムに登

録された情報と比較した。 
協力自治体からの情報収集は、情報が得

られた時点で報告されるため、適時性の点

で有用であった。一方で、複数自治体から

得られる情報を集約し、解析可能なデータ

として整理するためには、データ入力、構

造化、統合、解析までの一連の過程を効率

化する必要があると考えられた。 
食中毒調査支援システムに登録された疫

学情報は、分子タイピング結果から数週間

から 2 か月程度を要する症例があり、広域

事例の早期探知や迅速な解析においては適

時性に課題があった。また、感染症発生動

向調査情報は、曝露情報や行動情報が記載

されている場合があるものの、自由記載を

含む非構造化情報が多く、疫学情報の正確

性やデータの質について検証が必要であっ

た。 
米国では、NORSを用いてアウトブレイ

ク調査データを報告し、ダッシュボード等

により情報を活用していた。また、REDCap
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を用いた疫学情報収集の効率化、レシート

情報の解析による商品特定、フォーカスグ

ループインタビューを用いた注意喚起内容

の検討、SNS等を含む複数媒体による情報

提供など、疫学情報の収集から活用までの

実装的な工夫が行われていた。さらに、迅

速診断検査による病原体検出のスクリーニ

ングと分離培養の強化により、分子タイピ

ングを用いた広域アウトブレイク探知の迅

速化につながる可能性が示唆された。 
 
C-3-1-2．SCCS法による IRR算出の試行 

MLVA 法により同一分子タイプとされた

EHEC O157VT1VT2症例37例を対象とし

た。対象症例のうち、男性は 19例、年齢中

央値は 27歳、届出時点で有症状であった者

は 34例であった。症例の 28例に外食歴が

あり、そのうち 18例が焼肉店を利用してい
た。その他、経口感染が推定された症例に

は、生肉の喫食歴が報告されていた。 
焼肉店の利用と同一分子タイプの腸管出

血性大腸菌感染との関連について、リスク

期間を 1〜7 日として SCCS 法による解析
を行った。その結果、IRRは 32.0（95％信
頼区間：12.5–82.1）であった。記述疫学に

おいて焼肉店利用が多く認められたことと、

SCCS法により高い IRRが推定されたこと

から、記述疫学の結果と SCCS法による解
析結果には一貫性がみられた。 
この結果から、分子タイピング情報によ

り同一分子タイプとされた症例に対して、

曝露日および発症日が把握可能であり、曝

露因子が SCCS法の前提条件を満たす場合

には、症例のみの疫学情報を用いて IRRを
推定できる可能性が示された。 
 

C-3-1-3．SCCS法により得られた IRRを用
いた ARP算出 

SCCS法により推定された IRR 32.0を用
いて、ARP を算出した。その結果、ARP
は 96.9％（95％信頼区間：92.0–98.8％）
であった。これにより、SCCS 法の前提条
件を満たす曝露因子を対象とした場合、

SCCS法により得られた IRRを用いて、疾
病負荷の相対的指標である ARP を算出で
きる可能性が示された。 
一方で、SCCS 法により得られる指標は
相対指標である IRRであり、曝露によって
どの程度の発症数が増加したか、または発

症リスクがどの程度増加したかといった絶

対リスクを直接評価することはできない。

そのため、絶対リスクや発症数への影響を

評価するためには、コホート研究等から得

られる発生率、リスク差、背景発生率など

を併用する必要があると考えられた。 

また、個別の食品や食材を曝露因子とした

場合には、食品媒介感染症の発症後に当該

食品の摂取を避ける行動が生じる可能性が

あり、SCCS 法の前提条件である「イベン

トの発生がその後の曝露に影響を与えない

こと」や「イベント後に曝露行動が変化し

ないこと」を満たさない可能性がある。さ

らに、個別食品・食材では曝露開始時点や

曝露期間を正確に把握することが困難な場

合が多い。そのため、SCCS 法の適用にあ
たっては、曝露因子の特性と前提条件を慎

重に確認する必要がある。 
 
C-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 
（図表は分担報告書を参照） 
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C-4-1. 感染者数推計 
C-4-1-1. 2024および 2025年度における総

感染者数の推定 
 Model 1 において推定された総感染者数

中央値は最小 341 から最大 1324 の間で推

移しており、平均として予測報告症例数の

中央値の約 9 倍であった（図３）。これは、

ある時点における患者 1 人には未報告の二

次感染例が約 9 件ある可能性を示している。
また、2024年度及び 2025年度における年
間推定総感染者数の中央値は、それぞれ

43897 人及び 36097 人であった。本研究に

おいては潜在総感染者数と報告症例数の差

は、症例報告率や不顕性感染率（制約係数）

をもとに決定されるが、取得可能なデータ

が限られており、制約係数の精度の向上の

余地があることに留意する必要がある。 
C-4-1-2. 下水ウイルスデータの効果 

Model 2においては、2024年度のデータ

に対して、下水中のノロウイルス GII 濃度
を利用し感染者数を推定した。潜在総感染

者数の推定値を下水ウイルスデータの有無

で比較したところ、ほとんど差が見られな

かった（図４）。その一方で、下水ウイルス

データを活用することでモデルの将来予測

性能が向上することが明らかとなった（図

５）。2024年 10月末までのデータをもとに

構築したモデルから、2024 年 11 月以降の
10週先までの将来予測を行ったところ、ウ

イルスデータを使用したモデルにおいては

増加トレンドを予測することができた（図

５B）。つまり、ウイルスデータを活用した

状態空間モデルによって将来の総感染者数

のトレンドを把握することが可能であるこ

とが示唆される。 
 

C-4-2. 河川生息二枚貝からのノロウイル

ス検出 
図 6に 2023年 7月から 2026年 3月までの
ノロウイルス GI および GII の検出個数を

示した。多摩川河口域（川崎市側、キング

スカイフロント地区河岸）にて 2023 年 6、
8、10、12月、2024年 4、9、12月、2025
年 12月を除いて、2026年 3月まで毎月二

枚貝を採取した。採取した二枚貝のうち、

10粒から RNA抽出を行い、ノロウイルス

遺伝子検索を実施した。 
 2024年はノロウイルス GIは 1、3、6、8、
11月に検出され、特に 6月は 10粒のうち 6
粒が陽性となった。GIIについては、1、3、
6月、8月、11月に検出され、G Iと同様に
6月に陽性数が高い結果となった。 
2025年は G Iは、5月のみ、GIIは 4、7、
8 月を除いて毎月検出された。陽性数は 1
月から 5月が高い傾向にあった。 
2026 年は GI は 1、3 月、GII は 1、2、3
月に検出され、2025年と同様に陽性数は高
い傾向であった。 
 二枚貝の採取は 2021 年 4 月より継続し
ているが 2024 年は 6 月、2025 年、2026
年の 1から 3月にかけて陽性数が高く、採
取時期の前に感染者が多く存在した可能性

が示唆された。 
図 7 に川崎市が公表している 2024 から
2026 年の感染性胃腸炎の定点あたりの発

生状況のグラフを示した。二枚貝で陽性数

の高い 1から 3月に、定点あたりの発生が

高く、二枚貝でのノロウイルス検出陽性数

の高さが地域の流行状況を反映しているこ

とが窺えた。 

 採取地点付近は、大型台風の通過や、大

型の橋梁工事が継続して行われるなどの環
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境変化が大きいためか 2021 年に比較して
採取できる二枚貝の数も減少しているが、

その状況下であっても、陽性率の変化とし

て関係流域のノロウイルス感染者の増減を

反映していることが考えられた。 
 
C-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 

（表は分担研究報告書を参照） 

 

令和 5年度 

１．日本における食品由来感染症対策につ

いて 

食の安全確保にかかる法律には，「食品安

全基本法」，「食品衛生法」，「と畜場法」，「食

鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する

法律」等があるが、食中毒発生時には食品

衛生法に基づき，厚生労働省及び都道府県，

保健所を設置する市及び特別区が原因究明

を行い、被害拡大防止及び再発防止対策を

実施する。 

（１）食品衛生法の改正 

食品衛生法は、2003 年及び 2018 年に社

会状況を踏まえて食品の安全確保体制を強

化するために法律全体を見直す改正が行わ

れた。2003年の改正では堺市学童集団下痢

症事件、雪印乳業食中毒事件などの大規

模・広域食中毒が顕在化していることから、

危害の発生防止上緊急を要する場合には厚

生労働大臣が都道府県知事等に対し、期限

を定めて食中毒の原因調査の結果を報告す

るように求めることができることとし、健

康危機管理の観点からの都道府県等の食中

毒対応への国の関与を明確化するなど食中

毒等飲食に起因する事故への対応が強化さ

れ、2018年の食品衛生法の改正では大規模

又は広域におよぶ「食中毒」への対策を強

化するため、新たに「広域連携協議会」を

設置し、この協議会を活用して国や都道府

県等が相互に連携・協力し、迅速に対応し、

大規模又は広域的な食中毒の発生・拡大防

止が諮られた。 

 

（２）厚生労働省から発出される通知 

大規模食中毒発生時などには厚生労働省

から都道府県等に通知が発出され、必要に

応じて、規格基準の改正などを行い、再発

防止が図られている。1996年以降に発生し

た主な食中毒事例を病因物質別に整理し、

厚生労働省の対応(政省令の改正、ガイドラ

インの制定、通知の発出など)を表１に示し

た。特に、腸管出血性大腸菌感染症につい

ては、様々な対策が図られ、2021年には各

都道府県における遺伝子検査手法を統一化

し、解析を進めることとされた。具体的に

は、全ての菌株の遺伝子型別の検査につい

て、反復配列多型解析法(MLVA)が導入され

ることとなった。表１に示した対応以外に

も、リステリア・モノサイトゲネスによる

食中毒について、1989年にはソフト及びセ

ミソフトタイプのナチュラルチーズの監視

強化、及び 1993年には乳及び乳製品のリス

テリアの汚染防止対策強化に関する通知を

発出していた。また、A 型肝炎ウイルスに

よる食中毒の散発事例対応のため、2002年
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に糞便中及び食品中の A型肝炎ウイルスの

検査法について都道府県等に通知をしてい

た。 

（３）食品由来感染症の実被害患者の推計 

食品由来感染症対策を行う上で、国内で

の食品由来感染症の発生状況を正確に把握

する必要がある。その発生状況は、現在、

「食品衛生法」と「感染症の予防及び感染

症の患者の医療に関する法律(以下、「感染

症法」)に基づいて把握されている。食品衛

生法では、各都道府県において食中毒とし

て対応した事例が収集され、感染症法では

三類感染症に分類されているコレラ、細菌

性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症、腸チフ

ス、パラチフス及び四類感染症に分類され

ている E型肝炎、A型肝炎、ボツリヌス症

は発生症例全てが収集され、五類感染症に

分類されている感染性胃腸炎は小児科定点

から発生症例が報告されている。以上のよ

うに、食品衛生法及び感染症法により全て

の食品由来感染症の患者が把握されていな

いことから、本研究において民間検査機関

の検査データを活用して実被害患者の推計

が行われているが、3 つの病原体(腸炎ビブ

リオ、サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌)

の推計にとどまっている。そこで、医科レ

セプト情報を活用した食品由来疾患の推計

を試みることとした。医科レセプト情報に

よる推計の可能性を検証するため、2018年

1月から 2023年 12月の食品由来疾患（63

疾患）に関する匿名医療保険等関連情報デ

ータベースの利用申請行い（2023 年 6 月

13 日）、10 月 13 日に承諾通知書を受理し

た。 

 

２．諸外国における食品由来感染症対策に

ついて 

日本では、腸管出血性大腸菌の検査手法

として 2021 年に反復配列多計解析法

（MLVA 法）が導入された。欧米では、全

ゲノムシークエンシング法（WGS法）が導

入され、食品由来感染疾患のアウトブレイ

クの調査が行われている。国立医薬品食品

衛生研究所が発行している食品安全情報

(2010年から 2023年)より、WGS法により

対応した主な食品由来感染症アウトブレイ

クを抽出した(表 2-1、表 2-2)。欧米におけ

る WGS 法の導入状況は以下のとおりであ

る。 

 

（１）米国 

米国では、1997年に食品由来疾患サーベ

イランスのための分子生物学的タイピング

全米ネットワーク（PulseNet）を構築し、

食品由来疾患アウトブレイクの共通感染源

の早期探知に貢献するとともに、調査法の

改革に効果を上げている。米国 CDC は、

20 周年を迎えた 2016 年に PulseNet の活

動に関する経済学的評価を行い、PulseNet

により毎年少なくとも計 27 万人のサルモ

ネラ、大腸菌およびリステリア感染が予防

され、その結果、推定 5 億ドルの経費が節

減されることが示唆されていると公表した

12)。また、2013年には食品由来病原菌であ
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るリステリアの感染アウトブレイクの探知

に全ゲノムシークエンシング法（WGS： 

Wole genome sequencing）の使用を開始し、

成果を上げている。その後、各州の公衆衛

生検査機関でのPulseNetの業務にWGSの

使用が急速に拡大しており、他の食品由来

病原菌（カンピロバクター、大腸菌および

サルモネラなど）の検査にも WGS 法が導

入されている。 

(2)欧州 

欧州においては、2016年に欧州疾病予防

センター(European Center for Diseases 

Contol)が、微生物の遺伝子型タイピング技

術に変わって、活用されるようになってき

た全ゲノムシークエンシング（WGS）法は、

病原体のより正確な特定、感染経路の追跡

などに有用であるが、①シークエンシング

用の機器の違い、②シークエンシング結果

の機関間比較可能性、③バイオインフォマ

ティクス関連の標準的な処理技術の欠如、

④WGS 法によって特定された株の命名法

の明確化、⑤既存のタイピング技術により

得られた結果との比較可能性、⑥疫学デー

タやゲノム配列データを公衆衛生政策決定

にとって有意義な情報に変換すること、⑦

WGS 技術の利用可能性は、EU 加盟国間で

も各国内でも異なっていることなど、多く

の課題があることを報告した 13）。その上で、

ECDC は、EU 加盟国が従来の技術から

WGS法に転換することを支援し、WGS法

が全国レベルおよび EU レベルのサーベイ

ランスの連続性を損なうことなく導入され

るようにするため、①WGS法関連の公衆衛

生プログラムをリストアップし、関係者と

の協力関係を構築する、②微生物学的デー

タと疫学データの統合解析を主導する、③

WGS 法にもとづくサーベイランス手法の

ガイダンスおよび妥当性確認を行う、④選

ばれた少数のパイロット実施調査の立案、

実行、および評価を行うことを表明した。 

また、 2021 年に欧州食品安全機関

(European Food Safety Authority: EFSA)

は、フードチェーンにおいて計画的に使用

される微生物の全ゲノムシークエンシング

（WGS）解析の実施方法と精度の基準・閾

値に関する要件などに関する意見書を発表

した 14)。 

（３）PulseNet International（食品由来

疾患サーベイランスのための分子生物学的

サブタイピング国際ネットワーク） 

PulseNet Internationalには、アフリカ、

アジア太平洋、カナダ、欧州、ラテンアメ

リカ・カリブ海、中東、および米国から、

国および地域の検査機関ネットワークが参

加している。PulseNet Internationalは、

2017 年に国際的な食品由来疾患サーベイ

ランスのために全ゲノムシークエンシング

（WGS）法を推進する意向を示した 15)。 

 

３．食品安全対策の優先順位付けに用いら

れる指標について 

2003 年に制定された食品安全基本法に

おいて、国、地方公共団体、食品等事業者、

および消費者の責務が明記されている。国
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及び地方公共団体、生産者、加工業者、小

売業者などを含む食品関連事業者、及び消

費者の取り組みによって、食の安全を確保

している。つまり、食品関連事業者等は、

それぞれが生産、製造、販売している食品

について、人への健康被害に関連するハザ

ードの管理やその管理のモニタリングなど

を実施する責務を負う。安全な食品が提供

されていない場合に健康上の被害（健康に

生きる年数の損失など）を被る消費者は安

全な食品が提供される方策がとられている

かに関心を向け、意見することが求められ

ている。また、国は、食品の安全性の確保

に関する施策を総合的に策定し、実施する

責務を有し、地方公共団体は、食品の安全

性の確保に関し、国との適切な役割分担を

踏まえて、その地方公共団体の区域の自然

的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有している。 

国は限られた政府予算を効果的に配分す

るために、対策の優先順位付けをする必要

がある。食品安全経済学 (Food Safety 

Economics)分野の文献調査において、対策

決定に影響を与える要素として、①社会に

対する損失の大きさ、②食品等事業者にお

ける食品衛生管理への取り組み状況、③食

品安全行政に対する消費者の態度、④安全

な食品に対する消費者の支払い意思額など

があることが抽出された。また、規格基準

に適合しない食品の流通は食品等事業者

(生産者、加工業者、小売店など)だけでなく、

社会にも多大な損失を生むことがあり、食

品由来疾患の経済的影響は、社会の観点や

消費者の観点など、様々な観点から計算す

ることができ、これらの観点に応じてさま

ざまなコスト項目が発生する。このような

食品安全に関する経済分析は対策の選定や

食品安全への取り組み強化を促進させるた

めに活用可能であることが確認された 16)。 

（１）社会に対する損失の大きさを表す指

標 

「社会に対する損失の大きさ」は、人の

健康に悪影響をもたらす可能性のあるハザ

ードを含む食品が社会にもたらす損失であ

り、様々な観点から推計できる。食品安全

上の問題による社会的損失を推計した諸外

国の論文を分析した結果、DALYs、QULYs、

COI 等が社会的損失を示す指標として使用

されていた。 

 

①障害調整生存年 (Disability Adjusted 

Life Years: DALYs) 

DALYs は早死により失われる生存年数

と障害を抱えて生きた年数の輪である。

1DALYとは、1年間の健康な生活が失われ

たことをあらわす。世界保健機関（WHO）

が設立した食品由来疾患負荷疫学リファレ

ンスグループ(Foodborne Disease Burden 

Epidemiology Reference Group: FERG)で

は食品由来疾患の世界的負荷をDALYで示

した。 

②質調整生存年（Quality Adjusted Life 

Years: QULYs） 

QULYsは、食品中の食品安全ハザードの
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存在を予防または軽減する措置によって生

み出された生活の質と量を考慮している。

1QALY は完全な健康状態での 1 年をあら

わす。 

③疾病費用（cost-of-illness: COI） 

COI は、食品由来疾患の期間中のコスト

を推定する。直接的な費用としては入院費、

薬剤費、医療機関に受診する際の交通費な

どがあり、間接的な費用としては欠勤など

による損失が考慮される。COI の推計には

多くのデータを必要とする。 

 

社会に対する損失は、医療、生産性損失、

生活の質、および死亡に関連する経費が含

まれることから、施策の評価指標としても

有用であると考える。食品由来疾患の疾病

負荷に関する研究は、WHO/FERG のフォ

ローアップ研究 17),18)があるが、その他、台

湾の食品由来疾患による疾病負荷の推定 19)、

フランスの赤身肉消費 20)、ルワンダの食品

由来疾患 21)、ドイツのカンピロバクターに

関連する研究 22)がある。また、QALYを用

いた研究には、米国の食品由来疾患の 14種

類の病原体に関する研究 23)があり、COIは

米国の鶏肉と家禽関連疾病の病原体当たり

の経済コストに関する推定に使用した研究

があった 24)。 

（２）食品安全問題の経済的影響評価事例 

人への健康影響が確認された食品はリコ

ールの対象となり、生産者、製造者、流通

業者を含む食品等事業者に多大な経済的損

失を引き起こす。その経済的損失は食品の

リコールに関連する経費のみではなく、規

制遵守のための経費、汚染原因を特定する

ための経費、再発防止のための経費、工場

閉鎖のための経費、製造物責任を果たすた

めの経費、信頼失墜による市場への長期的

な影響による損失などが考えられる。また、

問題となった食品に関連する食品に間接的

な損失をもたらすこともある。食品安全を

脅かす事例による経済的損失の発生を防ぐ

には、安全な食品の流通を保証することが

重要である。安全な食品の流通を保証する

ための予防対策経費の費用対効果分析は、

食品等事業者における食品安全性の向上の

取り組みを強化させるうえで有用なツール

である。諸外国における食品安全予防対策

の費用対効果分析等に関する文献調査の結

果、以下の研究が確認された。 

①米国 

米国では、食品由来疾患による製品リコ

ールや訴訟コストなどの直接的損失を推計

した論文 25)、肉及び家禽製品に関連する疾

患の経済的負荷を評価するために食品寄与

率モデル、疾病発生率モデル、および経済

的疾病費用モデルを組み合わせて解析を行

った論文 26)、PulseNet (A Network for 

Foodborne Disease Surveillance) により

回避された疾患数を評価するために、疾患

モデルと経済モデルによる解析を行った論

文 27)、食品由来疾患の経済的負荷を推計す

る論文 28)などが公表されている。 

②欧州 

デンマークでは、7種類の腸内病原体（4
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種類の腸内細菌：サルモネラ属菌、カンピ

ロバクター属菌、腸炎エルシニア（Yersinia 
enterocolitica）、志賀毒素産生性大腸菌

（STEC）; 2種類のウイルス：ノロウイル

ス、A 型肝炎ウイルス（hepA）; およびリ

ステリア・モノサイトゲネスに起因する疾

病負荷(DALYs)と経済的負担(疾病費用)を

推計し、公表している 29）。 

オランダでは、シミュレーションモデル

を使用して、豚肉チェーンにおけるサルモ

ネラ属菌に対する様々な管理手段の経済的

及び疫学的影響を評価する論文を公表して

いる 30)。 

 

令和 6年度 

１．食品由来感染症の実被害患者の推計に

ついて、 

医療機関受診率（表２）及び食品寄与率

（表３）より、食品由来感染症の実被害患

者数（表４）を推計した。推計患者数を病

原体ごとにみると、 enterohemorrhagic 

Escherichia coli は 2248.7人(2021年)から

3392.3 人(2018 年)であり、 Listeria spp.

は 95 人(2022年)から 120 人(2020年)であ

り、 Campylobacter Jejuni/coliは 51881.8

人(2021年)から 63229.6 人(2020年)であり、

Salmonella SPP.は、11390.0 人(2021 年)

か ら 14194 人 (2023 年 ) で あ り 、 

Clostridium Perfringens は 178 人(2020

年)から 223.7 人(2021 年)であり、Vibrio 
Parahaemolyticus は 265.4 人(2022 年)か

ら 527.9 人(2018年)であり、 Norvirusは

36456 人(2022年)から 66264.6 人(2019年)

であった。 

 

２．消費者の食品安全意識や知識の活用手

法について 

（１）食品安全に関する意識について 

図１及び図２に、食品安全に関する意識

に関する結果を男女及び年齢別に示した。 

「消費者にとって望ましい遺伝子組み換え

技術（アレルギー対策・栄養強化等）は推

進するべきだと思う」、「値段が高くても、

少しでも安全性の高い食品を買いたい」、

「飲食店で提供されている食品は安全だと

思う」「農薬や化学肥料を使わない食品の方

が安全だと思う」「添加物を使用していない

食品の方が安心だ」「輸入食品より、国産の

食品の方が安全だと思う。」について、男性、

女性ともいずれの質問にも半数以上は「ど

ちらかというとそう思う」「そう思う」「強

くそう思う」を選択している回答者の合計

(以下、「そう思うというグループ」とする）

を選んでいる。年代別にみてもほとんどの

質問について半数以上はそう思うというグ

ループの選択肢であったが、「消費者にとっ

て望ましい遺伝子組み換え技術は推進すべ

きだと思う」は 40歳代(94 人)と 60歳代(72

人)で半数以下であり、「飲食店で提供され

ている食品は安全だと思う」は 50 歳代(86

人)で半数以下であった。 

 

（２）食品安全に関する行動について 

図３、図４に、食品安全に関する行動に
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関する結果を男女別、年齢別に示した。 

「栄養不足が気になるので、健康食品を利

用している」については、「いつもそうする」、

「普段はそうする」「半々くらいそうする」

(以下、「そうするグループ」とする)は男性

（133 人）、女性（116 人）と最も少なく、

次いで、「鶏肉は調理する前に洗う」のそう

するグループは女性（123 人）、男性（156

人）であった。また、「肉を切ったまな板で、

サラダ用（生食用）の野菜や果物は切らな

い」のそうするグループの女性は 387 人で

あり、「要冷蔵・冷凍の食品を購入したら、

できるだけ急いで帰宅し冷蔵庫に保存す

る」のそうするグループの女性は 397 人で

あり、「お肉は中心部まで十分に加熱して食

べるようにしている」のそうするグループ

の女性は 435 人であり、男性より女性の方

が多かった。年代別にみると、「鶏肉は調理

する前に洗う」のそうするグループは 20歳

代が最も多く 72 人であり、「お肉は中心部

まで加熱して食べるようにしている」のそ

うするグルプは 20 歳代が最も少なく 139

人だった。また、「栄養不足が気になるので、

健康食品を利用している」のそうするグル

ープについては 60 歳代（30 人）が最も少

なかった。 

 

（３）食品安全に関する知識について 

図５、図６に、食品安全に関する知識の

結果を男女別、年齢別に示した。 

「野菜による腸管出血性大腸菌食中毒が発

生している」の正答率は、20％程度(男性

22.8％、女性 18.4％)であり、「鳥刺しによ

るカンピロバクター食中毒が発生してい

る」の正答率は 50％(男性 48.2％、女性

52.2％)であった。「HACCPによる衛生手法

の考え方を導入していない飲食店がある」

の正答率は男性 10.6％、女性 4.8%と最も低

かった。また、年代別の正答率を見ると、

「HACCP による衛生管理手法の考え方を

導入していない飲食店がある」の正答率は

20歳代で 13.5％、60歳代で 4.0％と年代が

高いほど低い傾向にあり、「賞味期限は食品

の安全性を判断するための者である」の正

答率は 20歳代で 32.0%と最も低かった。 

 

（４）HACCP による衛生管理手法に関す

る知識と経験について 

表 5 に HACCP による衛生管理手法に関

する知識と経験を示した。 

HACCPによる衛生管理について、「聞いた

ことがない」、「聞いたことはあるが内容は

知らない」は合計で 86.7%であり、「内容は

知っている」、「HACCP プランに沿って仕

事をしたことがある」、「HACCP プランを

作成したことがある」の合計は 13.3%であ

った。 

 

（５）食中毒の有無について 

食中毒経験の有無について、表 6，7，8

に示した。 

昨年 1 年間で、食中毒症状を示したこと

のある経験回答者は 73 人あり、うち「必ず

医療機関を受診した」、「医療機関を受診し
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たこともあった」の合計は 54 人、医療機関

での検便検査については「必ず医療機関で

検便を実施した」と「医療機関で検便県を

実施たこともあった」の合計は 44 人であっ

た。 

 

（６）鳥刺しの食行動について 

図７に鳥刺しの食行動について、男女別、

年齢別、地域別に示した。 

食べないという方の割合は、性別で見る

と女性(78.9％)が男性(64.4％)と低く、年代

別で見ると 60歳代(84.0％)と最も高かった。

地域別では、関西(63.5％)、中国・四国・九

州・沖縄（62.5%）より、北海道・東北(84%)、

関東(75.5％)、中部・北陸(78%)が低い傾向

を示した。また、HACCP の知識・経験と

鳥刺しの食行動についてみると、「聞いたこ

とがない」、「聞いたことはあるが内容は知

らない」のグループでは食べないの合計は

76.1％であり、「内容は知っている」、

「HACCP プランに沿って仕事をしたこと

がある」、「HACCP プランを作成したこと

がある」の合計は 45.8％であった(表 9)。 

また、国が示したガイドラインに従って

衛生的に製造されていることが表示されて

いる場合に、いくらまでなら鳥刺しを買っ

ても良いと思うかについて、「通常価格の５

０％ならば半額、２００％ならば２倍で

す。」と提示したところ、「食べない」を選

択したグループで 31.6%が価格によっては

購入する選択した。そのうち、通常の価格

よりも高い価格を選択したのは 4％であっ

た(図８)。 

 

（６）選択型コンジョイント分析について 

食中毒に関する情報を受けたグループで、

プラスの係数推定値を持つのは変数

HACCP(1.27)、マイナスの係数推定値を持

つのは変数価格(-0.00029)、変数距離の提示

(-0.04044)であり(p≦0.05)。HACCPによる

衛生管理を提示している飲食店を選択する

方が提示していない飲食店を選択するより

も消費者の効用は高くなるという結果であ

った。また、価格が低く、駅からの近いほ

ど消費者に望ましいという結果が得られた。

なお、HACCP による衛生管理を実施して

いることを提示することに対する消費者の

評価額は 4,368.7 円であり、消費者にとっ

て 4,368.7 円経済的価値が上がるという結

果だった(表 10)。 

食中毒に関する情報を受けていないグル

ープで、プラスの係数推定値を持つのは変

数 HACCP(1.111)、マイナスの係数推定値

を持つのは変数価格(-0.00031)、変数距離の

提示(-0.03926)であり(p≦0.05)。HACCP

による衛生管理を提示している飲食店を選

択する方が提示していない飲食店を選択す

るよりも消費者の効用は高くなるという結

果であった。また、価格が低く、駅からの

近いほど消費者に望ましいという結果が得

られた。なお、HACCP による衛生管理を

実施していることを提示することに対する

消費者の評価額は 3,597.7 円であり、消費

者にとって 3,597.7 円経済的価値が上がる
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という結果だった(表 11)。 

HACCP の知識・経験が高い回答者の確

定効用の推定値をみると、プラスの係数推

定値を持つのは変数HACCP(0.4126)、マイ

ナスの係数推定値を持つのは変数価格

(-0.0003)、変数距離(-0.04007)の提示であり

(p≦0.05)。HACCP による衛生管理を提示

している飲食店を選択する方が提示してい

ない飲食店を選択するよりも消費者の効用

は高くなるという結果であった。また、価

格が低く、駅からの近いほど消費者に望ま

しいという結果が得られた。なお、HACCP

による衛生管理を実施していることを提示

することに対する消費者の評価額は

1,374.8円であり、消費者にとって 1,374.8

円経済的価値があがるという結果だった

(表 12)。 

HACCP の知識・経験が高い回答者の確

定 効 用 の 推 定 値 を み る と 、 変 数

HACCP(-0.4126)、変数価格(-0.0003)、変

数距離(-0.04007)がすべてマイナスの係数

推定値であった(p≦0.05)。HACCP による

衛生管理を提示している飲食店を選択する

方が提示していない飲食店を選択するより

も消費者の効用は低くなるという結果であ

った。また、価格が低く、駅からの近いほ

ど消費者に望ましいという結果が得られた。

なお、HACCP による衛生管理を実施して

いることを提示することに対する消費者の

評価額は 137.4 円であり、消費者にとって

137.4 円経済的価値が下がるという結果だ

った。(表 13) 

 

令和 7年度 

１．医科レセプトデータを用いた食品由来

感染症の特徴について 

(1)Salmonella SPP.(表１)について 

・性別による違いをみると、各年とも女性

の患者数が多い傾向にあるが有意な差は認

めらなかった。 

・年齢による違いでは、各年とも 0-9 歳で

患者数が多く、いったん減少するものの、

20-24で増加する傾向が認められた。 

(2)Campylobacter Jejuni/coli(表２)とギラ

ンバレー症候群(表６)について 

・各年ともに女性よりも男性の患者数が有

意に高かった（p<0.05）。 

・年齢による違いでは、5歳から 14歳にか

けて上昇傾向にあるが、15-19 で減少し、

20-24歳で増加し、のちは減少した。一方、

ギランバレー症候群については、各年ども

に、年齢が上昇すると患者数が増加する傾

向が示された。 

・ギランバレー症候群の各年の患者数の増

減はカンピロバクター腸炎患者数の変動と

同様の動きをしていた。 

(3)enterohemorrhagic Escherichia coli(表
３)について 

・各年とも女性の患者数が多いが、有意差

(p<0.05)が認めれたのは 2021 年のみであ

った。 

・年齢による違いをみると、各年とも 0-9

歳が最も多く、いったん減少するものの、

20-24歳で増加し、80歳以上で再び増加し
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た。 

 

(4)Norvirus(表４)について 

・各年ともに女性の患者数が多い傾向には

あるが、有意差(p<0.05)は認められなかっ

た。 

・年齢の違いをみると、0-4歳が最も多く、

その後減少し、80歳以上で緩やかな上昇を

認めた。 

(6)ロタウイルス感染症(表 5)について 

・男性の患者数が多い傾向にあるが、有意

差(p<0.05)は認めらなかった。 

・0-4歳が最も多く、その後減少しているこ

とを認めた。 

・2020 年に 0-4 歳の患者数は、2021 年の

約 10%に減少した。 

 

２．医療機関における検査実施率について 

(1) Salmonella SPP.について 

2023 年に疑い事例で報告されている患者

数は、3,328 人であった。真正患者として

の登録は 5,993 人であったことから、仮に、

疑い事例では検査を実施していなかったと

仮定すると、医療機関での検査率は 64.3%

であった。 

(2) Campylobacter Jejuni/coliについて 

2023 年に疑い事例で報告されている患者

数は、15,872 人であった。真正患者として

の登録は 23,105 人であったことから、仮に、

疑い事例では検査を実施していなかったと

仮定すると、医療機関での検査率は 59.3%

であった。 

 
C-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
 （1）諸外国での取り組みの調査 
基本コンセプトとしては、Portney and 
Harrington (1987) で述べられている以下

の定義を中心に検討が進められていること

が明らかとなった。 
 
WTP (Willingness to Pay, 顧客が製品・サ

ービスに対して支払いたいと思う最大の金

額） = , (reduce risk of illness) 
 =  medical treatment cost 
  + lost productivity 
       +  (reduce risk of pain 
and suffering) 
       +  (reduce risk of death) 
        -  (individual 
expenditures on avoidance) 
この数式の概念を解釈すると、 
・医療費コスト 
・療養中に損失する時間価値 
・苦痛を緩和するための支払意欲 
これらの総和のコストで食中毒被害を評価

しようとする試みである。 
 この取り組みに基づいて、米国では米国

農務省経済研究所が被害実態推定を報告し

ている（図 1）。これによるとサルモネラに

よる損失額が最も大きいことが示されてお

り、このような情報をもとに、優先すべき

対策案を打ち出している。 
 

FSREWG) と International Social 
Science Liaison Group (ISSLG) の合同

会議では、表 1 に示すように、経済的な観
点から食中毒の被害・影響を推定する様々
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な試みがなされていた。なかでも米国から

の発表の中心は様々な法的な規制と、経済

的なメリット、デメリットの議論であり、

どのような規制がどの程度の経済効果をも

たらす、あるいは損失を生むのか、といっ

た観点での議論が中心であった。また、米

国での被害実態の多いサルモネラに対する

影響評価や、生野菜摂取に由来する食中毒

被害の経済的な影響を議論する内容が多か

った。 
 しかし、基本コンセプトとしては前述の

とおり、総和のコストで食中毒被害を評価

しようとする試みである。一例として、シ

ンガポールでの取組み試算結果を見ると、

サルモネラ食中毒による被害損失額が最も

大きなものと推計されていた。この結果は

米国での試算結果とも合致するものであっ

た（損失の金額自体は異なる）。 
 
 
（2）DALYs 算出過程に注目した評価手法
の開発 
 2023 年度の情報を用いると、日本人 １
人あたり 1 年間での労働生産性(USD）は
$ 92,663 である。OECD 加盟 38 カ国中 
32位の順位である。カンピロバクター食中

毒によって、医療機関を受診した場合の平

均的治療期間は 0.027 年で、障害の重みづ

けとしては 0.393 が推定されている。これ

らの情報から以下のように労働生産性の損

失額が推定できる。 
 
労働生産性の損失 =   
$ 92,663 × 0.027 × 0.393 ＝ $983 /人 
 
いま、推計患者数 157,597 人 であれば（こ

れらが全員労働人口かは不明だが）、 
 
労働生産性の損失（日本全体）=  
157,597 人×$983 /人＝ $154,956,792 
 

〜¥24,793,086,738 
(1USD@¥160)  

  
と推定され、医療機関を受診したカンピロ

バクター食中毒患者だけに絞っても 200億
円以上もの労働生産性の損失がもたらされ

ていることが示しされた。この推定された

生産性の損失額は、米国農務省が 2018年に
報告している 193億円の生産性損失額と同

等であり、一定の妥当性があるものと考え

られる。 
 カンピロバクター食中毒による被害とし

ては、医療機関受診以外にも、医療機関未

受診、ギランバレー症候群(軽症）、ギラン

バレー症候群(重症)、反応性関節炎、過敏性

腸症候群などの症状についても同様に

YLDが算出されていることから、労働生産

性の損失額を推計することができる。すべ

ての症例の合計の労働生産性損失額は年間

で 1800億円にものぼるものと、推計された
（図 2）。 
 
D. 考察 
 
D-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
 宮城県の臨床検査機関のデータからの食

品由来下痢症疾患実患者数の推定では、

2005～2023年の 19年間を通じて、推定食

品由来下痢症患者数は食中毒統計や病原微
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生物検出情報での報告数より大幅に多いこ

とが確認された。また推定食品由来下痢症

患者数と食中毒患者報告数の経年変化が互

いに連動しているとは必ずしも言えないこ

とから、現行の食中毒および病原微生物に

関する報告システムによって食品由来下痢

症の実患者数を正確に把握し、経年変動等

を評価することは困難であることが示唆さ

れた。より正確な患者数を把握するための

補完システムとしてアクティブサーベイラ

ンスシステムの構築およびその活用が必要

であり、そのアクティブサーベイランスシ

ステムにおいて最も重要なことは継続性で

あると考えられた。 
 2011 年からは全国を対象としている民

間検査会社（年によって会社数は異なる）

から 2006 年以降の全国の菌検出データを

収集し、これをもとに全国の食品由来下痢

症疾患実患者数の推定も行っている。宮城

県の場合と同様、2006～2023年の調査期間

を通じて推定食品由来下痢症患者数は食中

毒統計や病原微生物検出情報での報告数よ

り大幅に多いことが確認された。また 18年
間の推定結果を検討した結果、宮城県の場

合と同様、推定食品由来下痢症患者数と食

中毒患者報告数の経年変化は互いに連動し

ているとは言えないことが確認された。 
 全国データからの全国の食品由来下痢症

推定患者数は、宮城県データからの人口比

による全 国推定結果と比較して、

Campylobacter で は 5.2 ～ 10.6 倍 、

Salmonella では 5.6～ 23.0 倍、Vibrio 
parahaemolyticusでは 3.5～18.7倍の違い
があった。宮城県と全国とで下痢症疾患有

病率に大きな差は認められないことから、

この違いはそれぞれの推定に用いた検査機

関（会社）住民カバー率、医療機関受診率、

検便実施率などにより生じたと考えられる。

また、宮城県データからの全国推定には人

口比による補正というステップが加わって

おり、このことも推定結果の違いに寄与し

ている可能性がある。 
住民カバー率の推定の方法は、宮城県の検

査機関と全国を対象とする民間検査会社と

で異なっている（前者は専門家の意見、後

者は EHEC O157や EHECの検出数）。ま

た受診率、検便実施率の推定は、宮城県の

場合、2006年と 2007年に行われた電話住
民調査の結果にもとづいており、これに対

し全国の場合は 2009 年、2014 年、2016
年に行われた調査にもとづいている。2006
～2007 年と 2009～2014 年さらには 2016
年との間に有症者の医療機関受診行動や医

師の検便実施行動に変化が起きている可能

性も考えられる。以上のような種々の係数

の全国と宮城県における違いが、推定結果

の違いをもたらしている可能性がある。 
 今回の食品由来下痢症患者数推定におい

て、宮城県の協力検査機関については専門

家からの情報で住民カバー率を推定した。

しかし専門家の情報には不確定な要素が含

まれている可能性がある。宮城県の協力検

査機関の住民カバー率の推定に EHEC 検

出数による手法を試みたが検出数が少ない

ためにカバー率の年ごとのばらつきが大き

くなり、推定に用いるのは現実的ではない

と考えられた。全国を対象とした民間検査

会社の場合は EHEC O157（または EHEC）
の検出数が宮城県の場合より大幅に多いた

め、推定結果の年ごとのばらつきは宮城県

の場合より小さいと考えられる。しかし特

定地域において EHEC O157（または
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EHEC）による大規模アウトブレイクが発

生した場合はカバー率の推定に影響が出る

ことが予想されることに注意が必要である。

複数年にわたるアクティブサーベイランス

によりカバー率を把握することでその影響

を少なくすることが可能であると考えられ、

今後も継続したアクティブサーベイランス

が必要である。 
 本研究では食品由来下痢症の患者数は米

国における研究成果を適用し、各菌の食品

由来感染の割合を Campylobacterは 80%、
Salmonella は 95% 、 Vibrio 
parahaemolyticus は 65%と仮定して推定
したが、米国と日本の食習慣の違い等から、

今回適用した値が妥当であるかは今後の検

討課題である。日本においては米国と比較

して生食が多いことから、日本における上

記 3 菌の食品由来感染の割合は米国よりも

高い可能性がある。 
 米国における 3 菌の食品由来患者数の推

定において最新データである 2019 年の人

口 10 万 人 あ た り の 推 定 患 者 数 は

Campylobacter 550 人、Salmonellaは 376
人とされており、ノロウイルスについでこ

の 2 菌の患者が多いと推定されている

（ Scallan et al.）。米国の研 究では

Campylobacter 推定患者数が Salmonella
推定患者数の約 1.5 倍であるが、本研究の

日本の推定結果では約 4.7～5.4倍となって
いることから、日本の Campylobacter 感染

において原因食品として多く報告される加

熱不十分な鶏肉の喫食等、米国と日本にお

ける食習慣の違いが影響していることが示

唆される。 

 食中毒に対する各種対策等の検討および

その効果の評価を行なうためには継続した

定量的な実患者数の把握が必要であり、本

研究での推定値は不確実性が大きい要素等

が含まれた推定値ではあるものの、実患者

数の幅を科学的に推定することができ、そ

の推定結果から、実患者数が報告数より大

幅に多い可能性が定量的、かつ複数年度に

ついて示すことができた点が重要であると

考える。 
 
D-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
本研究により、ノロウイルス等による食

品媒介感染症の被害実態を把握するために

は、食中毒統計、感染症発生動向調査、集

団感染事例情報を単独で用いるのではなく、

それぞれの長所と制約を踏まえて組み合わ

せる必要があることが明らかとなった。 

令和 5 年度の協力自治体 A における検討

では、行政的に食中毒と認定された事例は

少なかったが、食中毒疑い事例を含めると

一定の割合が認められた。このことは、食

中毒統計のみでは食品媒介の可能性を過小

評価する可能性を示している。一方で、ノ

ロウイルスでは、食品由来だけでなく、嘔

吐物や環境汚染等を契機とした一点曝露も

起こり得るため、流行曲線のみで食品由来

と判断することには限界がある。 

令和 6 年度の協力自治体 B における検討

では、感染性胃腸炎の定点報告数と集団感

染報告数との関連が示され、定点報告の増

加時期に保育所・幼稚園等へ注意喚起を行

うことが、集団感染予防に資する可能性が

示唆された。また、学校等欠席者・感染症

情報システム等を併用することで、能動的

な集団感染探知につながる可能性がある。
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感染症事例：食中毒事例比 4：1という整理

は、食品寄与割合を推定する上での基礎情

報となるが、事例の突合が困難であったこ

とから、解釈には制限がある。 

令和 7 年度の検討では、患者数推計に加

えて、死亡、入院、未受診例、休業・欠席

等を含めた疾病負荷評価へ発展させる方向

性を整理した。これは、食品衛生行政にお

ける予防策の優先順位付け、リスクコミュ

ニケーション、将来的なワクチン導入時の

需要評価等に資する可能性がある。一方、

実装には、協力自治体及び医療機関にとっ

て負担の少ない情報収集項目の設定、食品

検査実施の現実的な条件整理、インターネ

ット調査の妥当性検証が必要である。 

 
D-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
本研究では、広域に発生する主に細菌性

食品媒介感染症について、疫学情報と病原

体のゲノム情報を統合的に活用し、広域事

例の情報収集、リスク推定、疾病負荷評価

に資する方法を 3年間にわたり検討した。 
初年度の検討では、広域食品媒介感染症

において、分子タイピング情報または病原

体のゲノム情報のみでは原因食品や感染源

の推定には不十分であり、曝露歴、行動歴、

臨床情報などの疫学情報を迅速かつ標準化

された形で収集することが重要であること

が示された。共通化した疫学調査票は、複

数自治体から同一形式の情報を得る点で有

用であり、迅速性の面でも利点があった。

一方で、収集された情報を解析可能な形に

整理するためには、データ集約および構造

化の効率化が必要であった。米国における

NORS、REDCap、レシート情報の活用、

情報提供方法の検討などは、国内における

広域食品媒介感染症対策を検討する上で参

考になると考えられた。 
2 年目の検討では、MLVA 法により同一

分子タイプとされた EHEC O157VT1VT2
症例を対象に、SCCS法による IRR算出を
試行した。従来、食品媒介感染症のリスク

評価には、症例対照研究や後ろ向きコホー

ト研究など、比較群を設定した調査デザイ

ンが用いられてきた。しかし、広域事例で

は、比較群の設定に時間、費用、マンパワ

ーを要し、迅速な評価が困難となる場合が

ある。SCCS 法は症例のみを用いてリスク

推定を行う方法であり、曝露日および発症

日が把握可能で、前提条件を満たす曝露因

子であれば、広域食品媒介感染症における

リスク推定に応用できる可能性がある。本

研究では、焼肉店利用を曝露因子とした解

析において IRR 32.0が得られ、記述疫学の

結果とも一貫性がみられた。このことから、

症例のみの疫学情報を用いた SCCS法によ
るリスク推定の実施可能性が示された。 

3 年目の検討では、SCCS 法により得ら
れた IRRを用いて、疾病負荷指標の一つで

ある ARPを算出した。IRR 32.0に基づく
ARPは 96.9％であり、SCCS法の前提条件
を満たす曝露因子であれば、相対的な疾病

負荷評価に応用できる可能性が示された。

この点は比較群の設定が困難な広域食品媒

介感染症事例において、公衆衛生上の負荷

を検討するための選択肢となり得る。 
一方で、SCCS 法にはいくつかの限界が
ある。第一に、SCCS 法は相対指標である

IRR を推定する方法であり、絶対リスクや

発症数の増加を直接評価することはできな
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い。そのため、疾病負荷をより具体的に評

価するためには、コホート研究、サーベイ

ランスデータ、背景発生率、リスク差など

の情報を併用する必要がある[6‒ 8]。第二

に、SCCS 法は曝露因子の特性に大きく依

存する。焼肉店の利用のように、曝露時点

が比較的明確で、発症後の曝露行動変化の

影響が限定的と考えられる場合には適用可

能性がある。一方で、個別食品や食材を曝

露因子とした場合には、曝露時点や曝露期

間の把握が困難であり、さらに発症後に当

該食品を避ける行動が生じる可能性がある

ため、前提条件を満たさない場合がある。

第三に、広域事例では症例数が限られるこ

とが多く、疫学情報の欠測や曝露日の不確

実性が解析結果に影響する可能性がある。 
本研究の意義は、広域食品媒介感染症に

おいて、疫学情報と病原体のゲノム情報を

統合し、さらに SCCS法を用いたリスク推

定および ARP 算出へと接続する一連の方

法を検討した点にある。これにより、従来

の比較群を設定した調査デザインが困難な

場合であっても、一定の条件下では症例の

みの情報からリスク推定および疾病負荷の

相対的評価を行える可能性が示された。 
今後は、広域食品媒介感染症における疫

学情報の標準化、構造化、迅速なデータ集

約体制の構築が必要である。また、SCCS
法を適用可能な曝露因子と適用困難な曝露

因子を整理し、前提条件を満たさない場合

の補正方法や感度分析についても検討する

必要がある。さらに、SCCS 法により得ら
れた IRR や ARP を、サーベイランスデー

タやコホート研究等から得られる発生率・

リスク差と組み合わせることで、より実践

的な疾病負荷評価につなげることが重要で

ある。 

 
D-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 
（C-4.に含む。） 
 
D-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 

令和 5年度 

欧米食では、全ゲノムシークエンシング

法（WGS法）が導入され、食品由来感染疾

患のアウトブレイクの調査が行われている。

日本においても国立感染症研究所などにお

いてWGS法による解析は可能であり、 食

品由来疾患サーベイランスのための分子生

物学的サブタイピング国際ネットワーク

(PulseNet International) にも参画して

いるが、多くの食品を輸入している日本に

おいても、通常の調査・監視業務において

WGS 法による検査を可能にすることによ

り食品由来感染症対応を強化することがで

きると考える。 

安全な食品を提供するための方策に関す

る費用対効果分析結果は、食品等事業者に

おける食品安全対策の強化のインセンティ

ブを高める要素の一つと考える。例えば、

食品等事業者の HACCPへの取り組み強化

のインセンティブを高めるには、費用対効

果分析は有効に活用できると考える。 

食品の安全性に関し、それぞれの利害関

係者は異なる優先傾向を持つ。つまり、特

定の管理手段について、消費者と食品等事

業者(生産者、製造者、小売店など)は異なる
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優先傾向を持つ可能性がある。透明性のあ

る政策決定と利害関係者間の議論を促進す

るために、①疾病負荷、市場への影響、予

防と管理に関連するコストなどの経済的側

面、②管理手段の使用/実施の容易さなどの

技術的側面、および③管理手段に対する消

費者の意向などの社会的側面からの様々な

分析を行い、その分析結果を考慮すること

は食品の安全性を保証するための効果的な

予防・管理・モニタリングプログラムの設

計、および関連する政策立案における透明

性を高めると考える。 

 

令和 6年度 

１．食品由来感染症の実被害患者の推計に

ついて、 

食品由来感染症の実被害患者数を推計し

た結果と、食中毒統計 7)による食中毒患者

数（参考２）及び感染症情報 4)による腸管

出血性大腸菌感染症の患者数（参考３）を

比 較 す る と 、 enterohemorrhagic 
Escherichia coli 、 Campylobacter 
Jejuni/coli 、 Salmonella SPP. 、 Vibrio 
Parahaemolyticus 及び Norvirus の推計

患者数は食中毒統計や感染症情報の患者数

よりも多く、食中毒統計では把握すること

ができない食品由来感染症患者がいること

が示されたが、Clostridium Perfringensに
よる食品由来感染症患者数は、食中毒統計

の方が多く、Clostridium Perfringensの感

染者の多くは医療機関を受診しないことが

推定された。   

また、Listeria spp.による食中毒事例の

報告はないが、医科レセプトデータでは

Listeria spp.感染症患者の報告が確認され

た。Listeria spp.による感染症の感染経路

は明らかになっていないが、海外の状況を

踏まえれば食品媒介である可能性が非常に

高いと考えるのが妥当であり 8)、食中毒事

件として取り上げられていない事例がある

ことが示唆された。厚生労働省のリステリ

ア・モノサイトゲネスに関する Q＆A9)に示

されているように、リステリア・モノサイ

トゲネスは、動物の腸管内や環境中に広く

分布している通性嫌気性芽胞非形成グラム

陽性の短桿菌であり、4℃以下の低温や

12％食塩濃度下でも増殖できるため、喫食

前に加熱を要さない調理済み食品で比較的

長期間低温保存する食品（例えば乳製品や

食肉加工品など）が食中毒の主な原因とな

る。健康な成人の場合は、非常に高度

（106cfu/g）に汚染された食品を喫食するこ

とにより発症する可能性があり、高齢者や

免疫機能が低下している人はより少ない菌

量でも発症することがあり、髄膜炎や敗血

症等の重篤な症状に陥ることもある。また、

妊婦の場合、母体が重篤な症状になること

はまれであるが、胎児・新生児に感染によ

る影響が出ることがあるので、食品衛生管

理の徹底により汚染を防ぐことが重要であ

る。 

コロナウイルス感染症対応が強化された

2020年と 2021年、2022年とその前後年の

患者数の発生状況をみると、ノロウイルス
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による食品由来感染症患者数は明らかに少

ないが、そのほかの病原体による食品由来

感染者数については大きな変化は確認され

なかった。 

 

２．消費者の食品安全意識や知識の活用手

法について 

食品安全に関する意識については、性別

による大きな違いは確認されなかったが、

「輸入食品より、国産の食品の方が安全だ

と思う。」については女性の方が男性より、

また、年齢層が高くなるほど、「どちらかと

いうとそう思う」「そう思う」「強くそう思

う」を選択する傾向が確認された。 

令和 5 年の食品安全委員会の食品安全モ

ニター調査 10)で示されているいわゆる健康

食品について「とても不安に感じる」「ある

程度不安に感じる」は 63.6%であったが、

本調査においても、、「栄養不足が気になる

ので、健康食品を利用している」について

は、「いつもそうする」、「普段はそうする」

「半々くらいそうする」(以下、「そうする

グループ」とする)の割合が最も少なかった。

本調査のみでは過去の傾向と比較はできな

いが、2024年度に発生した紅麹サプリの食

品安全問題が影響していることが示唆され

た。「鶏肉は調理する前に洗う」「肉を切っ

たまな板で、サラダ用（生食用）の野菜や

果物は切らない」「要冷蔵・冷凍の食品を購

入したら、できるだけ急いで帰宅し冷蔵庫

に保存する」「お肉は中心部まで十分に加熱

して食べるようにしている」などの回答状

況から、調理に従事しているほど食中毒予

防行動をとっていることが示唆された。 

 

食品安全に関する知識については、

HACCP による衛生管理手法は 2021 年 6

月に完全施行されたが、「HACCPによる衛

生管理手法の考え方を導入していない飲食

店がある」の正答率は 20 歳代で 13.5％が

最も高く、全体的に低かった。1000名の回

答者のうち、HACCP による衛生管理につ

いて、「聞いたことがない」、「聞いたことは

あるが内容は知らない」は合計で 86.7%で

あり、消費者に食品衛生管理が強化された

ことが周知されていないことが示唆された。 

 食中毒の有無については、昨年 1 年間で

食中毒症状を示したことのある経験回答者

は 73 人のうち、「必ず医療機関を受診した」、

「医療機関を受診したこともあった」の合

計は 54 人、医療機関での検便検査について

は「必ず医療機関で検便を実施した」と「医

療機関で検便県を実施たこともあった」の

合計は 44 人であった。食中毒症状があって

も医療機関を受診しないことがあり、医療

機関で検便検査を実施しないことがあるこ

とを前提に食品由来疾患の実被害患者を推

計しているが、本調査においてもその実態

が確認された。 

鳥刺しの食行動については、性別、年代

別にある一定の割合は食していることが確

認された。地域については、関西、中国・

四国・九州・沖縄の方が、北海道・東北、

関東、中部・北陸よりも食している割合が
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高いことが確認された。また、国が示した

ガイドラインに従って衛生的に製造されて

いることが表示されている場合、「食べな

い」を選択していた回答者のうち、購入す

ると食行動を変化する回答者がいることが

確認された。このことは、衛生的な処理が

食行動に影響を及ぼしていることを示唆し

ている。 

選択型コンジョイント分析結果より、食

中毒情報を提供していても、していなくて

も HACCPによる食品衛生管理を提示して

いる飲食店の確定効用が高かったが、確定

効用係数の推定値は食中毒情報を提供して

いる回答者の方が高く、限界支払意志額も

食中毒情報を提供している方が高く、消費

者の評価額は上がった。また、HACCP 知

識・経験の程度による HACCPによる衛生

管理を提示している飲食店の効用について

は、HACCP 知識・経験の程度の高いグル

ープではプラスであったが、HACCP 知

識・経験の程度の低いグループではマイナ

スであり、HACCP による衛生管理を提示

している飲食店は HACCPの知識・経験の

高い回答者にとって望ましいという結果が

得られた。このことから、HACCP による

衛生管理を消費者に周知することにより、

HACCP による食品衛生管理を徹底させて

いる飲食店が選択され、消費者の評価額が

高くなることを確認した。 

 

（まとめ） 

医科レセプトデータにより、食品由来感

染症の実被害患者数を推計することが可能

であることが確認された。しかしながら、

医科レセプトデータを用いた患者数の推計

では、医師の診断の際に、検便検査を実施

していることを前提としているが、消費者

のアンケート調査の結果からも示されたよ

うに、医療機関において検便検査を実施せ

ず診断をしている場合があることから、医

療機関での検便検査実施率も考慮した推計

を行う必要があると考える。 

消費者の食品安全に関する調査では、

HACCP による衛生管理に関する知識や経

験を有する消費者ほど、HACCP による衛

生管理を徹底している飲食店を選ぶことが

確認された。このことは、飲食店における

HACCP への取り組みを強化するためには、

消費者への HACCPによる食品衛生管理の

普及も重要であることを示唆していると考

える。 

 

令和 7年度 

１．医科レセプトデータを用いた食品由来

感染症の特徴について 

・サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌、ノ

ロウイルスは女性の患者が多い傾向にある

ことが確認され、カンピロバクター腸炎と

ロタウイルスは男性の患者が多いことが確

認された。これは、性別による感受性の違

いや食行動などが影響していると思われる。 

・サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌、ノ

ロウイルス、ロタウイルスは乳幼児及び高

齢者の患者が多い傾向があることが確認さ
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れた。これは、乳幼児及び高齢者の免疫機

能が一般成人に比べ十分に働かないという

ことが影響していることによるものである

と推察される。 

・カンピロバクター腸炎では、0-9歳及び高

齢者の患者数が少ない傾向にある。これは

カンピロバクター腸炎の原因となる食品を

摂取する食行動をとらないことに影響して

いるのではないかと推察される。 

・サルモネラ属菌、カンピロバクタ―腸炎、

腸管出血性大腸菌では 20-24 歳で増加する

傾向が認められた。これは、その原因とな

る食品を摂取する食行動が影響していると

推察される。 

・カンピロバクター腸炎との関連が指摘さ

れているギランバレー症候群の患者発生状

況を確認すると、カンピロバクター腸炎患

者数の増減と同様の傾向を占めていること

から、カンピロバクター腸炎患者数の減少

はギランバレー症候群の患者数の減少をも

たらすこと可能性があることが抽出された。 

・2020年から、ロタウイルスによる患者数

が激減している。これは、2020 年 10 月 1

日からロタウイルスワクチンが定期接種と

なったことが影響していると推察される。 

 

２．医療機関における検査実施率について 

・レセプトデータの真性患者と疑い患者の

割合から医療機関における検査実施率産出

の実行可能性を確認できた。 

 

（まとめ） 

食品に由来することが疑われる疾患につ

いて医科レセプトデータから、抽出したデ

ータについて性別・年齢別の特徴を解析は

食中毒統計での患者情報を保管することが

可能であることが確認できた。 

また、食品由来感染症発症後に発症する

続発性疾患に関する情報も医科レセプトデ

ータより入手することができることを確認

した。このことは、生涯調整生存年(DALYs)

の推計においても有用である。 

・レセプトデータの真性患者と疑い患者の

割合から求めた検査実施率は、サルモネラ

属菌で 64.8%、カンピロバクタ―腸炎で

59.3%と窪田らの電話調査による検便検査

実施率（8.0%から 14.8%）3)よりも、かな

り高い値であった。胃腸炎症状における医

療機関での検査実施状況については、医療

機関でのヒヤリングを実施することにより、

そのデータの精度を高める必要があること

が確認された。 
 
D-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
経済コストとして捉えようとする試みは、

リスク管理機関への政策提言には分かりや

すく使いやすい指標である。しかし、一方

で、医療費コストの算出方法が不明瞭であ

り、医療機関受診患者数から推定するのか、

さらには疾病別の治療費はどう見積もるの

か、といった課題が残るだけでなく、現実

的にそれらのデータが収集可能なのか、と

いった問題がある。また、療養中に損失す

る時間価値といった観点では個人レベルな

のか、国レベル（GDP等）なのか、といっ
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た課題がある。そして最も難しい部分とし

て、苦痛を緩和するための支払意欲、とい

った個人の気持ちに関わる部分の推計は極

めて難しいものである。 
したがって、研究として様々な仮定のも

と、種々の試算を行うこと自体に価値はあ

ると思われるが、現実的に実用的かどうか、

といった点では疑義がある。DALYsに代わ

る活用しやすい指標（計算導出過程が複雑）

とは言い難く、この世界的な流れに追随し

ても、本研究で目指す、新たな指標策定に

は到達し得ない。 
そこで、長年にわたり検討されてきてい

る DALYs そのものを否定せずに、その計

算導出過程に注目して、労働生産性の損失

と紐付ける手法を検討した。本手法では必

要な情報は OECD から毎年発表される労

働生産性情報と、疾病毎に推定されている

DALYsの導出過程で用いる YLDの値だけ
であり、複雑な計算過程は必要とせずに、

直感的に経済的損失を認識し得る。当然の

ことながら、推定の元となる YLDの導出過
程の透明性、妥当性といった部分に課題は

残るが、そこは本研究課題内で検討する内

容ではなく、あくまでも食中毒による被害

実態の一つの経済的指標の推定方法として

は、一定の有用性を持つものと考えられる。 
今後は、この推計手法によって導き出され

た金額の妥当性を検討する必要がある。 
 
E. 結論  
 
E-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
 

 宮城県および全国におけるアクティブサ

ーベイランスを複数年について行うことで、

下痢症患者の菌検出データを継続して収集

し、下痢症発生実態の概略およびその動向

の把握が可能となった。 
 宮 城 県 の 臨 床 検 査 機 関 で の

Campylobacter 、 Salmonella 、 Vibrio 
parahaemolyticusの年間検出数、検査機関

の住民カバー率、医療機関における検便実

施率、医療機関受診率等の各種データを組

み合わせることで、宮城県内での上記 3 菌
に起因する食品由来下痢症患者数の推定を

行い、さらにこれより全国の食品由来下痢

症の患者数を全国と宮城県の人口比を用い

て推定し、それらの結果を宮城県および全

国の食中毒患者報告数とそれぞれ比較した。

その結果、食中毒患者報告数よりも大幅に

多くの患者が存在している可能性が示唆さ

れた。全国レベルで、Campylobacterでは
約 210～970 倍、Salmonella では約 25～
330 倍、Vibrio parahaemolyticus では約
20～200 倍の患者が存在している可能性が

考えられた。また、20 年間（2005～2024
年）の各菌の推定患者数と報告患者数の経

年変化は互いに連動しているとは言えず、

食中毒統計の報告数だけで実患者数の変動

を把握することは難しいことが示唆された。 
 19 年間（2006～2024 年）の全国レベル

のアクティブサーベイランスデータから同

様に上記 3 菌に起因する全国の食品由来下

痢症実患者数を推定し全国の食中毒患者報

告数と比較したところ、Campylobacterで
は約 2,500～5,600 倍、Salmonella では約
580～3,000 倍、Vibrio parahaemolyticus
では約 220～3,350 倍の患者が存在してい

る可能性が示された。宮城県データからの
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全国推定と比較した場合は 3.5～23 倍程度
の違いであった。 
 今後も異なる規模や地域のデータからの

推定結果を比較することで、年ごとの推定

値の検証等に活用することが可能であると

考えられる。さらに宮城県以外の地域でも

アクティブサーベイランスを行い、宮城県

推定や全国推定と比較することによって地

域性等の検討がより詳細に可能になると考

えられる。また全国データについての住民

カバー率のより詳細な推定、全国でのより

大規模な電話住民調査による医療機関受診

率および検便実施率の推定等により精度を

向上させることも考えられる。 
 これらの結果から平常時から散発事例等

を含めたデータ収集を継続して行うアクテ

ィブサーベイランスシステムの有効性およ

びその必要性が強調された。このようなサ

ーベイランスシステムでは、菌の検出のみ

ならず、下痢症発生率（有病率）、医療機関

受診率および検便実施率等の情報も継続し

て調査を行なうことでアウトブレイク等の

特殊事例の影響を最小限にすることができ、

より現実に即した実態把握が可能となるこ

とが示唆される。また継続調査により各項

目の動向把握が可能となり、緊急事例の早

期発見につながる可能性がある。菌検出件

数を把握する検査機関データは、報告率等

の不確定要素が少なく、推定を行う上でよ

り直接的なデータであると考えられる。全

国の食品由来下痢症実患者数のより正確な

把握と地域性等の把握のために、より拡大

したアクティブサーベイランスを行なうこ

と、および各不確定要素の推定の精度向上

を図っていくことが重要であることが確認

された。 

 
E-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
3 年間の研究により、ノロウイルス等に

よるウイルス性食中毒疑い事例について、

感染症発生動向調査、集団感染事例、食中

毒事例を組み合わせた被害実態把握の基礎

的手法を検討した。令和 5 年度には協力自

治体 Aで食中毒疑い寄与割合 7.9％、令和 6

年度には協力自治体 B で感染症事例：食中

毒事例比 4：1を整理し、食品由来又は食中

毒疑い事例の外挿に資する情報を得た。令

和 7年度には、死亡、入院、外来、未受診、

休業・欠席等を含む疾病負荷ピラミッド作

成に向けた基礎的検討を行った。 

一方、食品検査の実施、感染症事例と食中

毒事例の突合、成人を含む全年齢推計、未

受診例及び経済的損失の把握には課題が残

った。特に令和 7 年度に予定したインター

ネット調査による補完は、調査設計及び倫

理審査等の準備に時間を要し、実施に至ら

なかった。今後は、協力自治体で実装可能

な最小限の情報収集項目を設定し、地域レ

ベルでの総合的疾病負荷評価と食品衛生行

政への活用に向けた手法の具体化が必要で

ある。 

 
E-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
本研究では、広域に発生する主に細菌性

食品媒介感染症について、疫学情報と病原

体のゲノム情報を統合した情報収集・解析

方法を検討した。 
初年度には、広域食品媒介感染症におけ
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る疫学情報収集方法を検討し、共通化した

疫学調査票による情報収集は迅速性の点で

有用である。一方、データ集約および解析

の効率化が課題であることを明らかにした。

また、米国におけるNORS、REDCap、レ
シート情報の活用、リスクコミュニケーシ

ョンの工夫など、広域事例対応に資する情

報収集・活用方法を整理した。 
2 年目には、MLVA 法により同一分子タ

イプとされた EHEC O157VT1VT2 症例を

対象に、SCCS法による IRR算出を試行し
た。焼肉店の利用を曝露因子とした解析で

は、IRR 32.0（95％信頼区間：12.5–82.1）
が得られ、症例のみの情報を用いたリスク

推定の実施可能性が示された。 
3 年目には、SCCS 法により推定された

IRRを用いて ARPを算出し、ARP 96.9％
（95％信頼区間：92.0–98.8％）が得られた。
これにより、SCCS 法の前提条件を満たす

曝露因子であれば、症例のみの情報を用い

て疾病負荷の相対的評価を行える可能性が

示された。一方で、SCCS 法は絶対リスク

を直接算出できないため、発症数の増加や

リスク差などを評価するためには、コホー

ト研究等から得られる発生率やリスク差を

併用する必要がある。また、個別食品・食

材を曝露因子とする場合には、曝露時点の

把握や発症後の曝露行動変化により、SCCS
法の前提条件を満たさない可能性がある。 

今後は広域食品媒介感染症における疫学情

報の標準化・構造化、迅速なデータ集約体

制の構築、SCCS 法の適用可能な曝露因子

の整理、絶対リスク評価のための他の調査

デザインとの組み合わせを検討する必要が

ある。 
 

E-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 
状態空間モデルを用いて、調理従事者のノ

ロウイルス検査データ、下水データ等から

ノロウイルスの年間感染者数、感染者数の

増減トレンドを推計した。 
限定されたデータの範囲ではあるが、患者

1 人に対して、推定感染者は 9 倍程度は存
在することが示唆された。 
また、河川二枚貝のモニタリングにより地

域の流行状況を探知することも可能である

ことが示唆された。 
具体的な感染者の実態推計を行うには、便

検査データが有用であることが示された。 

 
E-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 
（D-5に同じ） 
 
E-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
従来の評価指標である DALYs の導出計
算過程に着目して、日本国民の労働生産性 
と YLD を導出するための平均治療期間

（L）と障害の重み付（W）とを考慮して、
労働生産性の損失を導出する方法を考案し

た。 
 
E 全体 
 
本研究全体として WHO における被害実

態推定と連携し、当研究班において検討し

ている各種推定手法を検討することで、各

種データの整理およびそれぞれの特徴を把

握することができた。より効果的かつ一般

の人に理解がしやすい、同時に負担が少な
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い推定手法を今後も精査する必要が求めら

れた。さらに行政施策に具体的に効果的に

反映する指標や手段の検討をはじめ、蓄積

が進んでいる食中毒事件調査結果詳報をは

じめとする行政データベース情報の活用も

有効であることが確認された。引き続き各

種手法の精査により推定精度の向上に努め

る必要がある。 
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宮城県および全国における積極的食品由来感染症病原体 

サーベイランスならびに下痢症疾患の実態把握 
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田村 克   国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第二室 

 
研究要旨： 食中毒として報告されない散発発症患者を含めた食品由来胃腸炎疾

患の患者数を推定するため、宮城県の臨床検査機関の協力により、医療機関から

検査依頼された下痢症検便検体からの病原菌検出数に関するアクティブ（積極的）

サーベイランスを 2005 年から継続して行っている。宮城県における 2022～2024
年の病原菌検出状況の詳細解析および被害実態の推定を行った。臨床検査機関を

対象としたアクティブサーベイランスデータを用い、検査機関の住民カバー率、

および宮城県で以前に行った夏期および冬期の 2 回の電話住民調査の結果から求

めた検便実施率および医療機関受診率を推定モデルに導入することで、

Campylobacter、Salmonella、Vibrio parahaemolyticus の 3 菌について、モンテ

カルロシミュレーション法により宮城県における当該菌による食品由来下痢症実

患者数の推定を行なった。これらの推定値から、全国での当該菌による食品由来

下痢症患者の発生率が宮城県での発生率と同じであると仮定した時の全国の当該

菌による食品由来下痢症患者の数を推定した。2011 年からはさらに全国を対象と
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した民間検査会社 3 社から（2021 年より 2 社）全国についての 2006 年以降の病

原菌検出数データを収集している。本研究で 2022～2024 年 3 年連続でのデータ

を収集し、全国における食品由来下痢症実患者数の推定を行い、宮城県データか

らの全国推定値との比較を行った。 
 
Ａ. 研究目的 
 我が国では食品由来感染症の患者数は食

品衛生法および感染症法にもとづいて報告

されている。散発事例は食中毒事例として

報告されない場合が多く、そのため食中毒

統計等だけでは食品由来感染症・下痢症の

患者数が正確に把握されていないことが示

唆される。特に最近では広域散発事例によ

る被害も報告されており、食品衛生行政に

おける対策等の検討のためには、それらの

事例も含めた被害実態の全容を把握するこ

とが重要と考えられる。 
 米国では 1995 年以降、FoodNet（フー

ドネット）というアクティブ（積極的）サ

ーベイランスシステムが導入され、食品衛

生の各種対策及びその効果を検討するため

に食品由来感染症の実患者数の把握を継続

して行なっている。FoodNet は全米 10 州
の定点検査機関から病原体検出データを集

約して分析している。さらに電話住民調査

や検査機関調査等を継続して行い、各推定

段階に必要なデータを得ることで全体推定

を行なっている。このシステムで得られた

推定結果は患者数の多年度にわたる変動の

把握や各種行政施策の効果を検討する等、

食品衛生行政に活用されている。 
 日本においても患者数の全容把握のため

に同様のシステムが必要と考えられるが、

これまでに日本にはこうしたシステムが設

置されてこなかった。下痢症の発生動向や

実態把握のための基礎データを蓄積するこ

とは、食中毒行政における食中毒対策立案、

その効果の評価および各種リスク評価等に

きわめて重要と考えられる。こうしたこと

をふまえ、本研究等において 2005 年より

継続して宮城県においてアクティブサーベ

イランスを行い、これにより実患者数推定

を行い、その有効性を実証し、日本におけ

る FoodNet様システム構築の基礎とする

と同時に、そのようなシステムを日本に導

入する際に検討すべき特徴の把握を行って

きた。 
本年度は 2024 年のアクティブサーベイ

ランスを行った。（１）2005 年から継続し

ている宮城県におけるアクティブサーベイ

ランス、およびそれによる宮城県の被害実

態の推定を引き続き行った。また、（２）

2011 年からは民間検査会社 3 社（2021 年

より 2 社）の協力で全国についての病原菌

検出データを収集し、それらをもとに全国

における被害実態の推定を行っているが、

本年度もこれを継続し、これらの結果を上

記の宮城県データからの全国推定結果と比

較することで本研究における推定手法の妥

当性の検討を継続して行うこととした。 
 
Ｂ. 研究方法 
１．データ収集 
下痢症患者の原因病原体のアクティブサ

ーベイランスを行うために、宮城県内で医

療機関の医師が便検査を依頼している検査

機関に協力を依頼し、その機関からのデー

タ収集を継続して行っている。また 2011
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年からは民間検査会社 3 社（2021 年より 2
社）より全国の菌検出数データを収集して

いる。 
宮城県の有症者（定義は１−３参照）の医療

機関受診率および受診者の検便実施率は、

同県において以前に行った電話住民調査の

結果より推定された値を用いた。季節変動

を考慮して冬期（2006 年）だけでなく夏期

（2007 年）にも電話住民調査を行い、冬期

の結果と比較検討の上、統合したデータか

ら検便実施率および医療機関受診率を確率

分布に当てはめて推定した。 
１－１．宮城県の臨床検査機関からの同県

のデータの収集 
○協力検査機関 
・宮城県医師会健康センター 
・宮城県塩釜医師会臨床検査センター 

これら 2 機関での菌検出数を集計した。 
１－２．民間検査会社からの全国のデータ

の収集 
○協力検査会社 
・株式会社ミロクメディカルラボラトリー 
・株式会社ビー・エム・エル 
・株式会社 LSI メディエンス 
これらの検査会社での全国を対象とした

菌検出数データを集計した。 
 
１－３．全国および宮城県を対象とした急

性下痢症に関する電話住民調査 
 宮城県を対象とした急性下痢症に関する

冬期電話住民調査（2006 年 11 月 22 日～

12月 4日、約 1万人）および夏期電話住民

調査（2007 年 7月 14日～7月 27日、約 1
万 2 千人）、全国を対象とした急性下痢症

に関する冬期電話住民調査（2009 年 12月
5 日～12 月 24 日、全国約 1 万 2000 人）

および 2回の夏期電話住民調査（2014 年 7
月 11日～8月 3日、全国約 1万 3千人、

2016 年 7 月 22 日～8 月 23 日、全国約 2
万 3 千人）が行われ（表１）、その結果は

適宜報告されているが、ここでは以下に概

略を示しておく。 
 電話調査は全て共通の質問票および手順

にて行った。全国および宮城県内の一般家

庭をランダムに選択し、バイアスを減少さ

せるため、電話調査を行ったそれぞれの家

庭内で電話調査日以降に最も早く誕生日が

来る予定の人を対象として調査を行った。

電話調査日から遡って 1 カ月以内に血便、

24時間以内に 3回以上の下痢、もしくは嘔

吐があったという有症者条件を満たし、か

つ慢性胃腸疾患、飲酒、投薬、妊娠等の除

外条件がなかった人を有症者とした。 
 
２．データ集計・解析 
 検査機関（会社）からの病原菌検出デー

タ お よび電話調査 か ら の デ ー タは

Microsoft Excel を利用してコンピュータ

ーファイルに入力した。検査機関（会社）

データの個人情報は提供された時点で既に

切り離されており、提供データから個人を

特定することはできない。電話調査データ

は人数だけのデータであり個人情報は含ま

れていない。電話調査データは全国または

地域の年齢人口分布にもとづき補正し、集

計後に確率分布として推定モデルに導入し

た。推定モデルは@RISK ソフトウェア

（Palaside 社）上にて作成し、1万回の試

行を行った。 
 
３．宮城県における食品由来下痢症患者数

の推定 
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 宮城県における菌種ごとの食品由来下痢

症疾患被害推定のために、上記検査機関の

データから Campylobacter、Salmonella、
Vibrio parahaemolyticus の 3 菌の検出数

を抽出した。協力検査機関ではこれら 3 菌

に関しては、全ての検体で検査を行なって

いる。検出数に対し、検査機関の住民カバ

ー率による補正を行い、その結果を医療機

関における受診者の検便実施率、および下

痢症患者の医療機関受診率の推定値ととも

に推定モデルに導入することで宮城県での

各菌による推定患者数を算出した。検査機

関の住民カバー率は検査機関からの情報に

より 2 機関あわせて 52%と推定した。 
 検査機関菌検出データは 2024 年 1～12
月の新規データと 2005 年 1 月～2023 年

12月までの 19 年分の既報告データを用い

た。 
 検査機関における陽性検体からの菌検出

率は 100%と仮定した。さらに米国におけ

る研究（Mead et al., 1999）で、食品由来

感染の割合を Campylobacter は 80%、

Salmonella は 95% 、 Vibrio 
parahaemolyticus は 65%であるとそれぞ

れ推定していることから、これらの値を用

いて宮城県における各菌による食品由来下

痢症患者数を推定した。 
 
４．宮城県についての推定結果から全国に

おける食品由来下痢症患者数の推定 
 宮城県についての推定値より、全国での

当該菌による食品由来下痢症患者の発生率

が宮城県での発生率と同じであると仮定し

た時の全国の当該菌による食品由来下痢症

患者数を推定した。このために総務省統計

局の Web ページに掲載されている人口統

計データ（2010 年）を用いた。 
 
５．全国についての検出数データから全国

での食品由来下痢症患者数の推定 
 全国での菌種ごとの食品由来下痢症疾患

被害推定のために、全国を対象としている

民間検査会社 1～3 社の検査データから、

Campylobacter 、 Salmonella 、 Vibrio 
parahaemolyticus の 3 菌の検出数を抽出

し、菌ごとに年間の検出数を求めた。これ

に対し、検査会社の住民カバー率による補

正を行い、その結果を下痢症患者の医療機

関受診率および医療機関における受診者の

検便実施率および下痢症患者の医療機関受

信率の推定値とともに推定モデルに導入す

ることで各菌による推定患者数を算出した。 
 2006～2008 年については 1 社（ビー・

エム・エル）、2009 年および 2021～2024
年については 2 社（ビー・エム・エル、LSI
メディエンス）、2010～2020 年については

3 社（ミロクメディカルラボラトリー、ビ

ー・エム・エル、LSI メディエンス）の検

出数データを使用した。なお、2006～2023
年のデータは既発表のものである。 
各検査会社の住民カバー率は、各検査会

社の腸管出血性大腸菌（EHEC）（2009 年

および 2010 年の LSI メディエンス）もし

くは EHEC O157（ミロクメディカルラボ

ラトリー、ビー・エム・エル、2011 年以降

の LSI メディエンス）の検出数を厚生労働

省への全国届出数と比較し、その割合（検

出数／全国届出数）よりそれぞれの年度ご

とに推定した（表４）。 
医療機関受診率および検便実施率として

は、全国を対象として夏期に 2回実施され

た電話住民調査（2014 年 7～8 月、2016
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年 7～8 月）および冬期に実施された電話

住民調査（2009 年 12月）のデータを統合

し、その解析により得られた各推定値（図

１、２）を用いた。 
 各検査会社における陽性検体からの菌検

出率は 100%と仮定した。さらに宮城県の

場合と同様、Mead らの推定値を用いて全

国における各菌の食品由来下痢症患者数を

推定した。 
 
Ｃ. 研究結果 
 
食品由来下痢症疾患実患者数の推定 
２−１．宮城県でのアクティブサーベイラ

ンスデータからの食品由来下痢症疾患実

患者数の推定 
 Campylobacter 、 Salmonella 、 Vibrio 
parahaemolyticus の 3 菌に関して、食品

由来下痢症疾患の実患者数の推定を図３の

考え方に沿って実施した。 
 
 宮城県データから推定した全国における

下痢症の食品由来実患者数の平均値を推定

したところ、2022 年は、Campylobacter
が 661,084、Salmonella が 206,413 人、

Vibrio parahaemolyticus が 2,328 人であ
った（表３）。2023 年は、Campylobacter
が 444,548、Salmonella が 101,501 人、

Vibrio parahaemolyticusが 0人であった

（表３）。2024 年は、Campylobacter が
447,959、Salmonellaが 145,729人、Vibrio 
parahaemolyticusが 4,656人であった（表

３）。 
 
２−２．全国についてのアクティブサーベ

イランスデータからの全国の食品由来下

痢症疾患実患者数の推定 
 
全国データから推定された食品由来実患

者数の平均値は、2022年はCampylobacter
は 3,851,135人、Salmonellaは 1,146942,
人、Vibrio parahaemolyticus が 787,975
人 で あ っ た （ 表 ５ ）。 2023 年 は

Campylobacter は 2,797,912 人 、

Salmonella は 812,119 人 、 Vibrio 
parahaemolyticus が 13,022 人であった。

2024 年では Campylobacter は 2,431,346
人、Salmonella は 787,975 人、Vibrio 
parahaemolyticusが 8,947人であった。 
 日本全国（人口 1 億 2777 万人）の人口

10 万人あたりの食品由来患者数の推定さ

れた平均値は、2022 年は Campylobacter
が 3,021人、Salmonellaが 900人、Vibrio 
parahaemolyticus が 8 人であった。2023
年 は Campylobacter が 2,743 人 、

Salmonella が 671 人 、 Vibrio 
parahaemolyticus が 16 人であり、2024
年 は Campylobacter が 2,884 人 、

Salmonella が 651 人 、 Vibrio 
parahaemolyticusが 11人であった（表５）。 
 なお表５、６には 2006～2024 年の

Campylobacter 、 Salmonella 、 Vibrio 
parahaemolyticus の全国食中毒患者報告

数も示してある。 
 
Ｄ. 考察 
 宮城県の臨床検査機関のデータからの食

品由来下痢症疾患実患者数の推定では、

2005～2024 年の 20 年間を通じて、推定食

品由来下痢症患者数は食中毒統計や病原微

生物検出情報での報告数より大幅に多いこ

とが確認された。また推定食品由来下痢症
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患者数と食中毒患者報告数の経年変化が互

いに連動しているとは必ずしも言えないこ

とから、現行の食中毒および病原微生物に

関する報告システムによって食品由来下痢

症の実患者数を正確に把握し、経年変動等

を評価することは困難であることが示唆さ

れた。より正確な患者数を把握するための

補完システムとしてアクティブサーベイラ

ンスシステムの構築およびその活用が必要

であり、そのアクティブサーベイランスシ

ステムにおいて最も重要なことは継続性で

あると考えられた。 
 2011 年からは全国を対象としている民

間検査会社（年によって会社数は異なる）

から 2006 年以降の全国の菌検出データを

収集し、これをもとに全国の食品由来下痢

症疾患実患者数の推定も行っている。宮城

県の場合と同様、2006～2024 年の調査期

間を通じて推定食品由来下痢症患者数は食

中毒統計や病原微生物検出情報での報告数

より大幅に多いことが確認された。また 20
年間の推定結果を検討した結果、宮城県の

場合と同様、推定食品由来下痢症患者数と

食中毒患者報告数の経年変化は互いに連動

しているとは言えないことが確認された。 
 全国データからの全国の食品由来下痢症

推定患者数は、宮城県データからの人口比

に よ る 全 国 推 定結果と比較し て 、

Campylobacter で は 5.2 ～ 10.6 倍 、

Salmonella では 5.4～23.0 倍、Vibrio 
parahaemolyticusでは1.9～18.7倍の違い

があった（表６）。宮城県と全国とで下痢症

疾患有病率に大きな差は認められない（表

１）ことから、この違いはそれぞれの推定

に用いた検査機関（会社）住民カバー率、

医療機関受診率、検便実施率などにより生

じたと考えられる。住民カバー率の推定の

方法は、宮城県の検査機関と全国を対象と

する民間検査会社とで異なっている（前者

は専門家の意見、後者は EHEC O157 や
EHEC の検出数）。また受診率、検便率の

推定は、宮城県の場合、2006 年と 2007 年

に行われた電話住民調査の結果にもとづい

ており、これに対し全国の場合は2009年、

2014 年、2016 年に行われた調査にもとづ

いている。2006～2007 年と 2009～2014
年さらには 2016 年との間に有症者の医療

機関受診行動や医師の検便実施行動に変化

が起きている可能性も考えられる。以上の

ような種々の係数の全国と宮城県における

違いが、推定結果の違いをもたらしている

可能性がある。 
 今回の食品由来下痢症患者数推定におい

て、宮城県の検査機関については専門家か

らの情報で住民カバー率を推定した。しか

し専門家の情報には不確定な要素が含まれ

ている可能性がある。宮城県の検査機関の

住民カバー率の推定に EHEC 検出数によ

る手法を試みたが検出数が少ないためにカ

バー率の年ごとのばらつきが大きくなり、

推定に用いるのは現実的ではないと考えら

れた。全国を対象とした民間検査会社の場

合は EHEC O157（または EHEC）の検出

数が宮城県の場合より大幅に多いため、推

定結果の年ごとのばらつきは宮城県の場合

より小さいと考えられる。しかし特定地域

において EHEC O157（または EHEC）に

よる大規模アウトブレイクが発生した場合

はカバー率の推定に影響が出ることが予想

されることに注意が必要である。複数年に

わたるアクティブサーベイランスによりカ

バー率を把握することでその影響を少なく
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することが可能であると考えられ、今後も

継続したアクティブサーベイランスが必要

である。 
 本研究では食品由来下痢症の患者数は米

国における研究成果を適用し、各菌の食品

由来感染の割合をCampylobacterは 80%、

Salmonella は 95% 、 Vibrio 
parahaemolyticus は 65%と仮定して推定

したが、米国と日本の食習慣の違い等から、

今回適用した値が妥当であるかは今後の検

討課題である。日本においては米国と比較

して生食が多いことから、日本における上

記 3 菌の食品由来感染の割合は米国よりも

高い可能性がある。 
 米国における 3 菌の食品由来患者数の推

定において最新データである 2019 年の推

定患者数は Campylobacter 1,870,000人、

Salmonellaは 1,280,000人とされており、

ノロウイルスについでこの 2 菌の患者が多

いと推定されている（Elaine et al., 2025）。
米国の研究では Campylobacter 推定患者

数が Salmonella 推定患者数の約 1.5 倍で
あるが、本研究の推定結果では 4倍以上と

な っ て い る こ と か ら 、 日 本 の

Campylobacter 感染において原因食品と

して多く報告される加熱不十分な鶏肉の喫

食等、米国と日本における食習慣の違いが

影響していることが示唆される。 
 食中毒に対する各種対策等の検討および

その効果の評価を行なうためには継続した

定量的な実患者数の把握が必要であり、本

研究での推定値は不確実性が大きい要素等

が含まれた推定値ではあるものの、実患者

数の幅を科学的に推定することができ、そ

の推定結果から、実患者数が報告数より大

幅に多い可能性が定量的、かつ複数年度に

ついて示すことができた点が重要であると

考える。 
 
Ｅ. 結論 
 
 宮城県および全国におけるアクティブサ

ーベイランスを複数年について行うことで、

下痢症患者の菌検出データを継続して収集

し、下痢症発生実態の概略およびその動向

の把握が可能となった。 
 宮 城 県 の 臨 床 検 査 機 関 で の

Campylobacter 、 Salmonella 、 Vibrio 
parahaemolyticus の年間検出数、検査機

関の住民カバー率、医療機関における検便

実施率、医療機関受診率等の各種データを

組み合わせることで、宮城県内での上記 3
菌に起因する食品由来下痢症患者数の推定

を行い、さらにこれより全国の食品由来下

痢症の患者数を全国と宮城県の人口比を用

いて推定し、それらの結果を宮城県および

全国の食中毒患者報告数とそれぞれ比較し

た（表２、３）。その結果、食中毒患者報告

数よりも大幅に多くの患者が存在している

可能性が示唆された。全国レベルで、

Campylobacter では約 210～970 倍、

Salmonella では約 25～330 倍、Vibrio 
parahaemolyticus では約 20～200 倍の患

者が存在している可能性が考えられた。ま

た、20 年間（2005～2024 年）の各菌の推

定患者数と報告患者数の経年変化は互いに

連動しているとは言えず、食中毒統計の報

告数だけで実患者数の変動を把握すること

は難しいことが示唆された。 
 19 年間（2006～2024 年）の全国レベル

のアクティブサーベイランスデータから同

様に上記 3 菌に起因する全国の食品由来下
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痢症実患者数を推定し全国の食中毒患者報

告数と比較したところ、Campylobacterで
は約 2,500～5,600倍、Salmonellaでは約
580～3,000倍、Vibrio parahaemolyticus
では約 220～3,350 倍の患者が存在してい

る可能性が示された。宮城県データからの

全国推定と比較した場合は 1.9～23倍程度

の違いであった（表６）。 
 今後も異なる規模や地域のデータからの

推定結果を比較することで、年ごとの推定

値の検証等に活用することが可能であると

考えられる。さらに宮城県以外の地域でも

アクティブサーベイランスを行い、宮城県

推定や全国推定と比較することによって地

域性等の検討がより詳細に可能になると考

えられる。また全国データについての住民

カバー率のより詳細な推定、全国でのより

大規模な電話住民調査による医療機関受診

率および検便実施率の推定等により精度を

向上させることも考えられる。 
 これらの結果から平常時から散発事例等

を含めたデータ収集を継続して行うアクテ

ィブサーベイランスシステムの有効性およ

びその必要性が強調された。このようなサ

ーベイランスシステムでは、菌の検出のみ

ならず、下痢症発生率（有病率）、医療機関

受診率および検便実施率等の情報も継続し

て調査を行なうことでアウトブレイク等の

特殊事例の影響を最小限にすることができ、

より現実に即した実態把握が可能となるこ

とが示唆される。また継続調査により各項

目の動向把握が可能となり、緊急事例の早

期発見につながる可能性がある。菌検出件

数を把握する検査機関データは、報告率等

の不確定要素が少なく、推定を行う上でよ

り直接的なデータであると考えられる。全

国の食品由来下痢症実患者数のより正確な

把握と地域性等の把握のために、より拡大

したアクティブサーベイランスを行なうこ

と、および各不確定要素の推定の精度向上

を図っていくことが今後の検討課題である。 
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表１．全国における電話住民調査（2009 年冬、2014 年夏、2016 年夏） 
   と宮城県における電話住民調査（2006 年冬および 2007 年夏）の結果 
   （全て人口年齢分布補正前のデータ） 
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表２．宮城県における食品由来下痢症疾患の患者数推定結果とその食中毒患者報告数との

比較（2005～2024 年、シミュレーション試行回数：1万回、宮城県人口:236万人） 

 
※1 宮城県医師会健康センターおよび塩釜医師会臨床検査センターにおける検出数 
※2 米国での胃腸炎疾患における食品由来感染の割合（カンピロバクター80%、サルモネラ 95%、腸炎ビブリオ 65%）

を用いて算出（Mead et al., 1999） 
※3 食中毒患者報告数（宮城県）（厚生労働省食中毒統計、平成 17～令和 6 年食中毒発生状況） 
※4 620人は 1件のアウトブレイクにおける東日本 1都 7県での患者を宮城県がとりまとめて報告したもので、2007年の宮城
県の実際の腸炎ビブリオ患者報告数は 17人である。 

検出菌 年

※1

検出数

推定患者数（宮城県）

【平均値】

推定患者数（宮城県）
【10万人あたり】

※2推定食品由来患者数
（宮城県）

※3食中毒患者報告数
（宮城県）

カンピロバクター 2005 562 37,019 1,569 29,615 143

2006 550 36,238 1,536 28,990 109

2007 538 35,437 1,502 28,350 32

2008 468 30,786 1,305 24,629 33

2009 339 26,272 1,113 21,018 9

2010 354 23,291 987 18,633 25

2011 324 21,331 904 17,065 9

2012 262 17,256 731 13,805 52

2013 226 14,878 630 11,902 8

2014 252 16,600 703 13,280 32

2015 271 17,835 755 14,268 5

2016 282 18,548 786 14,838 7

2017 336 22,130 938 17,704 19

2018 315 20,738 879 16,591 5

2019 310 20,412 865 16,329 3

2020 307 20,206 856 16,165 0

2021 255 16,774 711 13,420 8

2022 232 15,265 647 12,212 5

2023 156 10,265 435 8,212 5

2024 157 10,344 438 8,275 14

サルモネラ 2005 78 5,134 218 4,877 12

2006 46 3,028 128 2,877 11

2007 46 3,028 128 2,877 25

2008 56 3,690 156 3,506 0

2009 33 2,169 92 2,061 23

2010 51 3,358 142 3,190 13

2011 23 1,515 64 1,439 0

2012 30 1,973 84 1,874 12

2013 33 2,174 92 2,065 0

2014 43 2,831 120 2,689 0

2015 41 2,698 114 2,563 0

2016 42 2,765 117 2,627 0

2017 40 2,634 112 2,503 0

2018 64 4,213 179 4,003 7

2018 48 3,161 134 3,003 10

2020 42 2,764 117 2,626 25

2021 33 2,171 92 2,062 0

2022 61 4,014 170 3,813 29

2023 30 1,974 84 1,875 9

2024 43 2,833 120 2,692 0

腸炎ビブリオ 2005 36 2,369 100 1,540 32

2006 27 1,778 75 1,156 0

2007 24 1,582 67 1,028 ※
4
627(17)

2008 8 527 22 343 37

2009 6 395 17 257 19

2010 15 988 42 642 16

2011 7 460 20 299 0

2012 3 197 8 128 1

2013 5 329 14 214 0

2014 4 263 11 171 0

2015 4 263 11 171 0

2016 2 132 6 86 0

2017 7 461 20 300 0

2018 3 198 8 128 0

2019 1 66 3 43 0

2020 1 66 3 43 0

2021 0 0 0 0 0

2022 1 66 3 43 0

2023 0 0 0 0 0

2024 2 132 6 86 0
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表３．宮城県データからの全国の食品由来下痢症実患者数の推定とその食中毒患者報告数

との比較（2005～2024 年、日本全国人口：1億 2777万人） 

 
（宮城県データ：宮城県医師会健康センターおよび塩釜医師会臨床検査センターにおける菌検出数） 
※ 食中毒患者報告数（全国）（厚生労働省食中毒統計資料、平成 17～令和 5 年食中毒発生状況） 

 

検出菌 年
推定食品由来患者数（宮城県
データを使用した全国推定） ※食中毒患者報告数（全国）

カンピロバクター 2005 1,603,178 3,439
2006 1,569,344 2,297
2007 1,534,698 2,396
2008 1,333,266 3,071
2009 1,137,788 2,206
2010 1,008,678 2,092
2011 923,796 2,341
2012 747,320 1,834
2013 644,303 1,551
2014 718,899 1,893
2015 772,384 2,089
2016 803,240 3,272
2017 958,388 2,315
2018 898,137 1,995
2019 883,954 1,937
2020 875,076 901
2021 726,478 764
2022 661,084 822
2023 444,548 2,089
2024 447,959 1,199

サルモネラ 2005 264,011 3,700
2006 155,743 2,053
2007 155,743 3,603
2008 189,794 2,551
2009 111,570 1,518
2010 172,687 2,476
2011 77,899 3,068
2012 101,447 670
2013 111,787 861
2014 145,566 440
2015 138,745 1,918
2016 142,210 704
2017 135,497 1,183
2018 216,698 640
2019 162,564 476
2020 142,156 861
2021 111,624 818
2022 206,413 698
2023 101,501 655
2024 145,729 384

腸炎ビブリオ 2005 83,366 2,301
2006 62,579 1,236
2007 55,650 1,278
2008 18,568 168
2009 13,912 280
2010 34,754 579
2011 16,186 87
2012 6,929 124
2013 11,585 164
2014 9,257 47
2015 9,257 224
2016 4,656 240
2017 16,240 97
2018 6,929 222
2019 2,328 0
2020 2,328 3
2021 0 0
2022 2,328 0
2023 0 9
2024 4,656 1
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表４．全国を対象とした民間検査会社の住民カバー率の推定（2006～2024 年） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 検査機関住⺠カバー率（合計）
2006 8.5%（1社）
2007 7.1%（1社）
2008 10.0%（1社）
2009 14.4%（2社）
2010 15.8%（3社）
2011 15.7%（3社）
2012 20.4%（3社）
2013 21%（3社）
2014 20.9%（3社）
2015 19.7%（3社）
2016 19.1%（3社）
2017 25.9%（3社）
2018 23.8%（3社）
2019 22.3%（3社）
2020 23.3%（3社）
2021 28.8%（2社）
2022 27.2%（2社）
2023 40.4%（2社）
2024 43.0%（2社）
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表５．全国についてのアクティブサーベイランスデータからの全国の食品由来下痢症疾患

実患者数推定とその食中毒患者報告数との比較（2006～2024 年、シミュレーション試行

回数：1万回、日本全国人口：1億 2777万人） 

 
※1 菌検出数：下記の民間検査会社の検出データを合計した。2021～2024年および 2009年：2社（株式会社ビー・エム・エル、
株式会社 LSI メディエンス）、2010～2020 年：3 社（株式会社ミロクメディカルラボラトリー、株式会社ビー・エム・エル、
株式会社 LSIメディエンス）、2006～2008年：1社（株式会社ビー・エム・エル） 
※2 米国の胃腸炎疾患における食品由来感染の割合（カンピロバクター80%、サルモネラ 95%、腸炎ビブリオ 65%）を用いて
算出（Mead et al., 1999） 
※3 食中毒患者報告数（全国）（厚生労働省食中毒統計、平成 18～令和 6年食中毒発生状況） 

検出菌 年 ※
1
　検出数

※
2
推定食品由来

患者数（全国）

【平均値】

※
3
食中毒患者

報告数（全国）

推定食品由来患者

数（10万人あたり）

【平均値】

カンピロバクター 2006 10,144 10,463,071 2,297 8,206
2007 10,962 13,543,466 2,396 10,622
2008 12,934 11,339,146 3,071 8,893
2009 14,057 8,559,932 2,206 6,714
2010 15,401 8,549,830 2,092 6,706
2011 14,950 8,342,000 2,341 6,543
2012 12,794 5,498,827 1,834 4,313
2013 13,947 5,828,531 1,551 4,571
2014 16,762 7,039,646 1,893 5,521
2015 18,164 8,080,859 2,089 6,338
2016 18,547 8,512,871 3,272 6,677
2017 19,844 6,721,577 2,315 5,272
2018 19,565 7,212,407 1,995 5,657
2019 17,404 6,847,043 1,937 5,370
2020 15,094 5,679,245 901 4,454
2021 12,467 3,795,349 764 2,977
2022 11,946 3,851,135 822 3,021
2023 12,744 2,797,912 2,089 2,743
2024 11,923 2,431,346 1,199 2,384

サルモネラ 2006 1,888 2,312,520 2,053 1,814
2007 1,886 2,767,039 3,603 2,170
2008 1,894 1,971,792 2,551 1,547
2009 2,059 1,488,907 1,518 1,168
2010 2,434 1,604,585 2,476 1,259
2011 2,705 1,792,379 3,068 1,406
2012 2,258 1,152,448 670 904
2013 2,324 1,153,315 861 905
2014 2,726 1,359,516 440 1,066
2015 2,728 1,441,199 1,918 1,130
2016 2,689 1,465,638 704 1,150
2017 3,090 1,242,894 1,183 975
2018 3,103 1,358,363 640 1,065
2019 3,089 1,443,130 476 1,132
2020 2,783 1,243,464 861 975
2021 2,529 914,265 318 717
2022 2,996 1,146,942 698 900
2023 3,115 812,119 655 671
2024 3,254 787,975 384 651

腸炎ビブリオ 2006 523 438,304 1,236 344
2007 421 422,616 1,278 332
2008 216 153,860 168 121
2009 227 112,312 280 88
2010 563 253,945 579 199
2011 351 159,133 87 125
2012 312 108,954 124 86
2013 287 97,450 164 76
2014 209 71,317 47 56
2015 138 49,883 224 39
2016 232 86,519 240 68
2017 208 57,244 97 45
2018 188 55,710 222 44
2019 136 43,473 0 34
2020 65 19,871 3 16
2021 46 11,381 0 9
2022 41 10,739 0 8
2023 73 13,022 9 16
2024 54 8,947 1 11



 55 

表６．宮城県および全国についてのアクティブサーベイランスデータからの全国の食品由

来下痢症実患者数の推定（2006～2024 年、シミュレーション試行回数：1万回） 

 
・宮城県データ（2006～2024 年）： 
 宮城県医師会健康センターおよび塩釜医師会臨床検査センターにおける検出数 
・全国データ： 
 2010～2020 年：3 社（株式会社ミロクメディカルラボラトリー、株式会社 
 ビー・エム・エル、株式会社 LSI メディエンス） 
 2009、2021～2024 年：2 社（株式会社ビー・エム・エル、株式会社 LSI メディエンス） 
 2006～2008 年：1 社（株式会社ビー・エム・エル） 
※食中毒患者報告数（全国）（厚生労働省食中毒統計、平成 18～令和 6 年食中毒発生状況） 

 

検出菌 年
宮城県データから
の推定【平均値】

全国データからの推定
【平均値】

※食中毒患者報告
数（全国）

カンピロバクター 2006 1,569,344 10,463,071 2,297
2007 1,534,698 13,543,466 2,396
2008 1,333,266 11,339,146 3,071
2009 1,137,788 8,559,932 2,206
2010 1,008,678 8,549,830 2,092
2011 923,796 8,342,000 2,341
2012 787,320 5,498,827 1,834
2013 644,303 5,828,531 1,551
2014 718,899 7,039,646 1,893
2015 772,384 8,080,859 2,089
2016 803,240 8,512,871 3,272
2017 958,388 6,721,577 2,315
2018 898,137 7,212,407 1,995
2019 883,954 6,847,043 1,937
2020 875,076 5,679,245 901
2021 726,478 3,795,349 764
2022 661,084 3,851,185 822
2023 444,548 2,797,912 2,089
2024 447,959 2,431,346 1,199

サルモネラ 2006 155,743 2,312,520 2,053
2007 155,743 2,767,039 3,603
2008 189,794 1,971,792 2,551
2009 111,570 1,488,907 1,518
2010 172,687 1,604,585 2,476
2011 77,899 1,792,379 3,068
2012 101,447 1,152,448 670
2013 111,787 1,153,315 861
2014 145,566 1,359,516 440
2015 138,745 1,441,199 1,918
2016 142,210 1,465,638 704
2017 135,497 1,242,894 1,183
2018 216,698 1,358,363 640
2019 162,564 1,443,130 476
2020 142,156 1,243,464 861
2021 111,624 914,265 318
2022 206,413 1,146,942 698
2023 101,501 812,119 655
2024 145,729 787,975 384

腸炎ビブリオ 2006 62,579 438,304 1,236
2007 55,650 422,616 1,278
2008 18,568 153,860 168
2009 13,912 112,312 280
2010 34,754 253,945 579
2011 16,186 159,133 87
2012 6,929 108,954 124
2013 11,585 97,450 164
2014 9,257 71,317 47
2015 9,257 49,883 224
2016 4,656 86,519 240
2017 16,240 57,244 97
2018 6,929 55,710 222
2019 2,328 43,473 0
2020 2,328 19,871 3
2021 0 11,881 0
2022 2,328 10,789 0
2023 0 13,022 9
2024 4,656 8,947 1
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図１：2009 年冬期、2014 年夏期、2016 年夏期の全国電話調査結果の統合デー

タから推定した医療機関受診率（試行 1 万回） 
 

 
 
図２：2009 年冬期、2014 年夏期、2016 年夏期の全国電話調査結果の統合デー

タから推定した検便検査実施率（試行 1 万回） 
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図３．下痢症疾患の実患者数の把握 
  （各段階における不確定要素を検討、積算することで検出数から実被害推定を行う） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 58 

厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

「食品媒介感染症被害実態の推計に基づく施策評価のための研究（２３ＫＡ１００１）」 
分担研究総合報告書 

 
分担課題名 ウイルス性食中毒を疑わせる事例の疫学調査データ等からの詳細な実態把握

 手法等の研究 
 

研究分担者：     砂川 富正   
所属（令和7年度）：国立健康危機管理研究機構 国立感染症研究所応用疫学研究センター長 
 
研究要旨 本研究は、ノロウイルス等によるウイルス性食中毒を疑わせる

事例について、感染症発生動向調査、集団感染事例情報、食中毒事例情報

等を活用し、食品媒介感染症の被害実態をより詳細に把握するための疫学

的手法を検討することを目的とした。令和 5年度は、協力自治体 Aにおい

て 2018 年から 2022 年 8 月までに発生した感染性胃腸炎集団感染 63 事例

を対象に記述疫学的検討を行い、行政的に食中毒と認定された事例は 1事

例、食中毒寄与割合は 1.2％であった。一方、当初食中毒がより疑われた

事例を含めると 5事例であり、食中毒疑い寄与割合は 7.9％であった。令

和 6年度は、協力自治体 Bにおいて 2015 年 9 月から 2022 年 8 月までの感

染性胃腸炎集団感染 122 例を解析し、感染症と判断された事例は 91％、

ノロウイルスを原因とした事例は 88％であった。施設別では保育園・幼

稚園が 61％で最多であり、定点報告数と集団感染報告数には正の相関が

認められ、特にノロウイルスに限った場合には相関が強くなった。また、

同期間のノロウイルス起因食中毒事例 25 例を踏まえ、感染症事例：食中

毒事例の比は 4：1と整理された。 

令和 7年度は、これらの成果を踏まえ、ノロウイルス感染症の疾病負荷

を、外来患者数のみならず、死亡、入院、集団感染、未受診例、休業・欠

席等を含めて把握するため、疾病負荷ピラミッド作成に向けた基礎的情報

収集と方法論の整理を行った。その結果、食中毒統計、感染症発生動向調

査、集団感染事例情報を単独で用いるのではなく、それぞれの長所と制約

を踏まえて組み合わせることが、食品媒介感染症の被害実態把握に重要で

あることが示された。一方、食品検査の実施、感染症事例と食中毒事例の

突合、成人を含む全年齢推計、未受診例及び経済的損失の把握には課題が

残った。特に令和 7年度に予定したインターネット調査による補完は、調

査設計及び倫理審査等の準備に時間を要し、実施に至らなかった。今後

は、協力自治体で実装可能な最小限の情報収集項目を整理し、地域レベル

での総合的疾病負荷評価、食品寄与割合の推定、予防啓発、食品衛生行政

における施策評価に資する手法として発展させる必要がある。 

 

 

 

Ａ．研究目的 

本分担研究グループでは、ウイルスを主とする

食中毒疑い事例について、疫学調査データ、感染症

発生動向調査データ、食中毒事例情報等を活用し、

食品媒介感染症の被害実態をより詳細に把握する

ための手法を検討した。 

ノロウイルス等による感染性胃腸炎は、国内で

集団感染を引き起こす主要な病原体であり、食品

衛生行政上も重要な疾患である。しかし、食品衛生

法に基づく食中毒統計のみでは、散発例、未受診例、

食中毒として認定されない事例、感染経路が明確

でない事例を十分に把握できない可能性がある。

また、感染症発生動向調査に基づく患者数推計は

有用であるが、成人を含む全年齢での患者数、入

院・死亡、未受診例、休業・欠席等の社会的負荷を

含めた疾病負荷の把握には限界がある。 

本研究では、感染性胃腸炎集団感染事例を 1 イ

ベントとして捉え、ノロウイルスによるイベント

に占める食中毒事例又は食中毒疑い事例の割合を

整理することで、人口ベースの被害実態推計に用

いる外挿情報を検討した。さらに、3年間の成果を

踏まえ、外来患者数推計に加え、死亡、入院、未受

診例、休業・欠席等を含む疾病負荷ピラミッド作成

に向けた基礎的検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法 
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令和 5 年度は、協力自治体 A において、2018 年

から 2022 年 8 月までに同市内で発生し、調査対象

となった感染性胃腸炎集団感染事例について、個

人情報を含まない事例概要を用いて後方視的に記

述疫学を実施した。事例単位で、疫学情報、ウイル

ス学的情報、共通曝露、流行曲線の形状、食中毒認

定の有無等を整理し、食中毒寄与割合及び食中毒

疑い寄与割合を算出した。 

令和 6 年度は、協力自治体 B において、2015 年

9 月から 2022 年 8 月までの感染性胃腸炎集団感染

事例を対象に、発生時期、施設種別、病原体、集団

感染報告数、定点報告数との関係等を記述疫学的

に分析した。また、同地域のノロウイルス起因食中

毒事例数を整理し、感染症事例と食中毒事例の比

を算出した。感染症事例と食中毒事例の厳密な突

合は困難であったため、割合ではなく比として整

理した。 

令和 7 年度は、令和 5 年度及び令和 6 年度の成

果を踏まえ、ノロウイルス感染症の疾病負荷ピラ

ミッド作成に必要な情報項目を整理した。具体的

には、死亡者、入院患者、外来受診患者、集団感染

事例、未受診例、休業・欠席例を想定し、それぞれ

の情報源、収集可能性、協力自治体及び医療機関に

おける実務負荷を検討した。また、未受診例や経済

的損失を把握するためのインターネット調査につ

いて、質問項目案及び調査設計上の課題を検討し

た。 

（倫理面への配慮） 

 本研究では個人情報を扱わないが、当所・人を対

象とする生命科学・医学系研究倫理審査を受け、承

認された「ウイルスを主とする感染性胃腸炎集団

発生事例の特徴と予防策に関する研究（受付番号

１６３０）。 

 

Ｃ．研究結果 

令和 5年度は、協力自治体 Aにおいて、2018 年か

ら 2022 年 8月までに症例定義を満たした感染性胃

腸炎事例 63 事例を解析した。行政的に食中毒と認

定された事例は 1 事例であり、食中毒寄与割合は

1.2％であった。一方、当初食中毒がより疑われた

事例を含めると 5 事例であり、食中毒疑い寄与割

合は 7.9％であった。また、多くの事例で一峰性の

流行曲線が認められ、嘔吐物等を契機とした一点

曝露を含む多様なポイントソース事例は、食品由

来に限らず存在する可能性が示唆された。 

令和 6年度は、協力自治体 Bにおいて、2015 年か

ら 2022 年の集団感染報告 122 例を解析した。感染

症と判断された事例は 111 例、ノロウイルスを原

因とした事例は 107 例であり、施設別では保育園・

幼稚園が 74例で最多であった。定点報告数と集団

感染報告数には相関が認められ、ノロウイルスに

限った場合には相関がより強くなった。また、保健

所によって定点報告数と集団感染報告数の相関に

違いがあり、学校等欠席者・感染症情報システム等

を活用した集団感染探知の可能性が示唆された。

さらに、同自治体における 2015 年度から 2022 年

度までのノロウイルス起因食中毒事例は25例であ

り、感染症事例：食中毒事例の比は 4：1と整理さ

れた。 

令和 7年度は、これらの成果を踏まえ、ノロウイ

ルス感染症の疾病負荷を把握するため、死亡、入院、

外来受診、集団感染、未受診例、休業・欠席等を含

む疾病負荷ピラミッドの構成要素を整理した。死

亡及び入院の実数把握、感染症発生動向調査に基

づく外来患者数推計、アウトブレイク事例の精査

による食品寄与割合の推定、未受診例及び社会的

損失の把握を組み合わせる必要があることを確認

した。一方、協力自治体及び医療機関の負荷、食品

検査の実施困難性、感染症事例と食中毒事例の突

合困難性、インターネット調査の設計及び倫理審

査上の課題が残った。 

 

Ｄ．考察 

本研究により、ノロウイルス等による食品媒介

感染症の被害実態を把握するためには、食中毒統

計、感染症発生動向調査、集団感染事例情報を単独

で用いるのではなく、それぞれの長所と制約を踏

まえて組み合わせる必要があることが明らかとな

った。 

令和 5 年度の協力自治体 A における検討では、

行政的に食中毒と認定された事例は少なかったが、

食中毒疑い事例を含めると一定の割合が認められ

た。このことは、食中毒統計のみでは食品媒介の可

能性を過小評価する可能性を示している。一方で、

ノロウイルスでは、食品由来だけでなく、嘔吐物や

環境汚染等を契機とした一点曝露も起こり得るた

め、流行曲線のみで食品由来と判断することには

限界がある。 

令和 6 年度の協力自治体 B における検討では、

感染性胃腸炎の定点報告数と集団感染報告数との

関連が示され、定点報告の増加時期に保育所・幼稚

園等へ注意喚起を行うことが、集団感染予防に資

する可能性が示唆された。また、学校等欠席者・感

染症情報システム等を併用することで、能動的な

集団感染探知につながる可能性がある。感染症事

例：食中毒事例比 4：1という整理は、食品寄与割

合を推定する上での基礎情報となるが、事例の突

合が困難であったことから、解釈には制限がある。 

令和 7年度の検討では、患者数推計に加えて、死

亡、入院、未受診例、休業・欠席等を含めた疾病負

荷評価へ発展させる方向性を整理した。これは、食

品衛生行政における予防策の優先順位付け、リス

クコミュニケーション、将来的なワクチン導入時

の需要評価等に資する可能性がある。一方、実装に

は、協力自治体及び医療機関にとって負担の少な

い情報収集項目の設定、食品検査実施の現実的な
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条件整理、インターネット調査の妥当性検証が必

要である。 

 

Ｅ．結論 

3 年間の研究により、ノロウイルス等によるウイ

ルス性食中毒疑い事例について、感染症発生動向

調査、集団感染事例、食中毒事例を組み合わせた被

害実態把握の基礎的手法を検討した。令和 5 年度

には協力自治体 Aで食中毒疑い寄与割合 7.9％、令

和 6 年度には協力自治体 B で感染症事例：食中毒

事例比 4：1を整理し、食品由来又は食中毒疑い事

例の外挿に資する情報を得た。令和 7年度には、死

亡、入院、外来、未受診、休業・欠席等を含む疾病

負荷ピラミッド作成に向けた基礎的検討を行った。 

一方、食品検査の実施、感染症事例と食中毒事例

の突合、成人を含む全年齢推計、未受診例及び経済

的損失の把握には課題が残った。特に令和 7 年度

に予定したインターネット調査による補完は、調

査設計及び倫理審査等の準備に時間を要し、実施

に至らなかった。今後は、協力自治体で実装可能な

最小限の情報収集項目を設定し、地域レベルでの

総合的疾病負荷評価と食品衛生行政への活用に向

けた手法の具体化が必要である。 

 

Ｆ．研究発表 

1. 論文発表 

特記事項無し 

2. 学会発表 

令和 5年度： 

〇星野晴、八幡裕一郎、砂川富正ら．ノロ

ウイルスの一点曝露と考えられる集団発生事

例の特徴に関する分析．第 88回日本健康学

会総会・口演発表、2023 年 12 月 2日、弘前

市 

令和 6年度： 

〇大沼恵、八幡裕一郎、砂川富正ら．感染

性胃腸炎集団感染に対する効果的な公衆衛生

的対策の検討．第 83回日本公衆衛生学会総

会、2024年 10 月 29日、札幌市 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（あれば記載） 

  （予定を含む。） 

１．特許取得 

特記事項無し 

２．実用新案登録 

特記事項無し 

３．その他 

特記事項無
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R5-7 年度分担総括研究報告書 
広域に発⽣する主に細菌性疾患の疫学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく疾病負荷軽

減策の検討 
 

研究要旨 ⾷品媒介感染症は重症化や広域に発⽣する場合があり、早期探知、疫学情報の
迅速な収集、原因⾷品・感染源の推定、対策の実施が重要である。⼀⽅で、国内では広域
⾷品媒介感染症の公衆衛⽣上の疾病負荷に関する検討は⼗分ではない。従来の疾病負荷
の評価に⽤いられている調査デザインはマンパワーや費⽤の⾯で実施が困難な場合があ
る。本研究では、広域に発⽣する主に細菌性⾷品媒介感染症に関して疫学情報と病原体の
ゲノム情報を統合的に活⽤し、情報収集、リスク評価および疾病負荷評価に資する⽅法を
検討した。初年度は共通化した疫学調査情報、感染症発⽣動向調査情報、⾷中毒調査⽀援
システム情報を⽐較し、共通調査票による情報収集は迅速性の点で有⽤であった。⼀⽅
で、データ集約・解析の効率化が課題であることを⽰した。2 年⽬は MLVA 法により同
⼀分⼦タイプとされた EHEC O157VT1VT2 症例 37 例を対象に、焼⾁店の利⽤を曝露因
⼦として⾃⼰対照ケースシリーズ法（Self-Controlled Case Series 法：SCCS 法）による
解析を⾏った。SCCS 法による罹患率⽐（Incidence Rate Ratio：IRR）は 32.0（95％信頼
区間：12.5‒82.1）であった。3 年⽬はこの IRR を⽤いて寄与リスク割合（Attributable Risk 
Percent：ARP）を算出し、ARP は 96.9％（95％信頼区間：92.0‒98.8％）であった。以
上より、広域⾷品媒介感染症において、疫学情報と病原体のゲノム情報を統合し、SCCS
法を⽤いることで、症例のみの情報からリスク推定および疾病負荷の相対的評価を⾏え
る可能性が⽰された。⼀⽅で、SCCS 法は絶対リスクを直接算出できないため、発症数の
増加やリスク差の評価には、コホート研究等から得られる発⽣率やリスク差を併⽤する
必要がある。今後は疫学情報の標準化・構造化、迅速なデータ集約体制の構築、SCCS 法
の適⽤可能な曝露因⼦の整理が必要である。 

 
 
研究分担者 ⼋幡 裕⼀郎 国⽴感染症研究所応⽤疫学研究センター 
研究協⼒者 丸⼭ 絢 川崎市健康安全研究所 

浦川 美穂 ⻑崎県壱岐保健所⻄彼保健所 
⼤沼 恵 ⼭梨県庁 
永⽥ 瑞絵 国⽴感染症研究所実地疫学専⾨家養成コース 
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Ａ．研究⽬的	

⾷品媒介感染症のアウトブレイクは事例
によって重症度が⾼く、広域に発⽣する場
合がある[1,2]。広域に発⽣する⾷品媒介感
染症では、複数⾃治体にまたがる症例情報
を迅速に把握し、疫学情報と病原体の分⼦
タイピング情報またはゲノム情報を統合し
て解析することが重要である。しかし、国内
では、広域⾷品媒介感染症の探知、疫学情報
の系統的な収集、原因⾷品・感染源の推定、
公衆衛⽣上の負荷評価に関する⽅法は⼗分
に確⽴されていない。 

⾷品媒介感染症の疾病負荷を評価するた
めには、従来、コホート研究や症例対照研究
など、⽐較群を設定した調査デザインが⽤
いられてきた[3]。しかし、⽐較群への調査
には多くのマンパワーや費⽤を要するため、
広域事例において迅速に実施することが困
難な場合がある。このため、⽐較群を設定せ
ず、症例のみの情報を⽤いてリスク推定や
疾病負荷評価を⾏う⽅法の検討が求められ
る。 

本研究は広域に発⽣する主に細菌性⾷品
媒介感染症について、疫学情報と病原体の
ゲノム情報を統合的に活⽤し、広域事例の
探知、疫学情報収集、リスク評価および疾病
負荷評価に資する⽅法を検討することを⽬
的とした。 
具体的には、初年度に広域⾷品媒介感染

症における疫学情報収集⽅法を検討し、国
内外の情報収集・活⽤⽅法を整理した。2 年
⽬には、MLVA 法による同⼀分⼦タイプの
腸管出⾎性⼤腸菌感染症例を対象として、
Ria らの報告[4]を参照し、SCCS 法による
IRR 算出の実施可能性を検討した。3 年⽬

には、SCCS 法により得られた IRR を⽤い
て、疾病負荷指標の⼀つである ARPの算出
可能性を検討した。 
 
	
Ｂ．研究⽅法 
1．広域⾷品媒介感染症における疫学情報収
集⽅法の検討 

広域⾷品媒介感染症事例の疫学情報収集
⽅法を検討するため、協⼒⾃治体から得ら
れた疫学調査情報、感染症発⽣動向調査情
報、⾷中毒調査⽀援システムに登録された
情報を収集し、分⼦タイピング情報と疫学
情報の結合可能性、疫学情報の適時性、正確
性、データの質について検討した。対象疾患
は、腸管出⾎性⼤腸菌感染症を中⼼とした
細菌性⾷品媒介感染症とした。 
また、国外における広域⾷品媒介感染症

の疫学情報収集⽅法を把握するため、⽶国
における広域⾷品媒介感染症のアウトブレ
イク探知、疫学情報収集、データ集約、情報
還元の⽅法について情報収集を⾏った。特
に、National Outbreak Reporting System
（ NORS ）、 Research Electronic Data 
Capture（REDCap）、レシート情報の活⽤、
リスクコミュニケーションにおけるフォー
カスグループインタビュー等について整理
した。 
 
2．病原体のゲノム情報と疫学情報を⽤いた
SCCS 法による IRR算出の試⾏ 
過去に報告された広域事例のうち、2021

年 6⽉ 1⽇から 2022 年 12⽉ 31⽇に EHEC 
O157VT1VT2 と診断された者を対象とし
た。このうち、MLVA 法により同⼀分⼦タ
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イプとされた 37 例を抽出し、分⼦タイピン
グ情報と疫学情報を結合した。 

解析には SCCS 法を⽤いた。曝露因⼦は
SCCS 法の前提条件[5]を満たすと考えられ
る「焼⾁店の利⽤」とし、アウトカムは「同
⼀分⼦タイプの腸管出⾎性⼤腸菌感染」と
した。発症⽇および曝露⽇の情報を⽤い、リ
スク期間を 1〜7⽇として、IRR および 95％
信頼区間を算出した。解析には、SCCS 法に
関する SAS ⽤マクロを⽤いた。 
 
3．SCCS 法により得られた IRR を⽤いた疾
病負荷指標の検討 

SCCS 法の前提条件を満たすと考えられ
る焼⾁店の利⽤について、SCCS 法により
推定された IRR を⽤い、疾病負荷指標の⼀
つである ARPを算出した。 

ARPは以下の式により算出した。 
 

𝐴𝑅𝑃 =
𝐼𝑅𝑅 − 1
𝐼𝑅𝑅 × 100 

 
また、SCCS 法により得られる IRR およ

び ARPの解釈可能性、絶対リスク評価への
応⽤可能性、個別⾷品・⾷材を曝露因⼦とし
た場合の適⽤可能性について、既存⽂献に
基づき検討した。 
 
 
Ｃ．研究結果・考察 
C1. 研究結果 
C1-1．広域⾷品媒介感染症における疫学情
報収集⽅法の課題 

広域事例の可能性がある分⼦タイピング
情報をもとに、協⼒⾃治体から共通化した
疫学調査情報を収集し、感染症発⽣動向調

査情報および⾷中毒調査⽀援システムに登
録された情報と⽐較した。 
協⼒⾃治体からの情報収集は、情報が得

られた時点で報告されるため、適時性の点
で有⽤であった。⼀⽅で、複数⾃治体から得
られる情報を集約し、解析可能なデータと
して整理するためには、データ⼊⼒、構造
化、統合、解析までの⼀連の過程を効率化す
る必要があると考えられた。 

⾷中毒調査⽀援システムに登録された疫
学情報は、分⼦タイピング結果から数週間
から 2 か⽉程度を要する症例があり、広域
事例の早期探知や迅速な解析においては適
時性に課題があった。また、感染症発⽣動向
調査情報は、曝露情報や⾏動情報が記載さ
れている場合があるものの、⾃由記載を含
む⾮構造化情報が多く、疫学情報の正確性
やデータの質について検証が必要であった。 
⽶国では、NORS を⽤いてアウトブレイ

ク調査データを報告し、ダッシュボード等
により情報を活⽤していた。また、REDCap
を⽤いた疫学情報収集の効率化、レシート
情報の解析による商品特定、フォーカスグ
ループインタビューを⽤いた注意喚起内容
の検討、SNS 等を含む複数媒体による情報
提供など、疫学情報の収集から活⽤までの
実装的な⼯夫が⾏われていた。さらに、迅速
診断検査による病原体検出のスクリーニン
グと分離培養の強化により、分⼦タイピン
グを⽤いた広域アウトブレイク探知の迅速
化につながる可能性が⽰唆された。 
 
C1-2．SCCS 法による IRR算出の試⾏ 

MLVA 法により同⼀分⼦タイプとされた
EHEC O157VT1VT2 症例 37 例を対象とし
た。対象症例のうち、男性は 19 例、年齢中
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央値は 27歳、届出時点で有症状であった者
は 34例であった。症例の 28例に外⾷歴が
あり、そのうち 18例が焼⾁店を利⽤してい
た。その他、経⼝感染が推定された症例に
は、⽣⾁の喫⾷歴が報告されていた。 

焼⾁店の利⽤と同⼀分⼦タイプの腸管出
⾎性⼤腸菌感染との関連について、リスク
期間を 1〜7 ⽇として SCCS 法による解析
を⾏った。その結果、IRR は 32.0（95％信
頼区間：12.5‒82.1）であった。記述疫学に
おいて焼⾁店利⽤が多く認められたことと、
SCCS 法により⾼い IRR が推定されたこと
から、記述疫学の結果と SCCS 法による解
析結果には⼀貫性がみられた。 

この結果から、分⼦タイピング情報によ
り同⼀分⼦タイプとされた症例に対して、
曝露⽇および発症⽇が把握可能であり、曝
露因⼦が SCCS 法の前提条件を満たす場合
には、症例のみの疫学情報を⽤いて IRR を
推定できる可能性が⽰された。 
 
C1-3．SCCS 法により得られた IRR を⽤い
た ARP算出 

SCCS 法により推定された IRR 32.0 を⽤
いて、ARPを算出した。その結果、ARPは
96.9％（95％信頼区間：92.0‒98.8％）であ
った。これにより、SCCS 法の前提条件を満
たす曝露因⼦を対象とした場合、SCCS 法
により得られた IRR を⽤いて、疾病負荷の
相対的指標である ARP を算出できる可能
性が⽰された。 

⼀⽅で、SCCS 法により得られる指標は
相対指標である IRR であり、曝露によって
どの程度の発症数が増加したか、または発
症リスクがどの程度増加したかといった絶
対リスクを直接評価することはできない。

そのため、絶対リスクや発症数への影響を
評価するためには、コホート研究等から得
られる発⽣率、リスク差、背景発⽣率などを
併⽤する必要があると考えられた。 
また、個別の⾷品や⾷材を曝露因⼦とし

た場合には、⾷品媒介感染症の発症後に当
該⾷品の摂取を避ける⾏動が⽣じる可能性
があり、SCCS 法の前提条件である「イベン
トの発⽣がその後の曝露に影響を与えない
こと」や「イベント後に曝露⾏動が変化しな
いこと」を満たさない可能性がある。さら
に、個別⾷品・⾷材では曝露開始時点や曝露
期間を正確に把握することが困難な場合が
多い。そのため、SCCS 法の適⽤にあたって
は、曝露因⼦の特性と前提条件を慎重に確
認する必要がある。 
 
C2. 考察 

本研究では、広域に発⽣する主に細菌性
⾷品媒介感染症について、疫学情報と病原
体のゲノム情報を統合的に活⽤し、広域事
例の情報収集、リスク推定、疾病負荷評価に
資する⽅法を 3 年間にわたり検討した。 

初年度の検討では、広域⾷品媒介感染症
において、分⼦タイピング情報または病原
体のゲノム情報のみでは原因⾷品や感染源
の推定には不⼗分であり、曝露歴、⾏動歴、
臨床情報などの疫学情報を迅速かつ標準化
された形で収集することが重要であること
が⽰された。共通化した疫学調査票は、複数
⾃治体から同⼀形式の情報を得る点で有⽤
であり、迅速性の⾯でも利点があった。⼀⽅
で、収集された情報を解析可能な形に整理
するためには、データ集約および構造化の
効 率 化 が必要 で あ っ た 。⽶国 に おける
NORS、REDCap、レシート情報の活⽤、情
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報提供⽅法の検討などは、国内における広
域⾷品媒介感染症対策を検討する上で参考
になると考えられた。 

2 年⽬の検討では、MLVA 法により同⼀
分⼦タイプとされた EHEC O157VT1VT2
症例を対象に、SCCS 法による IRR 算出を
試⾏した。従来、⾷品媒介感染症のリスク評
価には、症例対照研究や後ろ向きコホート
研究など、⽐較群を設定した調査デザイン
が⽤いられてきた。しかし、広域事例では、
⽐較群の設定に時間、費⽤、マンパワーを要
し、迅速な評価が困難となる場合がある。
SCCS 法は症例のみを⽤いてリスク推定を
⾏う⽅法であり、曝露⽇および発症⽇が把
握可能で、前提条件を満たす曝露因⼦であ
れば、広域⾷品媒介感染症におけるリスク
推定に応⽤できる可能性がある。本研究で
は、焼⾁店利⽤を曝露因⼦とした解析にお
いて IRR 32.0 が得られ、記述疫学の結果と
も⼀貫性がみられた。このことから、症例の
みの疫学情報を⽤いた SCCS 法によるリス
ク推定の実施可能性が⽰された。 

3 年⽬の検討では、SCCS 法により得られ
た IRR を⽤いて、疾病負荷指標の⼀つであ
る ARPを算出した。IRR 32.0 に基づく ARP
は 96.9％であり、SCCS 法の前提条件を満
たす曝露因⼦であれば、相対的な疾病負荷
評価に応⽤できる可能性が⽰された。この
点は⽐較群の設定が困難な広域⾷品媒介感
染症事例において、公衆衛⽣上の負荷を検
討するための選択肢となり得る。 

⼀⽅で、SCCS 法にはいくつかの限界が
ある。第⼀に、SCCS 法は相対指標である
IRR を推定する⽅法であり、絶対リスクや
発症数の増加を直接評価することはできな
い。そのため、疾病負荷をより具体的に評価

するためには、コホート研究、サーベイラン
スデータ、背景発⽣率、リスク差などの情報
を併⽤する必要がある[6‒8]。第⼆に、SCCS
法は曝露因⼦の特性に⼤きく依存する。焼
⾁店の利⽤のように、曝露時点が⽐較的明
確で、発症後の曝露⾏動変化の影響が限定
的と考えられる場合には適⽤可能性がある。
⼀⽅で、個別⾷品や⾷材を曝露因⼦とした
場合には、曝露時点や曝露期間の把握が困
難であり、さらに発症後に当該⾷品を避け
る⾏動が⽣じる可能性があるため、前提条
件を満たさない場合がある。第三に、広域事
例では症例数が限られることが多く、疫学
情報の⽋測や曝露⽇の不確実性が解析結果
に影響する可能性がある。 

本研究の意義は、広域⾷品媒介感染症に
おいて、疫学情報と病原体のゲノム情報を
統合し、さらに SCCS 法を⽤いたリスク推
定および ARP 算出へと接続する⼀連の⽅
法を検討した点にある。これにより、従来の
⽐較群を設定した調査デザインが困難な場
合であっても、⼀定の条件下では症例のみ
の情報からリスク推定および疾病負荷の相
対的評価を⾏える可能性が⽰された。 
今後は、広域⾷品媒介感染症における疫

学情報の標準化、構造化、迅速なデータ集約
体制の構築が必要である。また、SCCS 法を
適⽤可能な曝露因⼦と適⽤困難な曝露因⼦
を整理し、前提条件を満たさない場合の補
正⽅法や感度分析についても検討する必要
がある。さらに、SCCS 法により得られた
IRR や ARPを、サーベイランスデータやコ
ホート研究等から得られる発⽣率・リスク
差と組み合わせることで、より実践的な疾
病負荷評価につなげることが重要である。 
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Ｄ．結論 

本研究では、広域に発⽣する主に細菌性
⾷品媒介感染症について、疫学情報と病原
体のゲノム情報を統合した情報収集・解析
⽅法を検討した。 

初年度には、広域⾷品媒介感染症におけ
る疫学情報収集⽅法を検討し、共通化した
疫学調査票による情報収集は迅速性の点で
有⽤である。⼀⽅、データ集約および解析の
効率化が課題であることを明らかにした。
また、⽶国における NORS、REDCap、レ
シート情報の活⽤、リスクコミュニケーシ
ョンの⼯夫など、広域事例対応に資する情
報収集・活⽤⽅法を整理した。 

2 年⽬には、MLVA 法により同⼀分⼦タ
イプとされた EHEC O157VT1VT2 症例を
対象に、SCCS 法による IRR 算出を試⾏し
た。焼⾁店の利⽤を曝露因⼦とした解析で
は、IRR 32.0（95％信頼区間：12.5‒82.1）
が得られ、症例のみの情報を⽤いたリスク
推定の実施可能性が⽰された。 

3 年⽬には、SCCS 法により推定された
IRR を⽤いて ARP を算出し、ARP 96.9％
（95％信頼区間：92.0‒98.8％）が得られた。
これにより、SCCS 法の前提条件を満たす
曝露因⼦であれば、症例のみの情報を⽤い
て疾病負荷の相対的評価を⾏える可能性が
⽰された。⼀⽅で、SCCS 法は絶対リスクを
直接算出できないため、発症数の増加やリ
スク差などを評価するためには、コホート
研究等から得られる発⽣率やリスク差を併
⽤する必要がある。また、個別⾷品・⾷材を
曝露因⼦とする場合には、曝露時点の把握
や発症後の曝露⾏動変化により、SCCS 法
の前提条件を満たさない可能性がある。 

今後は広域⾷品媒介感染症における疫学
情報の標準化・構造化、迅速なデータ集約体
制の構築、SCCS 法の適⽤可能な曝露因⼦
の整理、絶対リスク評価のための他の調査
デザインとの組み合わせを検討する必要が
ある。 
 
 
E．知的財産権の出願・登録状況 
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令和 5-7 年度 厚⽣労働科学研究費補助⾦ 
⾷品媒介性感染症被害実態の推計に基づく施策評価のための研究 

 
ノロウイルス総感染者実態の推定に関する研究 

 
分担研究者 上間 匡 国⽴医薬品⾷品衛⽣研究所 
協⼒研究者 岡智⼀郎 国⽴医薬品⾷品衛⽣研究所 

遠⽮真理 国⽴医薬品⾷品衛⽣研究所 
斎藤博之 秋⽥県健康環境センター 
佐野⼤輔 東北⼤学 ⼤学院⼯学研究科 ⼟⽊⼯学専攻 
⾨屋俊祐 国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所 上下⽔道研究部 

 
研究要旨 
国内で報告される食中毒患者数は、COVID-19 の影響もあり 2022 年には年間 6,856 人まで

減少したものの、その後増加傾向を見せ、2023 年、2024 年、2025 年はそれぞれ 11,803

人、14,229 人、24,727 人と急増し、そのうちノロウイルスが原因として報告される患者

数は 2023 年、2024 年、2025 年はそれぞれ 5,502 人、8,656 人、18,566 人である。ノロウ

イルスによる胃腸炎は食品を介する食中毒や食品を介さずにヒトーヒト間の伝播による感

染性胃腸炎として経験するが、食中毒としての報告は医療機関で食中毒として診断された

場合に限られ、感染性胃腸炎は小児科定点からの報告数に限られているほか、不顕性感染

者も存在するため、全年齢層をカバーするノロウイルスの感染実態は不明である。本分担

研究では、大量調理施設衛生管理マニュアルで推奨される調理従事者等を対象としたノロ

ウイルス便検査のデータや、下水から検出されるノロウイルス遺伝子のデータを元に、状

態空間モデルにより、年間のノロウイルス感染者数の推定を試みた。 

また、地域のノロウイルスの感染流行状況を探知する手段として河川生息二枚貝を採取

し、ノロウイルス遺伝子の検索を実施し、リアルタイム PCR によるノロウイルス陽性数の

変化と感染性胃腸炎の増減トレンドの比較を行った。 

 
A. 研究⽬的 

国 内 で 報 告 さ れ る ⾷ 中 毒 患 者 数 は 、
COVID-19 の影響もあり 2022 年には年間
6,856 ⼈まで減少したものの、その後増加傾
向を⾒せ、2023 年、2024 年、2025 年はそ
れぞれ 11,803 ⼈、14,229 ⼈、24,727 ⼈と
急増し、そのうちノロウイルスが原因とし
て報告される患者数は 2023 年、2024 年、

2025 年はそれぞれ 5,502 ⼈、8,656 ⼈、
18,566 ⼈である。特に 2024 年から 2025 年
の⾷中毒患者が約 1 万⼈増加したが、ノロ
ウイルスによる⾷中毒患者も同様に約 1 万
⼈増加しており、⾷中毒患者の増減傾向に
ノロウイルスによる⾷中毒は⼤きな影響を
与えている。 

ノロウイルスなどによる感染性胃腸炎は、
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感染者の年齢や免疫状態によって症状が⼤
きく異なることが知られている。また、感染
して症状が出ても病院を受診しない⼈も多
く、感染性胃腸炎の報告者数は実際の感染
者数を⽐べ過⼩であると考えられている。
本研究では、時系列データを扱う統計モデ
ルの１つである状態空間モデルを適⽤する
ことで、潜在的な総感染者数を推定するこ
とを試みた。 

状態空間モデルとは、過去の傾向を活⽤
して将来の値を予測する時系列データの動
的システムをモデル化する⼿法である。状
態空間モデルは、状態⽅程式と観測⽅程式
の 2 つの要素から構成される。状態⽅程式
は、観測データを⽣成する仮想的な値を表
し、観測⽅程式は実際に得られるデータに
対応する。今年度は、感染性胃腸炎報告症例
数と未処理下⽔中のノロウイルス濃度を⽤
いて、感染性胃腸炎の潜在的感染者数の推
定を⾏った。 

また、河川⽣息⼆枚⾙からのノロウイル
ス遺伝⼦検出状況を地域の感染状況の探知
⼿段として捉え、2021 年から 2026 年まで
の、多摩川河⼝域（川崎市側）で採取した⼆
枚⾙からのノロウイルス遺伝⼦検出を⾏っ
た。 
 
B. 研究⽅法 
B-1. 感染者推計 
B-1-1. データ 
 2020 年から 2025 年の宮城県内における
感染性胃腸炎報告症例数の公開データをウ
ェブ上から取得した
（https://www.pref.miyagi.jp/site/hokans/
surveypdf-shuho.html）。仙台市では、
2020 年から 2024 年までは下⽔処理場へ流

⼊する下⽔試料が毎週採取され、測定・記
録された未処理下⽔中のノロウイルス GII
濃度 [genome copies/L]のデータを取得し
た。保育園や⾷料品販売店等の施設の従業
員に対して⾏われたノロウイルス感染調査
結果について、仙台市における⽉別陽性率
を抽出したデータを株式会社⽇本環境衛⽣
研究所から提供を受けた。 
B-1-2. 状態空間モデル（Model 1） 
 感染性胃腸炎の潜在的な総感染者数を推
定するために状態空間モデルの適⽤を試み
た。データとして取得可能な報告症例数は
報告率（軽症のため受診しない等）や不顕
性感染率によって総感染者数の⼀部を⽰し
ているに過ぎないという仮定のもと、状態
空間モデルにおける“状態”を潜在総感染者
数 Yt、“観測”を報告症例数 yt とした。状態
空間モデルの考え⽅は、過去から現在に向
かって実際に推移しているのは“状態”であ
って、データとして観測される“観測”は観
測誤差を伴って”状態”から⽣成されるとい
うことを想定したものである。 
 図１に⽰すように、Model 1 では、時点
tにおける潜在総感染者数 Yt は、1 時点前
t-1 の”状態”Yt-1 から過程誤差
𝜉!,#~𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙(0, 𝜎!#$ )（𝜎!#$ : 分散）によって
変動する（状態⽅程式）。 

𝑌# = 𝑌#%& + 𝜉!,# （１） 
時点 tにおいて観測される報告症例数 yt は
時点 tの総感染者数 Ytから観測誤差
𝜔',#~𝑁𝑒𝑔𝐵𝑖𝑛𝑜𝑚(0, 𝜃)（θ: 形状⺟数）を
伴って⽣成される。これはつまり報告症例
数は負の⼆項分布にしたがうことを想定し
ているが、疫学データに⼀般的に⾒られる
傾向である症例数の⼤きな⽇変動に対応す
るためである。報告症例数は不顕性感染率
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及び報告率によって説明されると仮定し、
本研究では不顕性感染率及び報告率を考慮
した制約係数bt (< 1)を定式化し、観測⽅
程式を構築した。 

𝑦# = 𝛽#𝑌# +𝜔',# （２） 
bt は”状態”と”観測”の差異に影響を与える
要因（例：通院しなかった感染者の発⽣な
ど）を反映するものである。報告症例数
Nr は顕性感染 Ns及び不顕性感染 Na を考慮
すると以下の式で表現される。 

𝑁( = 𝑟)𝑁) + 𝑟*𝑁* （３） 
ここで rs は顕性感染の報告率、ra は不顕性
感染の報告率である。不顕性感染率を pa、
潜在総感染者数を NT として整理すると、 

𝑁( = {(1 − 𝑝*)𝑟) + 𝑝*𝑟*}𝑁+ （４） 
と表現される。式４の右辺の係数が制約係
数に相当するものである。ノロウイルス感
染実態調査は、医療機関における定点観測
とは独⽴して PCR検査を実施したもので
あるから、陽性者は未報告の不顕性感染者
として扱うことができるとした。つまり、
このノロウイルス感染調査において⽰され
た陽性率Pは、陽性者はすべて無症状との
仮定の下では、式５のように表現できる。 

𝑃 = 1 − 𝑝*𝑟* （５） 
症状を呈しかつその報告率が Pより⼗分低
いと仮定できる場合、式４は𝑁( = 𝑝*𝑟*𝑁+
と整理され、未報告症例数は𝑁+ −𝑁( =
(1 − 𝑝*𝑟*)𝑁+であるから、制約係数は簡易
的に式６のように表現される。 

𝛽@ = 1 − 𝑝*𝑟* （６） 
 
B-1-3. 下⽔データを活⽤した状態空間モ
デル（Model 2） 
 感染者数予測に対する下⽔データの有効
性を把握するため、下⽔中の胃腸炎ウイル

ス濃度の時間変化を考慮した多変量状態空
間モデルを構築した（Model 2）。2-2節と
同様に潜在的なウイルス濃度の⼀部がデー
タとして観測されることを想定した。時点
tにおける対数潜在ウイルス濃度 Xtは同時
点における潜在総感染者 Ytから排出され
るため、式７のように⽰される。 

𝑋 = 𝜂𝑌# +𝜔,,# （７） 
𝑥 = 𝑋# +𝜔-,# （８） 

𝜔,,#~𝑁𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙D0, 𝜎,,#$ E（𝜎,#$ : 分散）であ
り、潜在ウイルス濃度は正規分布に従い変
動すると仮定した。ηは感染者数をウイル
ス濃度に変換する⾮負の係数とした。式８
は観測⽅程式である。感染してから発症の
期間においても感染者からウイルスは排出
されるため、下⽔中のウイルス濃度は 1 時
点未来の感染者数の予測に活⽤できる可能
性がある。したがって、潜在総感染者数を
式９のように表現した。 

𝑌# = 𝜑𝑋#%& + 𝑌#%& + 𝜉!,# （９） 
φはウイルス濃度を感染者数に変換する⾮
負の係数とした 
 
B-2. 河川⽣息⼆枚⾙からのノロウイルス
遺伝⼦モニタリング 
B-2-1. ⼆枚⾙の採取地域として、流域

関連⼈⼝が⼤きいことから、ノロウイルス
感染者も多いことが期待され、かつ⽐較的
サンプル採取が容易な多摩川河⼝域（川崎
市側）を選定した。毎⽉、午前中に⼤きく
潮が引く⽇時を 1⽇選定して、⼆枚⾙を採
取した。⼆枚⾙は採取当⽇にむき⾝の状態
にして冷凍保存した。午前中に潮⽬が合わ
ない場合は採取を実施しなかった。 
 B-2-2. 検体の処理 
 ISO15216-11)の⼿順に従い、⼆枚⾙ 1粒
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に対して⽔および proteinase Kを加えて
37℃で 1 時間消化後に、60℃15 分の加熱
後に 5,000rpm、10 分、4℃で遠⼼し、上
清を RNA抽出に供した。 
B-2-3. ウイルス RNA抽出法 
 ウイルス RNA の抽出は磁気ビース法
Maxwell RSC Virus Total Nucleic Acid 
Purification kit (Promega 社、機械⾃動抽
出)を⽤いた。 
B-2-4. 遺伝⼦検出 
 抽出 RNA を⽤いて、ISO15216-1 に記
載されているプライマー、プローブを⽤い
てノロウイルスの遺伝⼦検出を 1 Step RT-
qPCRにて実施した。 
 1 Step RT-qPCR試薬として TaqMan 
Fast virus 1-Step Master Mix 
(Thermofisher Scientific)を使⽤した。 
 
C, D. 結果と考察 
C-1. 感染者数推計 
C-1-1. 2024 および 2025 年度における総感
染者数の推定 
 Model 1 において推定された総感染者数
中央値は最⼩ 341 から最⼤ 1324 の間で推
移しており、平均として予測報告症例数の
中央値の約 9倍であった（図３）。これ
は、ある時点における患者 1 ⼈には未報告
の⼆次感染例が約 9件ある可能性を⽰して
いる。また、2024 年度及び 2025 年度にお
ける年間推定総感染者数の中央値は、それ
ぞれ 43897 ⼈及び 36097 ⼈であった。本
研究においては潜在総感染者数と報告症例
数の差は、症例報告率や不顕性感染率（制
約係数）をもとに決定されるが、取得可能
なデータが限られており、制約係数の精度
の向上の余地があることに留意する必要が

ある。 
C-1-2. 下⽔ウイルスデータの効果 
Model 2 においては、2024 年度のデー

タに対して、下⽔中のノロウイルス GII濃
度を利⽤し感染者数を推定した。潜在総感
染者数の推定値を下⽔ウイルスデータの有
無で⽐較したところ、ほとんど差が⾒られ
なかった（図４）。その⼀⽅で、下⽔ウイ
ルスデータを活⽤することでモデルの将来
予測性能が向上することが明らかとなった
（図５）。2024 年 10⽉末までのデータを
もとに構築したモデルから、2024 年 11⽉
以降の 10週先までの将来予測を⾏ったと
ころ、ウイルスデータを使⽤したモデルに
おいては増加トレンドを予測することがで
きた（図５B）。つまり、ウイルスデータを
活⽤した状態空間モデルによって将来の総
感染者数のトレンドを把握することが可能
であることが⽰唆される。 

 
C-2. 河川⽣息⼆枚⾙からのノロウイルス
検出 
図 6 に 2023 年 7⽉から 2026 年 3⽉まで
のノロウイルス GI およびGII の検出個数
を⽰した。多摩川河⼝域（川崎市側、キン
グスカイフロント地区河岸）にて 2023 年
6、8、10、12⽉、2024 年 4、9、12⽉、
2025 年 12⽉を除いて、2026 年 3⽉まで
毎⽉⼆枚⾙を採取した。採取した⼆枚⾙の
うち、10粒から RNA抽出を⾏い、ノロウ
イルス遺伝⼦検索を実施した。 
 2024 年はノロウイルス GI は 1、3、6、
8、11⽉に検出され、特に 6⽉は 10粒の
うち 6粒が陽性となった。GII について
は、1、3、6⽉、8⽉、11⽉に検出され、
G I と同様に 6⽉に陽性数が⾼い結果とな
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った。 
2025 年は G I は、5⽉のみ、GII は 4、
7、8⽉を除いて毎⽉検出された。陽性数
は 1⽉から 5⽉が⾼い傾向にあった。 
2026 年は GI は 1、3⽉、GII は 1、2、3
⽉に検出され、2025 年と同様に陽性数は
⾼い傾向であった。 
 ⼆枚⾙の採取は 2021 年 4⽉より継続し
ているが 2024 年は 6⽉、2025 年、2026
年の 1 から 3⽉にかけて陽性数が⾼く、採
取時期の前に感染者が多く存在した可能性
が⽰唆された。 
図 7 に川崎市が公表している 2024 から
2026 年の感染性胃腸炎の定点あたりの発
⽣状況のグラフを⽰した。⼆枚⾙で陽性数
の⾼い 1 から 3⽉に、定点あたりの発⽣が
⾼く、⼆枚⾙でのノロウイルス検出陽性数
の⾼さが地域の流⾏状況を反映しているこ
とが窺えた。 
 採取地点付近は、⼤型台⾵の通過や、⼤
型の橋梁⼯事が継続して⾏われるなどの環
境変化が⼤きいためか 2021 年に⽐較して
採取できる⼆枚⾙の数も減少しているが、
その状況下であっても、陽性率の変化とし
て関係流域のノロウイルス感染者の増減を
反映していることが考えられた。 
 
E. 結論 
状態空間モデルを⽤いて、調理従事者のノ
ロウイルス検査データ、下⽔データ等から
ノロウイルスの年間感染者数、感染者数の
増減トレンドを推計した。 
限定されたデータの範囲ではあるが、患者
1 ⼈に対して、推定感染者は 9倍程度は存
在することが⽰唆された。 

また、河川⼆枚⾙のモニタリングにより地
域の流⾏状況を探知することも可能である
ことが⽰唆された。 
具体的な感染者の実態推計を⾏うには、便
検査データが有⽤であることが⽰された。 
 
F.健康危険情報 
 なし 
 
G.研究発表 
 １．論⽂発表 
   なし 
２．学会発表 

• 遠矢真理、南村幸世、國吉杏子、斎藤

博之、岡智一郎、上間匡．「下水疫学に

よる食中毒関連ウイルスの流行調査」、

第 46 回日本食品微生物学会学術総会、

令和 7 年 9月 18、19日（神奈川県川崎

市）． 

• 遠矢真理、國吉杏子、南村幸世、池内

隼佑、小松優樹、鈴木亜希子、岡智一

郎、上間匡. 2021-2025 年におけるシ

ジミからのノロウイルス検出状況. 第

121 回日本食品衛生学会学術講演会、

令和 7 年 10月 16、17日 (東京都江戸

川区)  

 
H.知的財産権の出願・登録状況 
 １．特許取得 
   なし 
 ２．実⽤新案登録 
   なし 
 ３．その他 
   なし  
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図１. 状態空間モデル（Model 1）の概要 
 
 
 

 
図 2. 状態空間モデル（Model 2）の概要 
 
 

 
図 3. 2024 年（A）及び 2025 年度（B）における潜在総感染者数（⾚）. 実線は中央値、
影は 95%信⽤区間を⽰す。⻘線および影は報告症例数の予測結果であり、灰⾊のプロット
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は実際の報告症例数である。 

 

図 4. 2024 年度における潜在総感染者数推定値の⽐較（橙：下⽔ウイルスデータ無し、
緑：下⽔ウイルスデータ有り）. 実線は中央値、影は 95%信⽤区間を⽰す。 
 
 

 
図 5. 将来予測性能の評価（A: ウイルスデータ無し、B: ウイルスデータ有り）.  
2024 年 11⽉以降の区間が 10週先までの将来予測区間である（⾚）. 実線は中央値、影は
95%信⽤区間を⽰す。灰⾊のプロットは実際の報告症例数である。 
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図 6. 多摩川河⼝域の⼆枚⾙からのノロウイルス遺伝⼦検出状況 
2023 年 7⽉から 2026 年 3⽉まで毎⽉ 10個の⼆枚⾙を採取し、リアルタイムPCRにて
Ct 値が得られたものを陽性とカウントした. 
 

 

図 7.川崎市における感染性胃腸炎発⽣状況 2024 年から 2026 年 5⽉ 
 
 

結果

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ GⅠ GⅡ

2023

2024

2025

2026

✓ 検出の判定は、Real-time PCR法においてCt値によらず、増幅が認められた検
体を陽性と判定 。

✓ 各月検体数は10-15検体。
✓ 1検体でも陽性が出た月は○を付けて表示。陽性検体数は丸の中に数字で記載。

1

1 1 1 3 6 5 21 12

4 4 6 63 1 3 1 3

4 6 311
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令和 5 年-令和 7 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金  

 

食品媒介感染症被害実態の推計に基づく施策評価のための研究 

総合研究報告書 

食品由来感染症対策及びその効果評価手法等の研究 

 

研究分担者 熊谷優子 和洋女子大学家政学部 

 研究要旨 

 日本では食品リスク分析手法を用いて食品安全行政を推進している。食品リスク分

析は食品中のハザードによる健康被害の実態を把握することから始まる。食品由来感

染症事例のうち発症者が数人の散発事例は食中毒事例として報告されない場合が多

く、そのため食品衛生法等に基づく食中毒統計等だけでは食品由来感染症による患者

数が正確に把握されていない場合があることが示唆される。特に最近では広域散発事

例による被害も報告されており、食品衛生行政における対策等の検討やその効果の評

価のためには、それら食中毒統計に報告されていない事例も含めた食品由来感染症被

害実態の全容を把握することが重要である。そこで、本研究では国際的な動向を踏ま

えた食品安全行政を推進するために、散発事例も含めた食品由来感染症の被害実態を

継続的に把握するシステムを構築し、さらに、その被害実態を活用した評価手法を検

討することを目的としている。令和 5 年度は国内外における食品由来感染症への対策

に関する情報を収集し、整理、分析し、欧米では全ゲノムシークエンシング法（WGS

法）が導入され、食品由来感染疾患のアウトブレイクの調査における原因食品の特定

に有用であることが確認された。令和 6 年度は 2018 年から 2023 年の医科レセプトデ

ータを用いた食品由来感染症(7 種)の実被害患者数を推計し、その実行可能性を検証

するとともに、医科レセプトデータ活用における課題を抽出した。また、食品由来感

染症被害対策評価において消費者の食品安全意識や知識の活用手法を検討し、

HACCP による衛生管理の知識や経験が HACCP による衛生管理に取り組んでいる飲

食店の評価額に影響を与えていることを確認した。令和 7 年度は医科レセプトデータ

を用いた食品由来感染症(病原体：enterohemorrhagic Escherichia coli、Campylobacter 

Jejuni/coli、Salmonella SPP.、Norvirus、ロタウイルス感染症)、及びギランバレー症候

群について年齢別・性別の発生状況を検証できることを確認するとともに、検査実施

率を考慮した推計の実行可能性を確認した。さらに、食中毒統計では確認できないロ

タウイルスなどのウイルス感染による食品由来感染症の実被害患者数の推計の実行

可能性を確認した。 
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研究協力者  

 研究分担者 熊⾕ 優⼦ 和洋⼥⼦⼤学家政学部健康栄養学科 
 研究協⼒者 吉⽥ 汐⾥ 和洋⼥⼦⼤学家政学部健康栄養学科 
 研究協⼒者 千葉 歩美 ⼈間総合科学⼤学⼈間科学部ヘルスフードサイエンス学科 
 

A．研究目的 

 ⽇本では⾷品リスク分析⼿法を⽤
いて⾷品安全⾏政を推進している。⾷品
リスク分析は⾷品中のハザードによる
健康被害の実態を把握することから始
まる。⾷品由来感染症事例のうち発症者
が数⼈の散発事例は⾷中毒事例として
報告されない場合が多く、そのため⾷品
衛⽣法等に基づく⾷中毒統計等だけで
は⾷品由来感染症による患者数が正確
に把握されていない場合があることが
⽰唆される。特に最近では広域散発事例
による被害も報告されており、⾷品衛⽣
⾏政における対策等の検討やその効果
の評価のためには、それら⾷中毒統計に
報告されていない事例も含めた⾷品由
来感染症被害実態の全容を把握するこ
とが重要である。そこで、本研究では国
際的な動向を踏まえた⾷品安全⾏政を
推進するために、散発事例も含めた⾷品
由来感染症の被害実態を継続的に把握
するシステムを構築するとともに、⾷品
由来感染症被害対策の評価⼿法を検討
することを⽬的としている。 

 

B．研究方法 

令和 5 年度 

 １．⽇本における⾷品由来感染症対策

について 
厚⽣労働省に設置されている医薬⾷品

衛⽣審議会⾷品衛⽣分科会⾷中毒部会の
資料１）(2006 年以降)、⾷中毒統計２）

(1996 年以降)、厚⽣労働省⾷品政策分野
ホームーページ３）、国⽴感染症研究所感
染症発症動向調査 4)などを調査し、1996
年以降の主な⾷中毒事例および⾷中毒原
因物質に対する施策等を整理した。また、
医科レセプト情報 5）を活⽤した⾷品由来
疾患実被害患者数推計⼿法を検討するた
めに、医科レセプト情報に関する情報を
収集した。 
２．諸外国における⾷品由来感染症対策
について 

国⽴医薬品⾷品衛⽣研究所「⾷品安全
情報」6）、世界保健機関(World Health 
Organization)7)、コーデックス委員会 8）、
⽶国疾病予防管理センター(Center for 
Disease Control Center of United States 
America)9）, 欧州予防疾病管理センター
(European Center for Disease Control 
Center)10 ）、および欧州⾷品安全機関
(Europe Food Safety Authority)11）などの
情報を収集し、欧⽶諸国において全ゲノ
ム解析により対応した主な⾷中毒事例を
整理した。 
３．⾷品安全対策の優先順位付けに⽤い
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られる指標について 
⽂献検索により、⾷品全⾏政施策評価
に関する情報を収集し、整理した。 
令和 6 年度 

１．⾷品由来感染症の実被害患者の推計
について 

（１）医科レセプト情報 1）について 
医科レセプト情報による推計の可能性

を検証するため、2018 年 1 ⽉から 2023
年 12 ⽉の⾷品由来疾患（63 疾患）に関
する匿名医療保険等関連情報データベー
スの利⽤申請⾏い、⾷品由来感染症に関
連する医科レセプト情報を⼊⼿した。 

 
（２）⾷品由来感染症の実被害患者の推
計について 
１）⾷品由来感染症の選定 

医科レセプトデータから推計可能な病
原体を選定し、以下の７種類の病原体
(enterohemorrhagic Escherichia coli, 
Listeria spp., Campylobacter Jejuni/coli, 
Salmonella SPP., Clostridium Perfringens, 
Vibrio Parahaemolyticus, Norvirus)につい
て推計することとした。 
 
２）選定した病原体による⾷品由来感染
症実被害患者数の推計 
<レセプト情報からの患者数について＞ 

2018 年から 2023 年のレセプトデータ
から、病原体ごとに、病原体由来の疾患
の患者数(enterohemorrhagic Escherichia coli 

(Peh), Listeria spp.(Pl), Campylobacter 

Jejuni/coli(Pc), Salmonella SPP. (Ps), 

Clostridium Perfringens (Pw), Vibrio 

Parahaemolyticus (Pv), Norvirus (Pn))の合計
を年ごとに算出した。 
 
<医療機関受診率について＞ 

全ての患者が医療機関を受診してい
るのではないことを念頭に置き、各年の
患者数に医療機関受診率（D）の逆数を
乗 じ た 。 D の デ ー タ に つ い て は 、
(enterohemorrhagic Escherichia coli (Peh) と
Listeria spp.(Ps)以外は、窪⽥・春⽇らが実
施した電話住⺠調査（全国（2009 年冬、
2013 年冬）と宮城県（2006 年冬）の結
果 2-3）から、enterohemorrhagic Escherichia coli 

(Peh)については、感染症情報 4）データ
から、Listeria spp.(Ps)については 2001 年
のリステリア症の国内発⽣事例 5)から、
統計解析ソフト R(4.4.2)によりベータ分
布を⽤いた推定によって算出した。 
 
＜⾷品寄与率について＞ 

⾷品由来感染症の病原体の感染経路は
複数あるが、⾷品に由来する割合を⾷品
の感染源寄与率(source attribution)をい
う。各⾷品由来感染症の病原体の寄与率
(enterohemorrhagic Escherichia coli (Feh), 
Listeria spp.(Fs), Campylobacter 

Jejuni/coli(Fc), Salmonella SPP. (Fs), 

Clostridium Perfringens (Fw), Vibrio 

Parahaemolyticus (Fv), Norvirus (Fn)) は、
2012 年に実施した専⾨家調査の結果 6)

を⽤いた。 
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＜実被害患者数の推計について＞ 
実被害患者数は、ベイズ統計学の考え

⽅に基づき、P と D、F の三つの⽐率を
ベータ分布に従う確率変数と考え、互い
に独⽴と仮定し、数理統計学の基本的な
公式を使って P と D の積、および 3 つ
の積（P×D×F）が従う確率分布を求め
た。実被害患者数の推計は、データ解析
環境 R(4.4.2)の”mc2d パッケージ”を⽤
いて、モンテカルロ法により確率的に不
規則な現象をコンピューター上で再現さ
せ、乱数を発⽣させ、推計した。 
 

各病原因⼦の⾷品由来感染症の実被害
患者数(Xeh, Xl, Xc, Xs, Xw, Xv, Xn)の推
定課程を定式化すると、下記のとおりで
ある。 

 
●enterohemorrhagic Escherichia coli 

Xeh = Peh x Deh-1 x Feh 
●Listeria spp. 

Xl = Pl x Dl-1 x Fl 
●Campylobacter Jejuni/coli 
 Xc = Pc x Dc-1 x Fc 
●Salmonella SPP. 
 Xs = Ps x Ds-1 x Fs 
●Clostridium Perfringens 
 Xw = Pw x Dw-1 x Fw 
●Vibrio Parahaemolyticus 
 Xv = Pv x Dv-1 x Fv 
●Norvirus 
 Xn = Pn x Dn-1 x Fn 
 

２．消費者の⾷品安全意識や知識の活⽤
⼿法について 

2025 年 2 ⽉に株式会社⽇本リサーチ
センターのモニターパネルより、以下の
条件を設定し、性別、年齢、居住地域が
均等割となるように 1000 名抽出し、イ
ンターネット上で調査を実施した。（表
１） 

 
1).年齢・性別：20 代、30 代、40 代、５
0 代、60 代以上、各世代 200 ⼈(男性 100
⼈、⼥性 100 ⼈) 
2).居住地域：北海道・東北地区、関東地
区、中部・北陸地区、近畿地区、中国・
四国地区、九州・沖縄地区 
3).その他：⽉ 2 回以上、外⾷をする消費
者を対象とする。 
 
<調査項⽬＞ 
（１）⾷品安全の意識に関する調査項⽬ 

「強くそう思う」、「そう思う」、「どち
らかというとそう思う」、「どちらかとい
うとそう思わない」、「そう思わない」、「ま
ったくそう思わない」の 6 件法で質問し
た。 
①消費者にとって望ましい遺伝⼦組み換
え技術（アレルギー対策・栄養強化等）
は推進するべきだと思う 
②値段が⾼くても、少しでも安全性の⾼
い⾷品を買いたい 
③飲⾷店で提供されている⾷品は安全だ
と思う 
④農薬や化学肥料を使わない⾷品の⽅が
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安全だと思う 
⑤添加物を使⽤していない⾷品の⽅が安
⼼だ 
⑥輸⼊⾷品より、国産の⾷品の⽅が安全
だと思う。 
 
（２）⾷品安全の⾏動に関する調査項⽬ 

「いつもそうする」、「普段はそうする」、
「半々くらいそうする」、「時々そうする」、
「めったにそうしない」、「⼀度もそうし
たことはない」の 6 件法で質問した。 
①栄養不⾜が気になるので、健康⾷品を
利⽤している 
②栄養が偏らないようにバラエティーに
富んだ⾷品を⾷べるようにしている 
③健康を維持するために、カロリーや塩
分・糖分の取りすぎに気をつけている 
④⾁を切ったまな板で、サラダ⽤(⽣⾷
⽤）の野菜や果物は切らない 
⑤鶏⾁は調理する前に洗う 
⑥要冷蔵・冷凍の⾷品を購⼊したら、で
きるだけ急いで帰宅し冷蔵庫に保存する 
⑦お⾁は中⼼部まで⼗分に加熱して⾷べ
るようにしている 
⑧消費期限を少しでも超えたものは⾷べ
ないで、廃棄する 
⑨⾷品安全に関する情報を積極的に⼊⼿
する。 
⑩感染症予防のために、帰宅後は、うが
い・⼿洗いをする 
 
（３）⾷品安全の知識に関する調査項⽬ 

選択肢として、「正しい」、「間違ってい

る」、「わからない」をおき、質問した。 
①野菜による腸管出⾎性⼤腸菌⾷中毒が
発⽣している 
②⿃刺しによるカンピロバクター⾷中毒
が発⽣している 
③カンピロバクター⾷中毒の後遺症で、
ギランバレー症候群を発症することがあ
る。 
④HACCP による衛⽣⼿法の考え⽅を導
⼊していない飲⾷店がある 
⑤賞味期限は⾷品の安全性を判断するた
めのものである 
 

また、2018 年の⾷品衛⽣法改正におい
て⾷品衛⽣管理⼿法として法的に義務化
され、2021 年 6 ⽉に完全施⾏された
HACCP による衛⽣管理⼿法について、
「聞いたことがない」、「聞いたことはあ
るが内容は知らない」、「内容は知ってい
る」、「HACCP プランに沿って仕事をし
たことがある」、「HACCP プランを作成
したことがある」という選択肢をおき、
質問した。 
 
（４）⾷中毒経験について 

⾷中毒経験について、差昨年 1 年間で
⾷中毒症状を⽰したことがあるか、また、
⾷中毒症状を⽰した際に医療機関を受診
したことがあるか、さらに、医療機関を
受診した際に検便を実施したかについて
質問した。 
 
（５）「⿃刺し」の⾷⾏動に関する調査 
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⿃刺しの⾷⾏動について、昨年 1 年間
で⾷した回数を「毎⽇」、「週 5 から 6 回」、
「週３から 4 回」、「週 1 から 2 回」、「⽉
に 2 から 3 回」、「⽉に 1 回」、「それ以下」
の選択肢をおき、質問した。また、国が
⽰したガイドラインに従って衛⽣的に製
造されていることが表⽰されている場合
に、いくらまでなら⿃刺しを買っても良
いと思うかについて、「通常価格の５０％
ならば半額、２００％ならば２倍です。」
と提⽰し、０％から 200%までをプルダ
ウンで作成し、⼀つを選択させ、「⿃刺し」
に関する⽀払意思額を調査した。 
 
（６）選択型コンジョイント分析に関す
る調査項⽬ 

⾷中毒に関する情報(参考１)提⽰する
グループと提⽰しないグループに分け、
⼀⼈当たり、計 9 回実施する。3 つのコ
ンジョイントプロファイルと「どちらも
選択しない」を加えた 4 つの選択肢とす
る。8 回までの組み合わせはコンジョイ
ントプロファイルからランダムに実施し、
9 回⽬は 4 回⽬提⽰及び 5 回⽬提⽰と同
じプロファイルを 1/2 の確率で出現する
ようにランダムに提⽰する。 

コンジョイントプロファイルは、4 属
性、8 ⽔準(最⼤)として実施した。 
１）最寄駅からの距離(徒歩、1 分以内、
5 分以内、10 分以内、20 分以内) 
２）コース料理の価格（3,000 円から
10,000 円まで、1,000 円間隔で提⽰） 
３）HACCP による衛⽣管理の提⽰有無 

４）フードロス対策の提⽰の有無) 
 
<調査結果の分析⼿法＞ 
（１）から（５）の調査結果の分析は、
SPSS.ver.28 を⽤いて実施した。 

選択型コンジョイントによる HACCP
による衛⽣管理⼿法の評価に関する分析
は 、 条 件 付 き ロ ジ ッ ト ・ モ デ ル
(conditional logit model)7)により⾏い、
データ解析環境 R(4.4.2)の sirvoval パッ
ケージに含まれる関数 clogit( )(Lumley 
2006)を⽤いた。選択肢集合において、
「どちらも選ばない」選択肢の確定効⽤
Vd を基準（Vd=0）として、選択肢 A と
選択肢 B、選択肢 C の各確定効⽤ Va、
Vb、Vc は以下のように設定する。 
 
VA = ASC + BpPRICEA + BwWALKA 
+BhHACCPA +BlLOSSA 

VB = ASC + BpPRICEB + BwWALKB 
+BhHACCPB +BlLOSSB 

VC = ASC + BpPRICEC + BwWALKC 
+BhHACCPC +BlLOSSC 

 
PRICEi (i=A,B,C)と Bp はコース料理の
価格（円）とその係数、WALKi (i=A,B,C)
と Bw は駅からの徒歩の時間（分）とそ
の係数、 HACCPi (i=A,B,C)と Bh は
HACCP 対応表⽰の有無を表すダミー変
数(1:あり、2:なし)とその係数、LOSSi 
(i=A,B,C)と Bl は⾷品ロス対策の有無を
表すダミー変数(1:あり、2:なし)とその
係数である。選択肢 A，B，C は、価格、
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駅からの徒歩の時間、HACCP 対応の表
⽰の有無、⾷品ロス対策の有無以外の点
では同等と仮定する。そのため、選択肢
A，B，C で価格、駅からの徒歩の時間、
HACCP 対応の表⽰の有無、⾷品ロス対
策の有無に対する消費者の評価が変化す
るとは考えられず、ここでは選択肢１，
２，３で共通する変数の係数は等しいと
いう制約を課す。 
変数 ASC は選択肢固有定数であり、「ど
ちらも選択しない」を選んだ時を基準
（０）として、選択肢 A，B，C の時に
「１」の値をとるように設定している。 
 

また、⾮価格属性が回答者からみてど
の程度の経済価値を持つかを貨幣単位で
あらわした限界⽀払意思額を算出した。
⾮価格属性変数の限界⽀払意思額は、⾮
価格属性変数が 1 単位変化した時の評価
額を表し、⾮価格属性変数の係数推定値
を価格属性変数の係数推定値で除して
「-1」を乗ずることで得られる。⾮価格
属性として HACCP による衛⽣管理の提
⽰に対する消費者の評価額は以下のとお
りである。 

 
HACCP 提⽰による消費者評価額 
= -1 x（HACCP の係数/価格の係数） 

 
さらに、確定効⽤を導き出すモデルの

尤もらしさを確認するために、「すべての
係数推定値が０である」を帰無仮説とし
た尤度⽐検定(Likelihood ratio test)を⾏

った。有意⽔準を 5%とした場合、p≦
0.05 であれば、帰無仮説は棄却できる。 
 
令和 7 年度 
１．⾷品由来感染症の実被害患者の推計
について 

（１）医科レセプト情報 1）について 
医科レセプト情報による推計の可能性

を検証するため、2018 年 1 ⽉から 2023
年 12 ⽉の⾷品由来疾患（63 疾患）に関
する匿名医療保険等関連情報データベー
スの利⽤申請⾏い、⾷品由来感染症に関
連する医科レセプト情報を⼊⼿した。 

 
（２）医科レセプト情報における⾷品由
来感染症の特徴について 
１）⾷品由来感染症の選定 

2018 年から 2023 年の医科レセプトデ
ータを⽤いた⾷品由来感染症(病原体：
enterohemorrhagic Escherichia coli 、
Campylobacter Jejuni/coli 、 Salmonella 
SPP.、Norvirus、ロタウイルス)、及びギ
ランバレー症候群(カンピロバクター感
染後に 0.03%(95%UI:0.02-0.06%)の割
合で発症すると報告 2)されているギラン
バレー症候群について、性別、年齢別の
患者状況を分析することとした。 
 
２）医療機関における検査実施率につい
て 
医科レセプトデータの疑い事例で報告さ
れている患者数から、医療機関における
検査実施率を検証した。 
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４）調査結果の分析⼿法 
データ解析は、SPSS.ver.30 と Excel for 
microsoft365 を⽤いて実施した。 

 

C. 結果 

令和 5 年度 

１．⽇本における⾷品由来感染症対策に
ついて 

⾷の安全確保にかかる法律には，「⾷品
安全基本法」，「⾷品衛⽣法」，「と畜場法」，
「⾷⿃処理の事業の規制及び⾷⿃検査に
関する法律」等があるが、⾷中毒発⽣時
には⾷品衛⽣法に基づき，厚⽣労働省及
び都道府県，保健所を設置する市及び特
別区が原因究明を⾏い、被害拡⼤防⽌及
び再発防⽌対策を実施する。 
（１）⾷品衛⽣法の改正 

⾷品衛⽣法は、2003 年及び 2018 年に
社会状況を踏まえて⾷品の安全確保体制
を強化するために法律全体を⾒直す改正
が⾏われた。2003 年の改正では堺市学童
集団下痢症事件、雪印乳業⾷中毒事件な
どの⼤規模・広域⾷中毒が顕在化してい
ることから、危害の発⽣防⽌上緊急を要
する場合には厚⽣労働⼤⾂が都道府県知
事等に対し、期限を定めて⾷中毒の原因
調査の結果を報告するように求めること
ができることとし、健康危機管理の観点
からの都道府県等の⾷中毒対応への国の
関与を明確化するなど⾷中毒等飲⾷に起
因する事故への対応が強化され、2018 年
の⾷品衛⽣法の改正では⼤規模⼜は広域

におよぶ「⾷中毒」への対策を強化する
ため、新たに「広域連携協議会」を設置
し、この協議会を活⽤して国や都道府県
等が相互に連携・協⼒し、迅速に対応し、
⼤規模⼜は広域的な⾷中毒の発⽣・拡⼤
防⽌が諮られた。 
 
（２）厚⽣労働省から発出される通知 

⼤規模⾷中毒発⽣時などには厚⽣労働
省から都道府県等に通知が発出され、必
要に応じて、規格基準の改正などを⾏い、
再発防⽌が図られている。1996 年以降に
発⽣した主な⾷中毒事例を病因物質別に
整理し、厚⽣労働省の対応(政省令の改正、
ガイドラインの制定、通知の発出など)
を表１に⽰した。特に、腸管出⾎性⼤腸
菌感染症については、様々な対策が図ら
れ、2021 年には各都道府県における遺伝
⼦検査⼿法を統⼀化し、解析を進めるこ
ととされた。具体的には、全ての菌株の
遺伝⼦型別の検査について、反復配列多
型解析法(MLVA)が導⼊されることとな
った。表１に⽰した対応以外にも、リス
テリア・モノサイトゲネスによる⾷中毒
について、1989 年にはソフト及びセミソ
フトタイプのナチュラルチーズの監視強
化、及び 1993 年には乳及び乳製品のリ
ステリアの汚染防⽌対策強化に関する通
知を発出していた。また、A 型肝炎ウイ
ルスによる⾷中毒の散発事例対応のため、
2002 年に糞便中及び⾷品中の A 型肝炎
ウイルスの検査法について都道府県等に
通知をしていた。 
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（３）⾷品由来感染症の実被害患者の推
計 

⾷品由来感染症対策を⾏う上で、国内
での⾷品由来感染症の発⽣状況を正確に
把握する必要がある。その発⽣状況は、
現在、「⾷品衛⽣法」と「感染症の予防及
び感染症の患者の医療に関する法律(以
下、「感染症法」)に基づいて把握されて
いる。⾷品衛⽣法では、各都道府県にお
いて⾷中毒として対応した事例が収集さ
れ、感染症法では三類感染症に分類され
ているコレラ、細菌性⾚痢、腸管出⾎性
⼤腸菌感染症、腸チフス、パラチフス及
び四類感染症に分類されている E 型肝炎、
A 型肝炎、ボツリヌス症は発⽣症例全て
が収集され、五類感染症に分類されてい
る感染性胃腸炎は⼩児科定点から発⽣症
例が報告されている。以上のように、⾷
品衛⽣法及び感染症法により全ての⾷品
由来感染症の患者が把握されていないこ
とから、本研究において⺠間検査機関の
検査データを活⽤して実被害患者の推計
が⾏われているが、3 つの病原体(腸炎ビ
ブリオ、サルモネラ属菌、腸管出⾎性⼤
腸菌)の推計にとどまっている。そこで、
医科レセプト情報を活⽤した⾷品由来疾
患の推計を試みることとした。医科レセ
プト情報による推計の可能性を検証する
ため、2018 年 1 ⽉から 2023 年 12 ⽉の
⾷品由来疾患（63 疾患）に関する匿名医
療保険等関連情報データベースの利⽤申
請⾏い（2023 年 6 ⽉ 13 ⽇）、10 ⽉ 13
⽇に承諾通知書を受理した。 

 

２．諸外国における⾷品由来感染症対策
について 

⽇本では、腸管出⾎性⼤腸菌の検査⼿
法として 2021 年に反復配列多計解析法
（MLVA 法）が導⼊された。欧⽶では、
全ゲノムシークエンシング法（WGS 法）
が導⼊され、⾷品由来感染疾患のアウト
ブレイクの調査が⾏われている。国⽴医
薬品⾷品衛⽣研究所が発⾏している⾷品
安全情報(2010 年から 2023 年)より、
WGS 法により対応した主な⾷品由来感
染症アウトブレイクを抽出した(表 2-1、
表 2-2)。欧⽶における WGS 法の導⼊状
況は以下のとおりである。 
 
（１）⽶国 

⽶国では、1997 年に⾷品由来疾患サー
ベイランスのための分⼦⽣物学的タイピ
ング全⽶ネットワーク（PulseNet）を構
築し、⾷品由来疾患アウトブレイクの共
通感染源の早期探知に貢献するとともに、
調査法の改⾰に効果を上げている。⽶国
CDC は、20 周年を迎えた 2016 年に
PulseNet の活動に関する経済学的評価
を⾏い、PulseNet により毎年少なくとも
計 27 万⼈のサルモネラ、⼤腸菌および
リステリア感染が予防され、その結果、
推定 5 億ドルの経費が節減されることが
⽰唆されていると公表した 12)。また、
2013 年には⾷品由来病原菌であるリス
テリアの感染アウトブレイクの探知に全
ゲノムシークエンシング法（WGS： 
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Wole genome sequencing）の使⽤を開始
し、成果を上げている。その後、各州の
公衆衛⽣検査機関での PulseNet の業務
に WGS の使⽤が急速に拡⼤しており、
他の⾷品由来病原菌（カンピロバクター、
⼤腸菌およびサルモネラなど）の検査に
も WGS 法が導⼊されている。 
(2)欧州 

欧州においては、2016 年に欧州疾病予
防 セ ン タ ー (European Center for 
Diseases Contol)が、微⽣物の遺伝⼦型タ
イピング技術に変わって、活⽤されるよ
うになってきた全ゲノムシークエンシン
グ（WGS）法は、病原体のより正確な特
定、感染経路の追跡などに有⽤であるが、
①シークエンシング⽤の機器の違い、②
シークエンシング結果の機関間⽐較可能
性、③バイオインフォマティクス関連の
標準的な処理技術の⽋如、④WGS 法に
よって特定された株の命名法の明確化、
⑤既存のタイピング技術により得られた
結果との⽐較可能性、⑥疫学データやゲ
ノム配列データを公衆衛⽣政策決定にと
って有意義な情報に変換すること、⑦
WGS 技術の利⽤可能性は、EU 加盟国間
でも各国内でも異なっていることなど、
多くの課題があることを報告した 13）。そ
の上で、ECDC は、EU 加盟国が従来の
技術から WGS 法に転換することを⽀援
し、WGS 法が全国レベルおよび EU レ
ベルのサーベイランスの連続性を損なう
ことなく導⼊されるようにするため、①
WGS 法関連の公衆衛⽣プログラムをリ

ストアップし、関係者との協⼒関係を構
築する、②微⽣物学的データと疫学デー
タの統合解析を主導する、③WGS 法に
もとづくサーベイランス⼿法のガイダン
スおよび妥当性確認を⾏う、④選ばれた
少数のパイロット実施調査の⽴案、実⾏、
および評価を⾏うことを表明した。 

また、2021 年に欧州⾷品安全機関
(European Food Safety Authority: 
EFSA)は、フードチェーンにおいて計画
的に使⽤される微⽣物の全ゲノムシーク
エンシング（WGS）解析の実施⽅法と精
度の基準・閾値に関する要件などに関す
る意⾒書を発表した 14)。 
（３）PulseNet International（⾷品由来
疾患サーベイランスのための分⼦⽣物学
的サブタイピング国際ネットワーク） 

PulseNet International には、アフリカ、
アジア太平洋、カナダ、欧州、ラテンア
メリカ・カリブ海、中東、および⽶国か
ら、国および地域の検査機関ネットワー
ク が 参 加 し て い る 。 PulseNet 
International は、2017 年に国際的な⾷品
由来疾患サーベイランスのために全ゲノ
ムシークエンシング（WGS）法を推進す
る意向を⽰した 15)。 
 
３．⾷品安全対策の優先順位付けに⽤い
られる指標について 

2003 年に制定された⾷品安全基本法
において、国、地⽅公共団体、⾷品等事
業者、および消費者の責務が明記されて
いる。国及び地⽅公共団体、⽣産者、加
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⼯業者、⼩売業者などを含む⾷品関連事
業者、及び消費者の取り組みによって、
⾷の安全を確保している。つまり、⾷品
関連事業者等は、それぞれが⽣産、製造、
販売している⾷品について、⼈への健康
被害に関連するハザードの管理やその管
理のモニタリングなどを実施する責務を
負う。安全な⾷品が提供されていない場
合に健康上の被害（健康に⽣きる年数の
損失など）を被る消費者は安全な⾷品が
提供される⽅策がとられているかに関⼼
を向け、意⾒することが求められている。
また、国は、⾷品の安全性の確保に関す
る施策を総合的に策定し、実施する責務
を有し、地⽅公共団体は、⾷品の安全性
の確保に関し、国との適切な役割分担を
踏まえて、その地⽅公共団体の区域の⾃
然的経済的社会的諸条件に応じた施策を
策定し、及び実施する責務を有している。 

国は限られた政府予算を効果的に配分
するために、対策の優先順位付けをする
必 要 が あ る 。 ⾷ 品 安 全 経 済 学 (Food 
Safety Economics)分野の⽂献調査にお
いて、対策決定に影響を与える要素とし
て、①社会に対する損失の⼤きさ、②⾷
品等事業者における⾷品衛⽣管理への取
り組み状況、③⾷品安全⾏政に対する消
費者の態度、④安全な⾷品に対する消費
者の⽀払い意思額などがあることが抽出
された。また、規格基準に適合しない⾷
品の流通は⾷品等事業者(⽣産者、加⼯業
者、⼩売店など)だけでなく、社会にも多
⼤な損失を⽣むことがあり、⾷品由来疾

患の経済的影響は、社会の観点や消費者
の観点など、様々な観点から計算するこ
とができ、これらの観点に応じてさまざ
まなコスト項⽬が発⽣する。このような
⾷品安全に関する経済分析は対策の選定
や⾷品安全への取り組み強化を促進させ
るために活⽤可能であることが確認され
た 16)。 
（１）社会に対する損失の⼤きさを表す
指標 

「社会に対する損失の⼤きさ」は、⼈
の健康に悪影響をもたらす可能性のある
ハザードを含む⾷品が社会にもたらす損
失であり、様々な観点から推計できる。
⾷品安全上の問題による社会的損失を推
計した諸外国の論⽂を分析した結果、
DALYs、QULYs、COI 等が社会的損失
を⽰す指標として使⽤されていた。 
 
①障害調整⽣存年(Disability Adjusted 
Life Years: DALYs) 

DALYs は早死により失われる⽣存年
数と障害を抱えて⽣きた年数の輪である。
1DALY とは、1 年間の健康な⽣活が失わ
れ た こ と を あ ら わ す 。 世 界 保 健 機 関
（WHO）が設⽴した⾷品由来疾患負荷
疫学リファレンスグループ(Foodborne 
Disease Burden Epidemiology Reference 
Group: FERG)では⾷品由来疾患の世界
的負荷を DALY で⽰した。 
②質調整⽣存年（Quality Adjusted Life 
Years: QULYs） 

QULYs は、⾷品中の⾷品安全ハザー
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ドの存在を予防または軽減する措置によ
って⽣み出された⽣活の質と量を考慮し
ている。1QALY は完全な健康状態での 1
年をあらわす。 
③疾病費⽤（cost-of-illness: COI） 

COI は、⾷品由来疾患の期間中のコス
トを推定する。直接的な費⽤としては⼊
院費、薬剤費、医療機関に受診する際の
交通費などがあり、間接的な費⽤として
は⽋勤などによる損失が考慮される。
COI の推計には多くのデータを必要と
する。 
 

社会に対する損失は、医療、⽣産性損
失、⽣活の質、および死亡に関連する経
費が含まれることから、施策の評価指標
としても有⽤であると考える。⾷品由来
疾 患 の 疾 病 負 荷 に 関 す る 研 究 は 、
WHO/FERG の フ ォ ロ ー ア ッ プ 研 究
17),18)があるが、その他、台湾の⾷品由来
疾患による疾病負荷の推定 19)、フランス
の⾚⾝⾁消費 20)、ルワンダの⾷品由来疾
患 21)、ドイツのカンピロバクターに関連
する研究 22)がある。また、QALY を⽤い
た研究には、⽶国の⾷品由来疾患の 14
種類の病原体に関する研究 23)があり、
COI は⽶国の鶏⾁と家禽関連疾病の病
原体当たりの経済コストに関する推定に
使⽤した研究があった 24)。 
（２）⾷品安全問題の経済的影響評価事
例 

⼈への健康影響が確認された⾷品はリ
コールの対象となり、⽣産者、製造者、

流通業者を含む⾷品等事業者に多⼤な経
済的損失を引き起こす。その経済的損失
は⾷品のリコールに関連する経費のみで
はなく、規制遵守のための経費、汚染原
因を特定するための経費、再発防⽌のた
めの経費、⼯場閉鎖のための経費、製造
物責任を果たすための経費、信頼失墜に
よる市場への⻑期的な影響による損失な
どが考えられる。また、問題となった⾷
品に関連する⾷品に間接的な損失をもた
らすこともある。⾷品安全を脅かす事例
による経済的損失の発⽣を防ぐには、安
全な⾷品の流通を保証することが重要で
ある。安全な⾷品の流通を保証するため
の予防対策経費の費⽤対効果分析は、⾷
品等事業者における⾷品安全性の向上の
取り組みを強化させるうえで有⽤なツー
ルである。諸外国における⾷品安全予防
対策の費⽤対効果分析等に関する⽂献調
査の結果、以下の研究が確認された。 
①⽶国 

⽶国では、⾷品由来疾患による製品リ
コールや訴訟コストなどの直接的損失を
推計した論⽂ 25)、⾁及び家禽製品に関連
する疾患の経済的負荷を評価するために
⾷品寄与率モデル、疾病発⽣率モデル、
および経済的疾病費⽤モデルを組み合わ
せて解析を⾏った論⽂ 26)、PulseNet (A 
Network for Foodborne Disease 
Surveillance) により回避された疾患数
を評価するために、疾患モデルと経済モ
デルによる解析を⾏った論⽂ 27)、⾷品由
来疾患の経済的負荷を推計する論⽂ 28)
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などが公表されている。 
②欧州 

デンマークでは、7 種類の腸内病原体
（4 種類の腸内細菌：サルモネラ属菌、
カンピロバクター属菌、腸炎エルシニア
（Yersinia enterocolitica）、志賀毒素産⽣
性⼤腸菌（STEC）; 2 種類のウイルス：
ノロウイルス、A 型肝炎ウイルス（hepA）; 
およびリステリア・モノサイトゲネスに
起因する疾病負荷(DALYs)と経済的負
担(疾病費⽤)を推計し、公表している 29）。 

オランダでは、シミュレーションモデ
ルを使⽤して、豚⾁チェーンにおけるサ
ルモネラ属菌に対する様々な管理⼿段の
経済的及び疫学的影響を評価する論⽂を
公表している 30)。 
 
令和 6 年度 

１．⾷品由来感染症の実被害患者の推計
について、 

医療機関受診率（表２）及び⾷品寄与
率（表３）より、⾷品由来感染症の実被
害患者数（表４）を推計した。推計患者
数 を 病 原 体 ご と に み る と 、
enterohemorrhagic Escherichia coli は
2248.7 ⼈(2021 年)から 3392.3 ⼈(2018
年)であり、 Listeria spp.は 95 ⼈(2022
年 ) か ら 120 ⼈ (2020 年 ) で あ り 、 
Campylobacter Jejuni/coli は 51881.8 ⼈
(2021 年)から 63229.6 ⼈(2020 年)であ
り、Salmonella SPP.は、11390.0 ⼈(2021
年)から 14194 ⼈(2023 年)であり、 
Clostridium Perfringens は 178 ⼈(2020

年)から 223.7 ⼈(2021 年)であり、Vibrio 
Parahaemolyticus は 265.4 ⼈(2022 年)
から 527.9 ⼈(2018 年)であり、 Norvirus
は 36456 ⼈(2022 年)から 66264.6 ⼈
(2019 年)であった。 
 
２．消費者の⾷品安全意識や知識の活⽤
⼿法について 
（１）⾷品安全に関する意識について 

図１及び図２に、⾷品安全に関する意
識に関する結果を男⼥及び年齢別に⽰し
た。 
「消費者にとって望ましい遺伝⼦組み換
え技術（アレルギー対策・栄養強化等）
は推進するべきだと思う」、「値段が⾼く
ても、少しでも安全性の⾼い⾷品を買い
たい」、「飲⾷店で提供されている⾷品は
安全だと思う」「農薬や化学肥料を使わな
い⾷品の⽅が安全だと思う」「添加物を使
⽤していない⾷品の⽅が安⼼だ」「輸⼊⾷
品より、国産の⾷品の⽅が安全だと思
う。」について、男性、⼥性ともいずれの
質問にも半数以上は「どちらかというと
そう思う」「そう思う」「強くそう思う」
を選択している回答者の合計(以下、「そ
う思うというグループ」とする）を選ん
でいる。年代別にみてもほとんどの質問
について半数以上はそう思うというグル
ープの選択肢であったが、「消費者にとっ
て望ましい遺伝⼦組み換え技術は推進す
べきだと思う」は 40 歳代(94 ⼈)と 60 歳
代(72 ⼈)で半数以下であり、「飲⾷店で
提供されている⾷品は安全だと思う」は
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50 歳代(86 ⼈)で半数以下であった。 
 

（２）⾷品安全に関する⾏動について 
図３、図４に、⾷品安全に関する⾏動

に関する結果を男⼥別、年齢別に⽰した。 
「栄養不⾜が気になるので、健康⾷品を
利⽤している」については、「いつもそう
する」、「普段はそうする」「半々くらいそ
うする」(以下、「そうするグループ」と
する)は男性（133 ⼈）、⼥性（116 ⼈）
と最も少なく、次いで、「鶏⾁は調理する
前に洗う」のそうするグループは⼥性
（123 ⼈）、男性（156 ⼈）であった。ま
た、「⾁を切ったまな板で、サラダ⽤（⽣
⾷⽤）の野菜や果物は切らない」のそう
するグループの⼥性は 387 ⼈であり、「要
冷蔵・冷凍の⾷品を購⼊したら、できる
だけ急いで帰宅し冷蔵庫に保存する」の
そうするグループの⼥性は 397 ⼈であり、
「お⾁は中⼼部まで⼗分に加熱して⾷べ
るようにしている」のそうするグループ
の⼥性は 435 ⼈であり、男性より⼥性の
⽅が多かった。年代別にみると、「鶏⾁は
調理する前に洗う」のそうするグループ
は 20 歳代が最も多く 72 ⼈であり、「お
⾁は中⼼部まで加熱して⾷べるようにし
ている」のそうするグルプは 20 歳代が
最も少なく 139 ⼈だった。また、「栄養
不⾜が気になるので、健康⾷品を利⽤し
ている」のそうするグループについては
60 歳代（30 ⼈）が最も少なかった。 
 
（３）⾷品安全に関する知識について 

図５、図６に、⾷品安全に関する知識
の結果を男⼥別、年齢別に⽰した。 
「野菜による腸管出⾎性⼤腸菌⾷中毒が
発⽣している」の正答率は、20％程度(男
性 22.8％、⼥性 18.4％)であり、「⿃刺し
によるカンピロバクター⾷中毒が発⽣し
ている」の正答率は 50％(男性 48.2％、
⼥性 52.2％)であった。「HACCP による
衛⽣⼿法の考え⽅を導⼊していない飲⾷
店がある」の正答率は男性 10.6％、⼥性
4.8%と最も低かった。また、年代別の正
答率を⾒ると、「HACCP による衛⽣管理
⼿法の考え⽅を導⼊していない飲⾷店が
ある」の正答率は 20 歳代で 13.5％、60
歳代で 4.0％と年代が⾼いほど低い傾向
にあり、「賞味期限は⾷品の安全性を判断
するための者である」の正答率は 20 歳
代で 32.0%と最も低かった。 
 
（４）HACCP による衛⽣管理⼿法に関
する知識と経験について 
表 5 に HACCP による衛⽣管理⼿法に
関する知識と経験を⽰した。 
HACCP による衛⽣管理について、「聞い
たことがない」、「聞いたことはあるが内
容は知らない」は合計で 86.7%であり、
「内容は知っている」、「HACCP プラン
に 沿 っ て 仕 事 を し た こ と が あ る 」、
「HACCP プランを作成したことがあ
る」の合計は 13.3%であった。 
 
（５）⾷中毒の有無について 

⾷中毒経験の有無について、表 6，7，
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8 に⽰した。 
昨年 1 年間で、⾷中毒症状を⽰したこ

とのある経験回答者は 73 ⼈あり、うち
「必ず医療機関を受診した」、「医療機関
を受診したこともあった」の合計は 54
⼈、医療機関での検便検査については「必
ず医療機関で検便を実施した」と「医療
機関で検便県を実施たこともあった」の
合計は 44 ⼈であった。 
 
（６）⿃刺しの⾷⾏動について 

図７に⿃刺しの⾷⾏動について、男⼥
別、年齢別、地域別に⽰した。 

⾷べないという⽅の割合は、性別で⾒
ると⼥性(78.9％)が男性(64.4％)と低く、
年代別で⾒ると 60 歳代(84.0％)と最も
⾼かった。地域別では、関⻄(63.5％)、
中国・四国・九州・沖縄（62.5%）より、
北海道・東北(84%)、関東(75.5％)、中
部・北陸(78%)が低い傾向を⽰した。ま
た、HACCP の知識・経験と⿃刺しの⾷
⾏動についてみると、「聞いたことがな
い」、「聞いたことはあるが内容は知らな
い」のグループでは⾷べないの合計は
76.1％であり、「内容は知っている」、
「HACCP プランに沿って仕事をしたこ
とがある」、「HACCP プランを作成した
ことがある」の合計は 45.8％であった(表
9)。 

また、国が⽰したガイドラインに従っ
て衛⽣的に製造されていることが表⽰さ
れている場合に、いくらまでなら⿃刺し
を買っても良いと思うかについて、「通常

価格の５０％ならば半額、２００％なら
ば２倍です。」と提⽰したところ、「⾷べ
ない」を選択したグループで 31.6%が価
格によっては購⼊する選択した。そのう
ち、通常の価格よりも⾼い価格を選択し
たのは 4％であった(図８)。 
 
（６）選択型コンジョイント分析につい
て 

⾷中毒に関する情報を受けたグループ
で、プラスの係数推定値を持つのは変数
HACCP(1.27)、マイナスの係数推定値を
持つのは変数価格(-0.00029)、変数距離
の 提 ⽰ (-0.04044) で あ り (p ≦ 0.05) 。
HACCP による衛⽣管理を提⽰している
飲⾷店を選択する⽅が提⽰していない飲
⾷店を選択するよりも消費者の効⽤は⾼
くなるという結果であった。また、価格
が低く、駅からの近いほど消費者に望ま
し い と い う 結 果 が 得 ら れ た 。 な お 、
HACCP による衛⽣管理を実施している
ことを提⽰することに対する消費者の評
価額は 4,368.7 円であり、消費者にとっ
て 4,368.7 円経済的価値が上がるという
結果だった(表 10)。 

⾷中毒に関する情報を受けていないグ
ループで、プラスの係数推定値を持つの
は変数 HACCP(1.111)、マイナスの係数
推定値を持つのは変数価格(-0.00031)、
変数距離の提⽰(-0.03926)であり(p≦
0.05)。HACCP による衛⽣管理を提⽰し
ている飲⾷店を選択する⽅が提⽰してい
ない飲⾷店を選択するよりも消費者の効
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⽤は⾼くなるという結果であった。また、
価格が低く、駅からの近いほど消費者に
望ましいという結果が得られた。なお、
HACCP による衛⽣管理を実施している
ことを提⽰することに対する消費者の評
価額は 3,597.7 円であり、消費者にとっ
て 3,597.7 円経済的価値が上がるという
結果だった(表 11)。 

HACCP の知識・経験が⾼い回答者の
確定効⽤の推定値をみると、プラスの係
数 推 定 値 を 持 つ の は 変 数
HACCP(0.4126)、マイナスの係数推定値
を持つのは変数価格(-0.0003)、変数距離
(-0.04007) の 提 ⽰ で あ り (p ≦ 0.05) 。
HACCP による衛⽣管理を提⽰している
飲⾷店を選択する⽅が提⽰していない飲
⾷店を選択するよりも消費者の効⽤は⾼
くなるという結果であった。また、価格
が低く、駅からの近いほど消費者に望ま
し い と い う 結 果 が 得 ら れ た 。 な お 、
HACCP による衛⽣管理を実施している
ことを提⽰することに対する消費者の評
価額は 1,374.8 円であり、消費者にとっ
て 1,374.8 円経済的価値があがるという
結果だった(表 12)。 

HACCP の知識・経験が⾼い回答者の
確 定 効 ⽤ の 推 定 値 を み る と 、 変 数
HACCP(-0.4126)、変数価格(-0.0003)、
変数距離(-0.04007)がすべてマイナスの
係数推定値であった(p≦0.05)。HACCP
による衛⽣管理を提⽰している飲⾷店を
選択する⽅が提⽰していない飲⾷店を選
択するよりも消費者の効⽤は低くなると

いう結果であった。また、価格が低く、
駅からの近いほど消費者に望ましいとい
う結果が得られた。なお、HACCP によ
る衛⽣管理を実施していることを提⽰す
ることに対する消費者の評価額は 137.4
円であり、消費者にとって 137.4 円経済
的価値が下がるという結果だった。(表
13) 
 

令和 7 年度 

１．医科レセプトデータを⽤いた⾷品由
来感染症の特徴について 
(1)Salmonella SPP.(表１)について 
・性別による違いをみると、各年とも⼥
性の患者数が多い傾向にあるが有意な差
は認めらなかった。 
・年齢による違いでは、各年とも 0-9 歳
で患者数が多く、いったん減少するもの
の、20-24 で増加する傾向が認められた。 
(2)Campylobacter Jejuni/coli(表２)とギ
ランバレー症候群(表６)について 
・各年ともに⼥性よりも男性の患者数が
有意に⾼かった（p<0.05）。 
・年齢による違いでは、5 歳から 14 歳に
かけて上昇傾向にあるが、15-19 で減少
し、20-24 歳で増加し、のちは減少した。
⼀⽅、ギランバレー症候群については、
各年どもに、年齢が上昇すると患者数が
増加する傾向が⽰された。 
・ギランバレー症候群の各年の患者数の
増減はカンピロバクター腸炎患者数の変
動と同様の動きをしていた。 
(3)enterohemorrhagic Escherichia 
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coli(表３)について 
・各年とも⼥性の患者数が多いが、有意
差(p<0.05)が認めれたのは 2021 年のみ
であった。 
・年齢による違いをみると、各年とも 0-9
歳が最も多く、いったん減少するものの、
20-24 歳で増加し、80 歳以上で再び増加
した。 
 
(4)Norvirus(表４)について 
・各年ともに⼥性の患者数が多い傾向に
はあるが、有意差(p<0.05)は認められな
かった。 
・年齢の違いをみると、0-4 歳が最も多
く、その後減少し、80 歳以上で緩やかな
上昇を認めた。 
(6)ロタウイルス感染症(表 5)について 
・男性の患者数が多い傾向にあるが、有
意差(p<0.05)は認めらなかった。 
・0-4 歳が最も多く、その後減少してい
ることを認めた。 
・2020 年に 0-4 歳の患者数は、2021 年
の約 10%に減少した。 
 
２．医療機関における検査実施率につい
て 
(1) Salmonella SPP.について 
2023 年に疑い事例で報告されている患
者数は、3,328 ⼈であった。真正患者と
しての登録は 5,993 ⼈であったことから、
仮に、疑い事例では検査を実施していな
かったと仮定すると、医療機関での検査
率は 64.3%であった。 

(2) Campylobacter Jejuni/coli について 
2023 年に疑い事例で報告されている患
者数は、15,872 ⼈であった。真正患者と
しての登録は 23,105 ⼈であったことか
ら、仮に、疑い事例では検査を実施して
いなかったと仮定すると、医療機関での
検査率は 59.3%であった。 
 

D. 考察 

令和 5 年度 

欧⽶⾷では、全ゲノムシークエンシン
グ法（WGS 法）が導⼊され、⾷品由来
感染疾患のアウトブレイクの調査が⾏わ
れている。⽇本においても国⽴感染症研
究所などにおいて WGS 法による解析は
可能であり、 ⾷品由来疾患サーベイラ
ンスのための分⼦⽣物学的サブタイピン
グ 国 際 ネ ッ ト ワ ー ク (PulseNet 
International) にも参画しているが、多
くの⾷品を輸⼊している⽇本においても、
通常の調査・監視業務において WGS 法
による検査を可能にすることにより⾷品
由来感染症対応を強化することができる
と考える。 

安全な⾷品を提供するための⽅策に関
する費⽤対効果分析結果は、⾷品等事業
者における⾷品安全対策の強化のインセ
ンティブを⾼める要素の⼀つと考える。
例えば、⾷品等事業者の HACCP への取
り組み強化のインセンティブを⾼めるに
は、費⽤対効果分析は有効に活⽤できる
と考える。 

⾷品の安全性に関し、それぞれの利害
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関係者は異なる優先傾向を持つ。つまり、
特定の管理⼿段について、消費者と⾷品
等事業者(⽣産者、製造者、⼩売店など)
は異なる優先傾向を持つ可能性がある。
透明性のある政策決定と利害関係者間の
議論を促進するために、①疾病負荷、市
場への影響、予防と管理に関連するコス
トなどの経済的側⾯、②管理⼿段の使⽤/
実施の容易さなどの技術的側⾯、および
③管理⼿段に対する消費者の意向などの
社会的側⾯からの様々な分析を⾏い、そ
の分析結果を考慮することは⾷品の安全
性を保証するための効果的な予防・管
理・モニタリングプログラムの設計、お
よび関連する政策⽴案における透明性を
⾼めると考える。 
 

令和 6 年度 

１．⾷品由来感染症の実被害患者の推計
について、 

⾷品由来感染症の実被害患者数を推計
した結果と、⾷中毒統計 7)による⾷中毒
患者数（参考２）及び感染症情報 4)によ
る腸管出⾎性⼤腸菌感染症の患者数（参
考３）を⽐較すると、enterohemorrhagic 
Escherichia coli 、 Campylobacter 
Jejuni/coli 、 Salmonella SPP. 、 Vibrio 
Parahaemolyticus 及び Norvirus の推計
患者数は⾷中毒統計や感染症情報の患者
数よりも多く、⾷中毒統計では把握する
ことができない⾷品由来感染症患者がい
る こ と が ⽰ さ れ た が 、 Clostridium 
Perfringens による⾷品由来感染症患者

数 は 、 ⾷ 中 毒 統 計 の ⽅ が 多 く 、
Clostridium Perfringens の感染者の多く
は医療機関を受診しないことが推定され
た。   

また、Listeria spp.による⾷中毒事例の
報告はないが、医科レセプトデータでは
Listeria spp.感染症患者の報告が確認さ
れた。Listeria spp.による感染症の感染経
路は明らかになっていないが、海外の状
況を踏まえれば⾷品媒介である可能性が
⾮常に⾼いと考えるのが妥当であり 8)、
⾷中毒事件として取り上げられていない
事例があることが⽰唆された。厚⽣労働
省のリステリア・モノサイトゲネスに関
する Q＆A9)に⽰されているように、リス
テリア・モノサイトゲネスは、動物の腸
管内や環境中に広く分布している通性嫌
気性芽胞⾮形成グラム陽性の短桿菌であ
り、4℃以下の低温や 12％⾷塩濃度下で
も増殖できるため、喫⾷前に加熱を要さ
ない調理済み⾷品で⽐較的⻑期間低温保
存する⾷品（例えば乳製品や⾷⾁加⼯品
など）が⾷中毒の主な原因となる。健康
な成⼈の場合は、⾮常に⾼度（106cfu/g）
に汚染された⾷品を喫⾷することにより
発症する可能性があり、⾼齢者や免疫機
能が低下している⼈はより少ない菌量で
も発症することがあり、髄膜炎や敗⾎症
等の重篤な症状に陥ることもある。また、
妊婦の場合、⺟体が重篤な症状になるこ
とはまれであるが、胎児・新⽣児に感染
による影響が出ることがあるので、⾷品
衛⽣管理の徹底により汚染を防ぐことが
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重要である。 
コロナウイルス感染症対応が強化され

た 2020 年と 2021 年、2022 年とその前
後年の患者数の発⽣状況をみると、ノロ
ウイルスによる⾷品由来感染症患者数は
明らかに少ないが、そのほかの病原体に
よる⾷品由来感染者数については⼤きな
変化は確認されなかった。 
 
２．消費者の⾷品安全意識や知識の活⽤
⼿法について 

⾷品安全に関する意識については、性
別による⼤きな違いは確認されなかった
が、「輸⼊⾷品より、国産の⾷品の⽅が安
全だと思う。」については⼥性の⽅が男性
より、また、年齢層が⾼くなるほど、「ど
ちらかというとそう思う」「そう思う」「強
くそう思う」を選択する傾向が確認され
た。 

令和 5 年の⾷品安全委員会の⾷品安全
モニター調査 10)で⽰されているいわゆ
る健康⾷品について「とても不安に感じ
る」「ある程度不安に感じる」は 63.6%
であったが、本調査においても、、「栄養
不⾜が気になるので、健康⾷品を利⽤し
ている」については、「いつもそうする」、
「普段はそうする」「半々くらいそうす
る」(以下、「そうするグループ」とする)
の割合が最も少なかった。本調査のみで
は過去の傾向と⽐較はできないが、2024
年度に発⽣した紅麹サプリの⾷品安全問
題が影響していることが⽰唆された。「鶏
⾁は調理する前に洗う」「⾁を切ったまな

板で、サラダ⽤（⽣⾷⽤）の野菜や果物
は切らない」「要冷蔵・冷凍の⾷品を購⼊
したら、できるだけ急いで帰宅し冷蔵庫
に保存する」「お⾁は中⼼部まで⼗分に加
熱して⾷べるようにしている」などの回
答状況から、調理に従事しているほど⾷
中毒予防⾏動をとっていることが⽰唆さ
れた。 
 

⾷品安全に関する知識については、
HACCP による衛⽣管理⼿法は 2021 年 6
⽉に完全施⾏されたが、「HACCP による
衛⽣管理⼿法の考え⽅を導⼊していない
飲⾷店がある」の正答率は 20 歳代で
13.5％が最も⾼く、全体的に低かった。
1000 名の回答者のうち、HACCP による
衛⽣管理について、「聞いたことがない」、
「聞いたことはあるが内容は知らない」
は合計で 86.7%であり、消費者に⾷品衛
⽣管理が強化されたことが周知されてい
ないことが⽰唆された。 
 ⾷中毒の有無については、昨年 1 年間
で⾷中毒症状を⽰したことのある経験回
答者は 73 ⼈のうち、「必ず医療機関を受
診した」、「医療機関を受診したこともあ
った」の合計は 54 ⼈、医療機関での検
便検査については「必ず医療機関で検便
を実施した」と「医療機関で検便県を実
施たこともあった」の合計は 44 ⼈であ
った。⾷中毒症状があっても医療機関を
受診しないことがあり、医療機関で検便
検査を実施しないことがあることを前提
に⾷品由来疾患の実被害患者を推計して
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いるが、本調査においてもその実態が確
認された。 

⿃刺しの⾷⾏動については、性別、年
代別にある⼀定の割合は⾷していること
が確認された。地域については、関⻄、
中国・四国・九州・沖縄の⽅が、北海道・
東北、関東、中部・北陸よりも⾷してい
る割合が⾼いことが確認された。また、
国が⽰したガイドラインに従って衛⽣的
に製造されていることが表⽰されている
場合、「⾷べない」を選択していた回答者
のうち、購⼊すると⾷⾏動を変化する回
答者がいることが確認された。このこと
は、衛⽣的な処理が⾷⾏動に影響を及ぼ
していることを⽰唆している。 

選択型コンジョイント分析結果より、
⾷中毒情報を提供していても、していな
くても HACCP による⾷品衛⽣管理を提
⽰している飲⾷店の確定効⽤が⾼かった
が、確定効⽤係数の推定値は⾷中毒情報
を提供している回答者の⽅が⾼く、限界
⽀払意志額も⾷中毒情報を提供している
⽅が⾼く、消費者の評価額は上がった。
また、HACCP 知識・経験の程度による
HACCP による衛⽣管理を提⽰している
飲⾷店の効⽤については、HACCP 知
識・経験の程度の⾼いグループではプラ
スであったが、HACCP 知識・経験の程
度の低いグループではマイナスであり、
HACCP による衛⽣管理を提⽰している
飲⾷店は HACCP の知識・経験の⾼い回
答者にとって望ましいという結果が得ら
れた。このことから、HACCP による衛

⽣管理を消費者に周知することにより、
HACCP による⾷品衛⽣管理を徹底させ
ている飲⾷店が選択され、消費者の評価
額が⾼くなることを確認した。 
 
（まとめ） 

医科レセプトデータにより、⾷品由来
感染症の実被害患者数を推計することが
可能であることが確認された。しかしな
がら、医科レセプトデータを⽤いた患者
数の推計では、医師の診断の際に、検便
検査を実施していることを前提としてい
るが、消費者のアンケート調査の結果か
らも⽰されたように、医療機関において
検便検査を実施せず診断をしている場合
があることから、医療機関での検便検査
実施率も考慮した推計を⾏う必要がある
と考える。 

消費者の⾷品安全に関する調査では、
HACCP による衛⽣管理に関する知識や
経験を有する消費者ほど、HACCP によ
る衛⽣管理を徹底している飲⾷店を選ぶ
ことが確認された。このことは、飲⾷店
における HACCP への取り組みを強化す
るためには、消費者への HACCP による
⾷品衛⽣管理の普及も重要であることを
⽰唆していると考える。 
 

令和 7 年度 

１．医科レセプトデータを⽤いた⾷品由
来感染症の特徴について 
・サルモネラ属菌、腸管出⾎性⼤腸菌、
ノロウイルスは⼥性の患者が多い傾向に
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あることが確認され、カンピロバクター
腸炎とロタウイルスは男性の患者が多い
ことが確認された。これは、性別による
感受性の違いや⾷⾏動などが影響してい
ると思われる。 
・サルモネラ属菌、腸管出⾎性⼤腸菌、
ノロウイルス、ロタウイルスは乳幼児及
び⾼齢者の患者が多い傾向があることが
確認された。これは、乳幼児及び⾼齢者
の免疫機能が⼀般成⼈に⽐べ⼗分に働か
ないということが影響していることによ
るものであると推察される。 
・カンピロバクター腸炎では、0-9 歳及
び⾼齢者の患者数が少ない傾向にある。
これはカンピロバクター腸炎の原因とな
る⾷品を摂取する⾷⾏動をとらないこと
に影響しているのではないかと推察され
る。 
・サルモネラ属菌、カンピロバクタ―腸
炎、腸管出⾎性⼤腸菌では 20-24 歳で増
加する傾向が認められた。これは、その
原因となる⾷品を摂取する⾷⾏動が影響
していると推察される。 
・カンピロバクター腸炎との関連が指摘
されているギランバレー症候群の患者発
⽣状況を確認すると、カンピロバクター
腸炎患者数の増減と同様の傾向を占めて
いることから、カンピロバクター腸炎患
者数の減少はギランバレー症候群の患者
数の減少をもたらすこと可能性があるこ
とが抽出された。 
・2020 年から、ロタウイルスによる患者
数が激減している。これは、2020 年 10

⽉ 1 ⽇からロタウイルスワクチンが定期
接種となったことが影響していると推察
される。 
 
２．医療機関における検査実施率につい
て 
・レセプトデータの真性患者と疑い患者
の割合から医療機関における検査実施率
産出の実⾏可能性を確認できた。 
 
（まとめ） 

⾷品に由来することが疑われる疾患に
ついて医科レセプトデータから、抽出し
たデータについて性別・年齢別の特徴を
解析は⾷中毒統計での患者情報を保管す
ることが可能であることが確認できた。 

また、⾷品由来感染症発症後に発症す
る続発性疾患に関する情報も医科レセプ
トデータより⼊⼿することができること
を確認した。このことは、⽣涯調整⽣存
年(DALYs)の推計においても有⽤であ
る。 
・レセプトデータの真性患者と疑い患者
の割合から求めた検査実施率は、サルモ
ネラ属菌で 64.8%、カンピロバクタ―腸
炎で 59.3%と窪⽥らの電話調査による検
便検査実施率（8.0%から 14.8%）3)より
も、かなり⾼い値であった。胃腸炎症状
における医療機関での検査実施状況につ
いては、医療機関でのヒヤリングを実施
することにより、そのデータの精度を⾼
める必要があることが確認された。 
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E．研究発表   

令和 7 年度 

1. 論⽂発表 

なし 

2. 学会発表 

・Estimating the burden of foodborne 

diseases in Japan using medical fee 

receipt data (2018-2023), Ayumi 

Chiba, Kunihiro Kubota, Shigenobu 

Koseki, 

Yuko Kumagai, Journal of Food 

Protection 2025 

・⾷品衛⽣に関する消費者の知識・

⾏動が飲⾷店選択に及ぼす影響につ

いて、熊⾕優⼦、溝⼝嘉範、窪⽥邦

宏、第 48 回⽇本⾷品微⽣物学会総会 
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令和 5 年度 表１ 主な⾷中毒事例と⾏政対応(1996 年以降） 
１．病原性⼤腸菌による主な⾷中毒事例      

発⽣年⽉ 場    所 原因⾷品 患者数 死亡者 関係⾃治体数 発出された通知など 

（１）腸管出⾎性⼤腸菌 1996 ⼤量調理施設衛⽣管理マニュアルの制定、検⾷の保存を−20℃、

2 週間とした。 

1996 と畜場の衛⽣管理基準（と畜場法施⾏規則）の改正 

1997 と畜場の構造設備基準（と畜場法施⾏令）の改正 

1997 ⾷中毒調査マニュアルの作成 

1997 家庭での⾷中毒予防マニュアル「家庭でできる⾷中毒予防の 6 つ

のポイント」を作成 

1998 ⽣⾷⽤⾷⾁の衛⽣基準の設定 

2000 テンダリング、タンブリング処理した場合は、中⼼部まで加熱処

理が必要である旨の表⽰を義務付けた 

2001 ⾷⾁の⽣⾷に関する注意喚起 

2001 ⾷⾁の表⽰基準(⾷品衛⽣法施⼯規則の改正） 

2006 腸管出⾎性⼤腸菌感染症が感染症予防法の 3 類感染症に分類され

た 

2011 ⽣⾷⽤⾷⾁の規格基準制定(腸内細菌科菌群が陰性、加⼯調理施設

の特定、⾁塊の表⾯から深さ 10mm 以上の 60℃2 分加熱） 

2011 ⽣⾷⽤⾷⾁の表⽰基準制定(危険表⽰をするなど) 

2012 ⾷品衛⽣法に基づいた⽣⾷⽤⽜レバーの販売・提供の禁⽌ 

2013 漬物の衛星規範の改定 

2016 ⽼⼈ホーム等における⾷中毒予防の徹底について 

2021 腸管出⾎性⼤腸菌の遺伝⼦型検査体制の整備及び研修会の開催 

2022 腸管出⾎性⼤腸菌による⾷中毒防⽌の徹底について 

1996.07 堺市（学校）  ⾙割れ⼤根 7966 3 1 

1998.05 北海道（製造所） いくら醤油漬け 49 0 11 

2001.03 栃⽊県（製造所） ⽜たたき等 195 0 9 

2011.05 ⼭形県（製造所） 団⼦及び柏餅 287 1 4 

2012.08 札幌市（製造所） 漬物(⽩菜亜漬け） 169 8 11 

2014.07 静岡市（販売店） 冷やしキュウリ 510 0 11 

2016.08 千葉県（⽼⼈ホーム） きゅうりのゆかり和え 52 5 1 

2016.08 東京都（⽼⼈ホーム） きゅうりのゆかり和え 52 5 1 

2016.1 静岡県（製造所） 冷凍メンチカツ 67 0 12 

2017.08 埼⽟県等(飲⾷店、仕出屋） そうざい 45 1 3 

2018.05 埼⽟県等(⾼齢者施設） サンチュ 20 0 4 

2011.04 富⼭県（飲⾷店） ユッケ 181 5 9 

2022.08 京都府(精⾁中⼼の⾷料品店） レアステーキ、ローストビーフ 40 1 1 

（２）腸管出⾎性⼤腸菌以外の病原性⼤腸菌 

2020.08 東京都(仕出し屋） 仕出し弁当 2548 0 1 

2020.06 埼⽟県(学校） 海藻サラダ 2958 0 1 

2021.06 富⼭市(学校） ⽜乳 1896 0 1 
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表１の続き 
2．カンピロバクター属菌による主な⾷中毒事例     

発⽣年⽉ 場    所 原因⾷品 患者数 死亡者 関係⾃治体数 発出された通知など 

2016.04 江東区（飲⾷店） 鶏ささみ寿司 609 0 3 

1991 ⾷⿃処理の事業の規制及び⾷⿃検査に関する法律の施⾏ 

1992 ⾷⿃処理場における HACCP ⽅式による衛⽣管理指針の策定 

2005 ⽜レバーによるカンピロバクター⾷中毒予防 Q&A 

2005 ⾷⿃処理場における HACCP ジェネリックモデルの普及 
      

 

３．ウェルシュ菌による主な⾷中毒事例      

発⽣年⽉ 場    所 原因⾷品 患者数 死亡者 
関係⾃治

体数 
発出された通知など 

2005.05 ⼤阪府（仕出屋） 
給⾷弁当（⼩松菜とエビとコ

ーンのあんかけ） 
673 0 4 

2022 矯正施設におけるウエルシュ菌⾷中毒対策について全国都道府県等

に通知を発出し、監視指導を強化した。 

2011.12 堺市（その他） 給⾷(刑務所） 1037 0 1 

2014.05 京都市（飲⾷店） キーマカレー 900 0 1 
       

4．サルモネラ属菌(サルモネラ・エンテリティディスを含む）による主な⾷中毒事例   

発⽣年⽉ 場    所 原因⾷品 患者数 死亡者 
関係⾃治

体数 
発出された通知など 

1998.03 ⼤阪府（製造所） 三⾊ケーキ 1371 0 4 1998 鶏の卵の表⽰基準（⾷品衛⽣法施⾏規則）及び鶏の液卵の規格基準

（⾷品、添加物等の規格基準）の設定 

1998 卵選別放送施設の衛⽣管理要領の作成 

1998 家庭における卵の衛⽣的な取り扱いについて普及啓発 

1999 ⽣卵の賞味期限表⽰が義務図けられた 

1999.03 ⻘森県（製造所） イカ乾製品 1634 0 114 

2002.06 福島県（仕出屋） 弁当 905 0 1 

2011.02 北海道（学校） ブロッコリーサラダ 1522 0 1 

2015.12 愛知県（仕出屋） 弁当 1267 0 2 

2023.08 和歌⼭県(飲⾷店） 弁当 13 種類 117 0 1 
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表 1 の続き 
5．腸炎ビブリオによる主な⾷中毒事例      

発⽣年⽉ 場    所 原因⾷品 患者数 死亡者 関係⾃治体数 発出された通知など 

1999.08 北海道（製造所） 煮かに 509 0 7 2001 ⽣⾷⽤鮮⿂介類等の表⽰基準（⾷品衛⽣法施⾏規則）及び規格基準（⾷

品、添加物等の規格基準）の設定 2007.09 宮城県（製造所） イカの塩⾟ 620 0 12 

6．⻩⾊ブドウ球菌による主な⾷中毒事例      

発⽣年⽉ 場    所 原因⾷品 患者数 死亡者 関係⾃治体数 発出された通知など 

2000.06 ⼤阪市（製造所） 加⼯乳等 13420 0 23 2022  脱脂粉乳の製造基準を設定（製造上必要不可⽋な⼯程を除き、⻩⾊ブ

ドウ球菌が増殖し、かつ、エンテロトキシンを賛成する可能性のある温度帯

(10℃を超え 48℃以下）を避けることなど） 

2005.06 滋賀県（仕出屋） 給⾷弁当（鮭の塩焼き） 862 0 3 

2014.07 ⻑野県（仕出屋） 鶏そぼろ(三⾊丼弁当） 741 0 1 

2023.09 ⼋⼾市（そうざい製造業） 海鮮お弁当 554 0 複数⾃治体 

7．ノロウイルスによる主な⾷中毒事例      

発⽣年⽉ 場    所 原因⾷品 患者数 死亡者 関係⾃治体数 発出された通知など 

2003.01 北海道（製造所） きな粉パン 661 0 1 1997 ⾷中毒統計の病因物質の対象に⼩型球形ウイルス（現ノロウイルスに

相当）を追加 

1998 ⽣⾷⽤かきの表⽰基準(⾷品衛⽣法施⼯規則の改正） 

2004 ﾉﾛｳｲﾙｽに関する Q&A の作成 

2008 ⼤量調理施設衛⽣管理マニュアルを改正(2 枚⾙等は 85℃1 分以上の加

熱、⼿指は⽯鹸で 2 度洗い、消毒⽤アルコールの使⽤） 

2013 ⾷品等事業者が実施すべき管理運営基準に関する指針を改訂 

2013 ⼤量調理施設衛⽣管理マニュアルの改正(⼆枚⾙等ノロウイルス汚染

の恐れのある⾷品の加熱温度を 85℃〜90℃で 90 秒以上」に改正） 

2017 ⼤量調理施設マニュアルの改正(⾼齢者、若齢者及び抵抗⼒の弱い者を

対象とした⾷事を提供する施設で、加熱せずに提供する場合(表⽪を除去す

る場合を除く）には、殺菌を⾏うことを加えた） 

2003.11 ⻑崎市（飲⾷店） レストランの弁当 790 0 10 

2006.12 奈良県(仕出屋） 仕出し弁当 1734 0 4 

2008.01 広島市（仕出屋） 弁当 749 0 2 

2014.01 浜松市（製造所） ⾷パン 1271 0 1 

2017.01 和歌⼭県(学校） 磯和え 763 0 1 

2017.02 東京都（学校） きざみのり 1084 0 4 

2021.04 倉敷市(仕出し屋） 不明 2545 0 1 
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表２−１ 全ゲノム解析により探知した⾷中毒事案(北⽶）-⾷中毒安全情報（2010 年から 2023 年）- 
１．サルモネラ属菌による⾷中毒  

年 病原体 ⾷品 
2014 サルモネラ（Salmonella Braenderup） ナッツバター 

2016 

サルモネラ（Salmonella Muenchen） アルファルファスプラウト 
サルモネラ（Salmonella Montevideo） ピスタチオ 
サルモネラ（Salmonella Abony） アルファルファスプラウト 
サルモネラ（Salmonella Oranienburg） 殻付き卵 

2017 
サルモネラ（Salmonella Kiambu） 輸⼊マラドールパパイヤ 
サルモネラ（Salmonella Urbana） 輸⼊マラドールパパイヤ 

2018 

サルモネラ（Salmonella Montevideo） ⽣のスプラウト 
サルモネラ（Salmonella Typhimurium） チキンサラダ 
サルモネラ（Salmonella Typhimurium） 乾燥ココナッツ 
サルモネラ（Salmonella Braenderup） 殻付き卵 
サルモネラ（Salmonella Mbandaka） Honey Smacks 
サルモネラ（Salmonella Adelaide） カット済みメロン 
サルモネラ（Salmonella Sandiego） パスタサラダ（Spring Pasta Salad） 
サルモネラ（Salmonella Enteritidis） パン粉付き冷凍⽣鶏⾁製品 
サルモネラ（Salmonella Infantis） 鶏⽣⾁製品 
サルモネラ（Salmonella Concord） タヒニ 

2019 

サルモネラ（Salmonella Schwarzengrund） 七⾯⿃ひき⾁ 
サルモネラ（Salmonella Carrau） カット済みメロン 
サルモネラ（Salmonella Newport） 冷凍⽣マグロ製品 
サルモネラ（Salmonella Concord） タヒニ 
サルモネラ（Salmonella Uganda） ⽣鮮パパイヤ 
サルモネラ（Salmonella Dublin） ⽜ひき⾁ 
サルモネラ（Salmonella Javiana） カット済みフルーツ 

2020 
サルモネラ（Salmonella Newport） タマネギ 
サルモネラ（Salmonella Enteritidis） 桃 
サルモネラ（Salmonella Stanley） キクラゲ 

2021 

サルモネラ（Salmonella Hadar） 七⾯⿃ひき⾁ 
サルモネラ（Salmonella Duisburg） チーズ代替品 cashew brie 
サルモネラ（Salmonella Enteritidis） 詰め物⼊りパン粉付き冷凍⽣鶏⾁製品 
サルモネラ（Salmonella Weltevreden） 冷凍加熱済みエビ 
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サルモネラ（Salmonella Typhimurium） 包装済み野菜サラダ 
サルモネラ（Salmonella Infantis、S. Typhimurium） イタリアンスタイルの⾷⾁製品 
サルモネラ（Salmonella Oranienburg） 原因⾷品不明 
サルモネラ（Salmonella Thompson） ⽔産⾷品 

2022 
サルモネラ（Salmonella Senftenberg） ピーナッツバター 
サルモネラ（Salmonella Litchfield） ⽣⿂ 

2023 

サルモネラ（Salmonella Typhimurium） アルファルファスプラウト 
サルモネラ（Salmonella Infantis） ⼩⻨粉 
サルモネラ（Salmonella Enteritidis） ⽣のクッキー 
サルモネラ（Salmonella Saintpaul） ⽜ひき⾁ 
サルモネラ（Salmonella Thompson） ⽣鮮⾓切りタマネギ 
サルモネラ（Salmonella Sundsvall） カンタロープメロン 

   

２．腸管出⾎性⼤腸菌による⾷中毒  

年 病原体 ⾷品 

2016 
腸管出⾎性⼤腸菌 O157 アルファルファスプラウト 
腸管出⾎性⼤腸菌 O157 ⽜⾁製品 

2017 腸管出⾎性⼤腸菌 O157 ⼤⾖バター製品「SoyNut Butter」 

2018 
腸管出⾎性⼤腸菌 O157 ロメインレタス 
腸管出⾎性⼤腸菌 O157 ロメインレタス 

2019 
腸管出⾎性⼤腸菌 O26 ⼩⻨粉に関連 
腸管出⾎性⼤腸菌 O157 ロメインレタス 

2020 腸管出⾎性⼤腸菌 O103 クローバースプラウト 

2021 
腸管出⾎性⼤腸菌 O121 ケーキミックス 
腸管出⾎性⼤腸菌 O157 ベビーホウレンソウ 

2022 

腸管出⾎性⼤腸菌 O157 包装済みサラダ 
腸管出⾎性⼤腸菌 O157 原因⾷品不明 
腸管出⾎性⼤腸菌 O157 ⽜ひき⾁ 
腸管出⾎性⼤腸菌 O121 冷凍ファラフェル 

   

３．リステリア（Listeria monocytogenes）による⾷中毒  

年 病原体 ⾷品 

2015 
リステリア（Listeria monocytogenes） アイスクリーム製品 
リステリア（Listeria monocytogenes） ソフトチーズ 
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2016 
リステリア（Listeria monocytogenes） 包装済みサラダ製品 
リステリア（Listeria monocytogenes） ⽣乳 
リステリア（Listeria monocytogenes） 冷凍野菜 

2017 リステリア（Listeria monocytogenes） ⽣乳ソフトチーズ製品 
2018 リステリア（Listeria monocytogenes） デリハム（調理済みハム） 

2019 

リステリア（Listeria monocytogenes） 豚⾁製品 

リステリア（Listeria monocytogenes） 
デリで薄切りにした⾷⾁製品およびチ
ーズ 

リステリア（Listeria monocytogenes） サンドイッチ 
リステリア（Listeria monocytogenes） 加熱済み⾓切り鶏⾁ 
リステリア（Listeria monocytogenes） 固ゆで卵 

2020 
リステリア（Listeria monocytogenes） エノキダケ 
リステリア（Listeria monocytogenes） デリミート（調理済み⾷⾁） 

2021 
リステリア（Listeria monocytogenes） 

ヒスパニックスタイルのフレッシュソフトチー

ズ 

リステリア（Listeria monocytogenes） 加熱調理済み鶏⾁ 

2022 

リステリア（Listeria monocytogenes） 包装済みサラダ 
リステリア（Listeria monocytogenes） 包装済みサラダ 
リステリア（Listeria monocytogenes） アイスクリーム 

リステリア（Listeria monocytogenes） 
ブリーチーズおよびカマンベールチー
ズ 

リステリア（Listeria monocytogenes） エノキダケ 

リステリア（Listeria monocytogenes） 
デリミート（調理済み⾷⾁）およびチー
ズ 

リステリア（Listeria monocytogenes） 原因⾷品不明 
リステリア（Listeria monocytogenes） アイスクリーム 
リステリア（Listeria monocytogenes） 桃、ネクタリンおよびプラム 
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表２−２ 全ゲノム解析により探知した⾷中毒事案(欧州）-⾷中毒安全情報（2010 年から 2023 年）- 
１．サルモネラ属菌による⾷中毒   

年 関連機関 病原体 ⾷品 

2018 
ECDC サルモネラ（Salmonella Agona） 乳児⽤調製乳 

ECDC サルモネラ（Salmonella Agona） そのまま喫⾷可能（RTE）な⾷品 

2020 
ECDC サルモネラ（Salmonella Enteritidis） 卵 

ECDC, EFSA サルモネラ（Salmonella Typhimurium および S. Anatum） ブラジルナッツ 

2021 ECDC, EFSA サルモネラ（Salmonella Enteritidis） 家禽⾁製品 

2022 

ECDC サルモネラ（Salmonella Typhimurium） チョコレート製品 

ECDC サルモネラ（Salmonella Mbandaka） 
イスラエルおよび英国で発⽣中の鶏⾁の

喫⾷ 

EFSA, ドイツ、ノルウェー、 

スウェーデン 
サルモネラ（Salmonella enterica） 輸⼊ゴマ製品 

2023 

ECDC EFSA サルモネラ（Salmonella Virchow） 鶏⾁を含む⾷⾁製品 

ECDC EFSA サルモネラ（Salmonella Senftenberg） チェリートマト 

Eurocurveillance フィンラン

ド 
サルモネラ（Salmonella Typhimurium） 冷凍⾓切りトマト 

    

2．リステリア（Listeria monocytogenes）による⾷中毒  

年 関連機関 病原体 ⾷品 

2018 ECDC リステリア（Listeria monocytogenes） 冷凍コーン 

2019 
ECDC リステリア（Listeria monocytogenes） 冷燻⿂製品 

ECDC リステリア（Listeria monocytogenes） そのまま喫⾷可能な（RTE）⾷⾁製品 

2019 英国 PHE リステリア（Listeria monocytogenes） サンドイッチ 

2022 UKFSA リステリア（Listeria monocytogenes） 燻製⿂ 

2023 Eurosurveillance スペイン リステリア（Listeria monocytogenes） 豚⾁製品（詰め物⼊り） 
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令和 6 年度  

表 1 消費者の⾷品安全意識・⾏動に関するアンケート調査の回答者属性

( 性

別 ・ 年

齢 ・ 居

住 地

域) 

 

 

 

 

 

 

表２ 各病原体の医療機関受診率                    表３各病原体の⾷品寄与率 

⾷品由来感染症病原体 
医療機関受診率
(95%信頼区間） 

enterohemorrhagic Escherichia coli 0.658(0.642-0.673) 
Listeria spp. 0.441(0.339-0.5472) 
Norvirus 

0.326(0.278-0.376) 
Campylobacter Jejuni/coli 
Salmonella SPP. 
Clostridium Perfringens 
Vibrio Parahaemolyticus 

  20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 
男性 100 100 100 100 100 
⼥性 100 100 100 100 100 
合計 200 200 200 200 200 

  
北海道・東

北 関東 中部・北陸 関⻄ 

中国・四

国・九州・

沖縄 

男性 100 100 100 100 100 
⼥性 100 100 100 100 100 
合計 200 200 200 200 200 

⾷品由来感染症病原体 
⾷品寄与率(95%

信頼区間） 
enterohemorrhagic Escherichia coli 0.776(0.734-0.818) 
Listeria spp. 0.779(0.742-0.816) 
Norvirus 0.416(0.379-0.459) 
Campylobacter Jejuni/coli 0.820(0.785-0.855) 
Salmonella SPP. 0.793(0.747-0.84) 
Clostridium Perfringens 0.810(0.771-0.845) 

Vibrio Parahaemolyticus 0.733(0.705-0.760) 
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表４ ⾷品由来感染症実被害患者数（医科レセプトデータより） 
病原体   2018 2019 2020 2021 2022 2023 

enterohemorrhagic Escherichia coli レセプトデータ 3,093  2,929  2,385  2,055  2,267  2,479  
 推計患者数 3,392.3  3,218.5  2,599.5  2,248.7  2,459.8  2,710.2  

  (95%CI) 3268.7-3545.9 3076.4-3377.9 2468.0-2735.4 2147.8-2351.0 2411.6-2516.0 2577.2-2850.3 

Listeria spp. レセプトデータ 104  117  120  102  95  119  
 推計患者数 188.1  205.2  215.1  184.2  172.4  202.3  

  (95%CI) 148.0-226.9 171.7-245.7 177.6-262.8 183.1-185.8 146.5-218.7 155.5-249.0 

Norvirus レセプトデータ 41,244  51,805  31,397  36,404  28,479  42,121  
 推計患者数 52,757.6  66,264.6  40,216.3  46,609.7  36,456.0  53,789.1  

  (95%CI) 46230.6-60133.4 58247.3-75251.0 35295.1-45652.6 40930.34-52943.7 32036.3-41411.9 47319.0-61590.0 

Campylobacter Jejuni/coli レセプトデータ 25,897  25,414  25,987  21,288  21,455  23,030  
 推計患者数 63,000.5  61,490.7  63,229.6  51,881.8  52,165.4  56,069.7  

  (95%CI) 56708.2-70134.1 55087.8-67428.4 56726.4-70563.9 46526.9-58229.0 46850.8-58211.8 50335.5-62451.7 

Salmonella SPP. レセプトデータ 5,200  5,251  5,486  4,799  5,532  5,974  
 推計患者数 12,338.9  12,458.8  13,011.9  11,390.0  13,141.6  14,194.0  

  (95%CI) 10986.0-13853.4 11129.4-13952.5 11613.5-14624.8 10189.1-12776.9 11920.1-14736.3 12665.3-15876.4 

Clostridium Perfringens レセプトデータ 78  80  75  87  82  87  
 推計患者数 189.1  195.8  178.0  223.7  194.6  210.5  

  (95%CI) 149.9-223.7 133.6-244.3 140.6-223.3 208.6-240.2 151.6-249.7 196.9-233.4 
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Vibrio Parahaemolyticus レセプトデータ 217  183  169  152  113  148  
 推計患者数 527.9  433.4  393.8  363.0  265.4  354.4  

  (95%CI) 472.0-592.1 355.9-498.5 338.4-477.7 300.7-429.2 219.9-319.8 298.6-417.3 

 

参考１ ⾷中毒統計における事件数及び患者数 

  2018 2019 2020 2021 2022 2023 

  
事件
数 

患者
数 

事件
数 

患者
数 

事件
数 

患者
数 

事件
数 

患者
数 

事件
数 

患者
数 

事件
数 

患者
数 

enterohemorrhagic Escherichia coli 32 456 20 165 5 30 9 42 8 78 19 265 
Listeria spp. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Norvirus 256 8,475 212 6,889 99 3,660 72 4,733 63 2,175 163 5,502 
Campylobacter Jejuni/coli 319 1,995 286 1,937 182 901 154 764 185 822 211 2,089 
Salmonella SPP. 18 640 21 476 33 861 8 318 22 698 25 655 
Clostridium Perfringens 32 2,319 22 1,166 23 1,288 30 1,916 22 1,465 28 1,097 
Vibrio Parahaemolyticus 22 222 0 0 1 3 0 0 0 0 2 9 

 

参考 2 感染症情報による腸管出⾎性⼤腸菌感染者数 

  
届出
数 

(うち
有症
者） 

（％） 

2018 3,854 2,583 67 
2019 3,744 2,514 67 
2020 3,094 1,987 64 
2021 3,246 2,028 62 
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2022 3,369 2,252 67 
2023 3,822 2,546 67 

 

 

図１ ⾷品安全に関する意識について（性別） 
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図２ ⾷品安全に関する意識について（年代別） 
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図３ ⾷品安全に関する⾏動（性別） 
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図４ ⾷品安全に関する⾏動（年代別） 

 

 

図５ 食品安全に関する知識（性別） 
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図６ ⾷品安全に関する知識（年代別） 
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表 5 HACCP に関する知識・経験 

HACCP についての知識・経験 ⼈数 割合(%) 
聞いたことがない 611 61.1 
聞いたことはあるが内容は知らない 256 25.6 
内容は知っている 99 9.9 
HACCP プランに沿って仕事をしたことがある 22 2.2 
HACCP プランを作成したことがある 12 1.2 

 

表６ 昨年 1 年間で⾷中毒症状を⽰した回数            表７ ⾷中毒症状を呈して医療機関を受診有無 
回数 ⼈数 割合(%) 
ない(0 回） 927 92.7 
1 回 57 5.7 
2 回 9 0.9 
3 回 4 0.4 
4 回 1 0.1 
5 回以上 2 0.2 

 

表８ 医療機関での検便検査の有無 
検便検査実施の有無 ⼈数 割合(%) 
必ず医療機関で検便検査を実施した 31 57.4 
医療機関で検便検査を実施したこともあった 13 24.1 
全く、医療機関で検便検査を実施しなかった 10 18.5 

医療機関受診の有無 ⼈数 割合(%) 
必ず医療機関を受診した 35 47.9 
医療機関を受診したこともあった 19 26.0 
全く、医療機関を受診しない 19 26.0 
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図７ ⿃刺しの⾷⾏動について（性別、年代別、地域別） 
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表 9 HACCP プランの知識・経験がと鳥刺しの食行動 

  週１〜7 回 ⽉ 1〜4 回 年数回 ⾷べない 合計 
聞いたことがない 14 25 84 488 611 
聞いたことはあるが内容は知らない 20 18 46 172 256 
内容は知っている 13 13 29 44 99 
HACCP プランに沿って仕事をしたことがある 3 2 4 13 22 
HACCP プランを作成したことがある 4 1 3 4 12 
合計 54 59 166 721 1000 

5.6%

3.4%

24.7%

68.4%

7.4%

16.9%

28.9%

12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

週1から7回

⽉1から4回

年数回

⾷べない

0%(買わない） 1〜50% 51%〜90% 91%〜100% 101%〜200%
 

図８ ⿃刺しが衛⽣的に処理されていることを⽰した場合と⿃刺しを購⼊する価格の割合 

(通常の価格を 100 とした場合の割合) 
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表 10 ⾷中毒に関する情報を受けた場合の確定効⽤の推定値 

説明変数 係数 標準誤差 z p 限界⽀払意志額 

価格 -0.00029 1.07E-05 -27.125 ≦0.05   

距離 -0.04044 0.003357 -12.047 ≦0.05   

HACCP 対応提⽰ 1.27 0.04884 26.014 ≦0.05 4368.7 

尤度⽐検定：p≦0.05 

表 11 ⾷中毒に関する情報を受けていない場合の確定効⽤の推定値 

説明変数 係数 標準誤差 z p 限界⽀払意志額 

価格 -0.00031 1.09E-05 -28.385 ≦0.05   

距離 -0.03926 0.003421 -11.477 ≦0.05   

HACCP 対応提⽰ 1.111 0.04918 22.6 ≦0.05 3597.7 

尤度⽐検定：p≦0.05 

表 12 HACCP 知識・経験がある回答者の確定効⽤の推定値 

説明変数 係数 標準誤差 z p 限界⽀払意志額 

価格 -0.0003 0.03629 31.401 0   

距離 -0.04007 0.002397 -16.716 0   

HACCP 対応提⽰ 0.4126 0.08404 4.91 0 1374.8 

尤度⽐検定：p≦0.05 

表 13 HACCP 知識・経験の低い回答者の確定効⽤の測定値 

説明変数 係数 標準誤差 z p 限界⽀払意志額 

価格 -0.003 7.64E-06 -39.275 0   

距離 -0.04007 0.002397 -16.716 0   

HACCP 対応提⽰ -0.4126 0.08404 -4.91 9.13E-07 -137.4 

尤度⽐検定：p≦0.05 

 
注 1）HACCP による衛⽣管理⼿法について、「内容は知っている」、「HACCP プランに沿って仕事
をしたことがある」、「HACCP プランを作成したことがある」を選択した回答者（133 名）を HACCP
の知識・経験がある場合とした。 
注２）HACCP による衛⽣管理⼿法について、「聞いたことがない」、「聞いたことはあるが内容は知ら

ない」を選択した回答者（867 名）を HACCP の知識・経験がない場合とした。 



 

122 
 

令和 7 年度 

表１ 年齢別・性別患者状況 サルモネラ属菌（Salmonella SPP.） 

 

 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2023(疑い） 

年齢 male female male female male female male female male female male female male female 

 0-4 322  305  346  288  392  341  302  242  316  248  262  213  178  134  

 5-9 279  183  338  205  396  256  297  215  274  224  230  196  92  88  

 10-14 196  139  189  114  214  144  203  134  178  117  175  120  80  52  

 15-19 196  212  210  209  202  216  197  196  240  237  271  277  158  124  

 20-24 313  382  268  401  253  357  278  342  330  463  400  474  195  216  

 25-29 154  204  190  225  152  217  164  192  179  278  212  292  130  163  

 30-34 135  166  129  166  152  161  105  150  130  207  162  215  112  136  

 35-39 103  161  113  143  131  165  91  158  109  178  139  182  100  90  

 40-44 109  194  120  158  117  176  91  153  110  189  131  202  89  75  

 45-49 88  186  117  150  107  191  93  163  103  218  127  226  71  102  

 50-54 81  167  82  163  70  170  71  140  88  185  98  221  71  103  

 55-59 63  176  69  130  64  151  56  138  66  148  83  186  67  90  

 60-64 70  129  61  139  64  124  39  129  76  155  105  154  54  85  

 65-69 74  115  70  116  58  106  51  110  48  80  62  110  38  67  

 70-74 49  55  58  83  70  75  56  61  65  94  68  86  50  63  

 75-79 42  31  51  42  39  49  37  37  50  39  63  73  44  46  

80 以上 65  65  56  73  63  54  56  69  71  55  84  94  75  90  

  2,339  2,870  2,467  2,805  2,544  2,953  2,187  2,629  2,433  3,115  2,672  3,321  1,604  1,724  
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表 2 年齢別・性別患者状況 カンピロバクタ― （Campylobacter jejuni/coli） 
 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2023（疑い） 

  male female male female male female male female male female male female male female 

 0-4 982  782  926  694  945  779  731  591  565  445  455  355  766  556  

 5-9 1,747  1,336  1,586  1,226  1,919  1,421  1,543  1,174  1,232  924  1,011  729  576  442  

 10-14 1,869  1,162  1,773  1,107  2,051  1,287  1,850  1,096  1,585  979  1,561  834  514  292  

 15-19 1,584  983  1,437  929  1,532  946  1,347  793  1,311  821  1,300  806  570  379  

 20-24 2,350  1,960  2,386  2,016  2,377  1,885  1,890  1,453  2,160  1,655  2,321  1,937  1,035  866  

 25-29 1,621  1,308  1,545  1,420  1,610  1,291  1,238  966  1,470  1,264  1,815  1,476  925  816  

 30-34 892  686  973  711  887  599  688  519  763  591  959  730  664  533  

 35-39 663  462  679  450  657  474  483  388  556  426  682  455  550  429  

 40-44 554  431  559  394  503  391  376  305  411  313  513  389  473  375  

 45-49 539  401  528  386  508  380  436  326  455  321  531  374  471  378  

 50-54 403  308  439  328  382  338  294  290  334  328  472  394  406  389  

 55-59 324  263  339  308  319  307  247  239  290  260  389  317  333  369  

 60-64 231  223  234  242  225  210  214  226  206  212  272  228  239  279  

 65-69 271  267  240  249  218  234  160  198  192  211  213  227  238  262  

 70-74 211  258  199  239  222  263  203  255  204  234  214  220  248  273  

 75-79 187  208  210  215  181  186  173  169  166  156  198  192  216  257  

80 以上 218  294  224  287  257  275  227  272  207  278  246  290  303  449  

  14,646  11,332  14,277  11,201  14,793  11,266  12,100  9,260  12,107  9,418  13,152  9,953  8,527  7,344  
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表３ 年齢別・性別患者状況 腸管出⾎性⼤腸菌感染症（enterohemorrhagic Escherichia coli） 
  2018 2019 2020 2021 2022 2023 2023（疑い） 

  male female male female male female male female male female male female male female 

 0-4 271  206  252  217  156  110  113  130  123  102  163  133  922  751  

 5-9 172  139  159  127  110  112  96  94  107  84  115  73  570  416  

 10-14 117  86  111  87  100  74  85  50  96  62  88  73  475  249  

 15-19 84  75  92  83  73  68  63  54  70  69  74  77  334  209  

 20-24 126  137  114  124  99  125  81  118  126  133  106  161  457  454  

 25-29 85  108  77  100  79  76  79  87  94  93  87  108  372  455  

 30-34 69  78  77  76  61  74  40  60  47  66  47  76  372  324  

 35-39 72  95  57  89  42  68  48  63  59  74  48  63  337  277  

 40-44 56  67  52  69  47  63  41  64  44  44  44  77  259  301  

 45-49 65  89  46  56  56  55  44  74  58  67  54  79  316  316  

 50-54 50  70  48  64  41  63  22  55  36  68  40  75  319  334  

 55-59 48  75  37  59  38  49  33  55  31  49  46  70  274  302  

 60-64 32  61  36  45  35  41  18  40  38  49  36  60  236  272  

 65-69 39  65  55  62  46  49  32  49  29  53  30  66  276  243  

 70-74 48  62  51  59  39  53  37  51  42  46  39  48  288  303  

 75-79 61  71  56  60  41  60  28  36  34  38  31  59  271  317  

80 以上 105  145  90  175  77  121  49  85  41  113  61  91  534  735  

  1,500  1,629  1,410  1,552  1,140  1,261  909  1,165  1,075  1,210  1,109  1,389  6,612  6,258  

 



 

125 
 

表４ 年齢別・性別患者状況  ノロウイルス（Norovirus） 
 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2023（疑い） 

  male female male female male female male female male female male female male female 

 0-4 44,198  36,475  48,622  40,201  24,064  19,438  33,268  26,755  33,940  27,793  42,637  35,182  42,977  34,728  

 5-9 17,265  14,314  17,331  14,036  7,820  6,355  8,273  6,754  10,388  8,444  17,248  14,058  3,248  2,438  

 10-14 8,302  6,392  8,145  5,962  4,824  3,500  4,194  3,172  4,890  3,451  6,155  4,564  990  574  

 15-19 4,802  4,851  4,741  4,554  3,318  3,113  2,481  2,406  2,567  2,521  3,049  2,950  562  453  

 20-24 5,627  7,887  5,462  7,680  4,162  5,256  2,926  3,947  3,100  3,984  3,559  4,938  764  1,011  

 25-29 6,234  8,318  5,927  8,140  4,344  5,052  3,113  4,116  3,216  4,390  4,031  5,738  755  1,087  

 30-34 6,250  7,975  5,926  7,659  3,843  4,573  3,120  4,145  3,114  3,866  4,070  5,448  681  983  

 35-39 5,169  6,714  5,134  6,516  3,327  3,793  2,652  3,377  2,724  3,384  3,400  4,355  548  725  

 40-44 4,572  5,415  4,385  5,189  2,897  3,276  2,033  2,533  2,091  2,607  2,712  3,283  459  561  

 45-49 3,608  4,402  3,566  4,212  2,534  2,995  1,762  2,306  1,767  2,172  2,246  2,726  464  512  

 50-54 2,692  3,600  2,732  3,534  1,973  2,570  1,403  1,957  1,524  2,089  1,991  2,512  434  588  

 55-59 2,180  3,234  2,179  3,307  1,646  2,263  1,125  1,839  1,184  1,676  1,576  2,392  362  552  

 60-64 1,743  2,855  1,859  2,763  1,330  1,866  915  1,435  992  1,458  1,238  2,025  426  502  

 65-69 2,031  3,087  1,956  2,977  1,325  1,849  871  1,283  909  1,236  1,176  1,736  897  1,152  

 70-74 1,658  2,552  1,844  2,681  1,276  1,861  904  1,454  997  1,507  1,244  1,760  1,275  1,477  

 75-79 1,579  2,456  1,570  2,578  1,084  1,684  760  1,171  759  1,121  951  1,580  1,289  1,607  

80 以上 2,646  6,336  2,706  6,419  1,986  4,608  1,308  2,702  1,451  3,044  1,807  4,406  3,488  7,944  

  120,556  126,863  124,085  128,408  71,753  74,052  71,108  71,352  75,613  74,743  99,090  99,653  59,619  56,894  
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表５ 年齢別・性別患者状況 ギランバレー症候群 
  2018 2019 2020 2021 2022 2023 2023（疑い） 

  male female male female male female male female male female male female male female 

 0-4 25  10  21  16  - - 13  10  12  - 21  15  74  45  

 5-9 14  18  18  20  12  15  12  - 21  13  10  15  86  84  

 10-14 35  41  44  41  34  32  33  39  40  28  29  22  144  199  

 15-19 85  76  74  86  63  71  83  74  67  68  76  60  222  236  

 20-24 87  82  94  94  94  78  80  78  85  73  92  95  228  274  

 25-29 122  108  119  100  77  72  87  90  83  93  95  92  280  275  

 30-34 141  102  145  116  87  62  95  80  109  85  129  78  359  258  

 35-39 154  105  172  128  96  109  103  81  94  73  160  101  393  306  

 40-44 200  130  166  142  140  119  137  116  133  97  165  117  346  301  

 45-49 213  132  203  147  190  132  185  125  153  105  221  117  405  360  

 50-54 205  136  190  123  156  95  187  131  175  120  247  138  505  447  

 55-59 156  113  201  109  160  104  171  110  166  109  256  138  533  349  

 60-64 161  160  209  114  186  85  186  97  160  104  209  114  490  347  

 65-69 245  171  231  156  214  125  199  155  174  133  252  151  553  372  

 70-74 199  186  239  185  248  161  304  208  247  190  286  206  687  514  

 75-79 215  190  219  230  230  207  250  195  232  176  266  219  583  468  

80 以上 305  314  262  277  245  263  304  295  336  335  385  363  645  579  

  2,562  2,074  2,607  2,084  2,240  1,738  2,429  1,891  2,287  1,808  2,899  2,041  6,533  5,414  
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表５ 年齢別・性別患者状況  
 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2023（疑い） 

  male female male female male female male female male female male female male female 

 0-4 12,136  10,507  15,117  12,897  1,723  1,387  1,766  1,460  1,513  1,323  1,643  1,359  46,256  36,779  

 5-9 3,143  2,586  5,253  4,238  401  343  313  228  298  207  575  400  8,910  6,558  

 10-14 410  270  642  410  119  66  106  60  105  50  127  91  2,138  1,284  

 15-19 58  41  78  61  22  14  14  - 13  - 24  26  363  282  

 20-24 24  64  57  71  15  21  13  12  - 18  11  13  208  277  

 25-29 44  81  39  93  12  18  15  16  - - - 17  177  306  

 30-34 47  110  51  99  28  15  14  18  - 13  13  24  204  296  

 35-39 56  81  41  106  21  14  15  12  - 14  11  15  200  273  

 40-44 45  47  41  59  - 21  - - - 14  - 19  145  182  

 45-49 20  26  35  23  14  12  - - - - - 11  169  161  

 50-54 17  22  28  25  - 13  12  12  - - - - 114  175  

 55-59 15  35  12  29  - 14  - - - - - 12  111  178  

 60-64 11  21  23  37  - - - - - 10  - - 107  140  

 65-69 18  26  33  27  - - - - - - - - 119  140  

 70-74 23  26  26  27  - - - - - - - - 126  136  

 75-79 15  22  21  30  - - - - - - - - 127  118  

80 以上 40  87  28  95  13  29  - 15  14  15  10  16  288  515  

  16,122  14,052  21,525  18,327  2,409  1,996  2,303  1,870  2,003  1,707  2,463  2,026  59,762  47,800  
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令和 5-７年度厚⽣労働科学研究費補助⾦（⾷品の安全確保推進研究事業） 
「⾷品媒介感染症被害実態の推計に基づく施策評価のための研究」 

 
分担研究総合報告書 

より現場で活⽤しやすく、また⼀般に理解が得られやすい指標の検討 
 

研究分担者 ⼩関成樹  北海道⼤学⼤学院農学研究院 
 
 

研究要旨︓⾷品由来疾患の被害実態の推計のための指標の⼀つとして、Disability-
adjusted Life Years (DALYs)が⽤いられているが、現場での利⽤や⼀般の⼈々への理
解が深まっていない。DALYs に代わる、分かりやすい新たな指標策定を検討するため
に、従来の評価指標である DALYs の導出計算過程に着⽬して、⽇本国⺠の労働⽣産性 
と YLD (Years Lived with Disability) を導出するための平均治療期間（L）と障害の
重み付（W）とを考慮して、労働⽣産性の損失を導出する⽅法を考案した。この⽅法
であれば、従来の DALYs を活⽤して、労働⽣産性の損失といった経済的な指標へと無
理なく変換することができる。⼀例として、カンピロバクター⾷中毒による推計患者
数約 16 万⼈／年から労働⽣産性の損失額を導出すると⽇本全体で年間約 1,800 億円
の損失が⽣じることを推定した。 

Ａ. 研究⽬的 
 ⾷品由来疾患の被害実態の推計が⾏われて
おり、Disability-adjusted Life Years (DALYs)
等の指標が国際的にも⽐較可能なものとして
⽤いられている。しかし、⼀⽅で DALYs は直
感的に理解しにくい指標であることから、現場
での利⽤や⼀般の⼈々への理解が深まらない
問題がある。 

そこで、DALYs に代わる、分かりやすい新た
な指標策定の必要性が世界的にも求められて
おり、検討が進められつつある。そこで本年度
の研究では、世界での現在の最新の取り組みを
調査し、現状を把握するとともに課題点を抽出
することを⽬的とした。 
 さらに本研究では、従来の評価指標である
DALYs の導出計算過程に着⽬して、⽇本国⺠
の労働⽣産性 と YLD (Years Lived with 
Disability) を導出するための平均治療期間（L）
と障害の重み付（W）とを考慮して、労働⽣産

性の損失を導出する⽅法を考案し、その妥当性
について検討した。 
 
Ｂ. 研究⽅法 
（1）諸外国での取り組みの調査 
 各種の⽂献情報を精査するとともに、国内外
の学会等で情報を収集した。さらに、海外の研
究者へ直接連絡を取り、現状の取り組みについ
て聞き取りを⾏なった。 
 また、Food Safety Regulatoly Economics 
Working Group (FSREWG) と International 
Social Science Liaison Group (ISSLG) と呼
ばれる経済コスト⾯からの⾷中毒被害実態推
定を検討するワーキンググループの合同会議
へオブザーバー参加し、最新の研究情報を⼊⼿
するとともに、実際に研究を進めている研究者
らとの意⾒交換を⾏なった。 
 
（2）DALYs 算出過程に注⽬した評価⼿法の開
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 従来の評価指標である DALYs の導出計算過
程に着⽬して、⽇本国⺠の労働⽣産性 と YLD 
(Years Lived with Disability) を導出するた
めの平均治療期間（L）と障害の重み付（W）
とを考慮して、労働⽣産性の損失を導出する⽅
法を考案した。 
具体的には以下の計算式で導出する。 
 
労働⽣産性の損失 =  
労働⽣産性 (??USD/年) × 治療期間（L 年）
× 障害の重み（W） 
 
ここで、労働⽣産性の情報は OECD データに
基づく算定値、治療期間（L）と障害の重み（W、
0~1 の値をとる）は各疾病の YLD を算出する
際に⽤いる値で、疾病毎に報告されているもの
を⽤いる。 
 本研究では⽇本でのカンピロバクター⾷中
毒による労働⽣産性の損失を、熊⾕ら(2018、
厚労科研報告書)で報告されている DALYs の
推定情報を⽤いて算出した。 
 
Ｃ．結果 
（1）諸外国での取り組みの調査 
基本コンセプトと し て は 、 Portney and 
Harrington (1987) で述べられている以下の
定義を中⼼に検討が進められていることが明
らかとなった。 
 
WTP (Willingness to Pay, 顧客が製品・サー
ビスに対して⽀払いたいと思う最⼤の⾦額）
 = ∑𝑊𝑇𝑃!, (reduce risk of illness) 
 =  medical treatment cost 
  + lost productivity 
       + ∑𝑊𝑇𝑃! (reduce risk of pain and 
suffering) 
       + ∑𝑊𝑇𝑃! (reduce risk of death) 

        - ∑𝑊𝑇𝑃! (individual expenditures 
on avoidance) 
この数式の概念を解釈すると、 
・医療費コスト 
・療養中に損失する時間価値 
・苦痛を緩和するための⽀払意欲 
これらの総和のコストで⾷中毒被害を評価し
ようとする試みである。 
 この取り組みに基づいて、⽶国では⽶国農務
省経済研究所が被害実態推定を報告している
（図 1）。これによるとサルモネラによる損失
額が最も⼤きいことが⽰されており、このよう
な情報をもとに、優先すべき対策案を打ち出し
ている。 
 
FSREWG) と International Social Science 

Liaison Group (ISSLG) の合同会議では、表
1 に⽰すように、経済的な観点から⾷中毒の被
害・影響を推定する様々な試みがなされていた。
なかでも⽶国からの発表の中⼼は様々な法的
な規制と、経済的なメリット、デメリットの議
論であり、どのような規制がどの程度の経済効
果をもたらす、あるいは損失を⽣むのか、とい
った観点での議論が中⼼であった。また、⽶国
での被害実態の多いサルモネラに対する影響
評価や、⽣野菜摂取に由来する⾷中毒被害の経
済的な影響を議論する内容が多かった。 
 しかし、基本コンセプトとしては前述のと

おり、総和のコストで⾷中毒被害を評価しよう
とする試みである。⼀例として、シンガポール
での取組み試算結果を⾒ると、サルモネラ⾷中
毒による被害損失額が最も⼤きなものと推計
されていた。この結果は⽶国での試算結果とも
合致するものであった（損失の⾦額⾃体は異な
る）。 
 
 
（2）DALYs 算出過程に注⽬した評価⼿法の開
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 2023 年度の情報を⽤いると、⽇本⼈ １⼈
あたり 1 年間での労働⽣産性(USD）は
$ 92,663である。OECD 加盟 38 カ国中 32
位の順位である。カンピロバクター⾷中毒によ
って、医療機関を受診した場合の平均的治療期
間は 0.027 年で、障害の重みづけとしては
0.393が推定されている。これらの情報から以
下のように労働⽣産性の損失額が推定できる。 
 
労働⽣産性の損失 =   
$ 92,663 × 0.027 × 0.393 ＝ $983 /⼈ 
 
いま、推計患者数 157,597 ⼈ であれば（こ
れらが全員労働⼈⼝かは不明だが）、 
 
労働⽣産性の損失（⽇本全体）=  
157,597⼈×$983 /⼈＝ $154,956,792 
 

〜¥24,793,086,738 
(1USD@¥160)  

  
と推定され、医療機関を受診したカンピロバク
ター⾷中毒患者だけに絞っても 200 億円以上
もの労働⽣産性の損失がもたらされているこ
とが⽰しされた。この推定された⽣産性の損失
額は、⽶国農務省が 2018 年に報告している
193億円の⽣産性損失額と同等であり、⼀定の
妥当性があるものと考えられる。 
 カンピロバクター⾷中毒による被害として
は、医療機関受診以外にも、医療機関未受診、
ギランバレー症候群(軽症）、ギランバレー症候
群(重症)、反応性関節炎、過敏性腸症候群など
の症状についても同様に YLD が算出されてい
ることから、労働⽣産性の損失額を推計するこ
とができる。すべての症例の合計の労働⽣産性
損失額は年間で 1800 億円にものぼるものと、
推計された（図2）。 

  
Ｄ. 考察 

経済コストとして捉えようとする試みは、リ
スク管理機関への政策提⾔には分かりやすく
使いやすい指標である。しかし、⼀⽅で、医療
費コストの算出⽅法が不明瞭であり、医療機関
受診患者数から推定するのか、さらには疾病別
の治療費はどう⾒積もるのか、といった課題が
残るだけでなく、現実的にそれらのデータが収
集可能なのか、といった問題がある。また、療
養中に損失する時間価値といった観点では個
⼈レベルなのか、国レベル（GDP等）なのか、
といった課題がある。そして最も難しい部分と
して、苦痛を緩和するための⽀払意欲、といっ
た個⼈の気持ちに関わる部分の推計は極めて
難しいものである。 

したがって、研究として様々な仮定のもと、
種々の試算を⾏うこと⾃体に価値はあると思
われるが、現実的に実⽤的かどうか、といった
点では疑義がある。DALYs に代わる活⽤しや
すい指標（計算導出過程が複雑）とは⾔い難く、
この世界的な流れに追随しても、本研究で⽬指
す、新たな指標策定には到達し得ない。 

そこで、⻑年にわたり検討されてきている
DALYs そのものを否定せずに、その計算導出
過程に注⽬して、労働⽣産性の損失と紐付ける
⼿法を検討した。本⼿法では必要な情報は
OECD から毎年発表される労働⽣産性情報と、
疾病毎に推定されている DALYs の導出過程で
⽤いる YLD の値だけであり、複雑な計算過程
は必要とせずに、直感的に経済的損失を認識し
得る。当然のことながら、推定の元となる YLD
の導出過程の透明性、妥当性といった部分に課
題は残るが、そこは本研究課題内で検討する内
容ではなく、あくまでも⾷中毒による被害実態
の⼀つの経済的指標の推定⽅法としては、⼀定
の有⽤性を持つものと考えられる。 
今後は、この推計⼿法によって導き出された
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⾦額の妥当性を検討する必要がある。 
 
Ｅ. 結論 
 従来の評価指標である DALYs の導出計算過
程に着⽬して、⽇本国⺠の労働⽣産性 と YLD
を導出するための平均治療期間（L）と障害の
重み付（W）とを考慮して、労働⽣産性の損失
を導出する⽅法を考案した。 
 
Ｆ. 研究発表 
１．論⽂発表 

なし 
２．学会発表 
 なし  
 
Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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図 1 ⽶国農務省経済研究所の被害実態推定報告例 (Hoffmann, Sandra and Jae-Wan Ahn. 

November 2021. Updating Economic Burden of Food-borne Diseases Estimates for 

Inflation and Income Growth, ERR-297, U.S. Department of Agriculture, Economic 

Research Service.) 
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図2 DALYs 推計過程から導出するカンピロバクター⾷中毒被害による労働⽣産性損失の計算例 
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表１ Food Safety Regulatory Economics Working Group and International Social Science 

Liaison Group Conference 2024における研究報告演題 
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